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コンパクトで機能的なまちづくりの推進

観光・交流の促進

文化財の保存と活用

誰もが生涯にわたり元気で健康に暮らせるまちづくり

循環型社会・廃棄物処理の推進

環境衛生の向上

汚水対策の推進

多機能な都市空間の創出

住環境の整備

障害者福祉の充実

地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

市民の豊かな暮らしと社会を支える経済基盤を確立するまちづくり

農林水産業の振興

地域産業の振興

商業・サービス業の振興

市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

働く環境づくりの推進

まちのにぎわいと人の流れを創出するまちづくり

人等が集う求心力の高いまちづくりの推進

雨水対策の推進

地域自治・協働の推進

豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

上水道の整備

環境の保全と向上

生涯学習の推進

防災・減災対策の強化

消防・救急体制の充実

生活安全の推進

生活道路の整備

スポーツ・レクリエーション活動の振興

誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

子ども・子育て支援の充実

学校教育の充実

教育環境の向上

青少年の健全育成

子どもたちが健やかに育ち、生きる力を育むまちづくり

多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

地域福祉の充実

高齢者福祉の充実

人権尊重・多文化共生社会の実現

男女共同参画社会の実現

市民一人ひとりがいきいきと輝くまちづくり

文化芸術活動の振興

強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造
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　本事業は徳島東部圏域１１市町村による広域事業として実施しており、各市町村毎の住
民の利用実績に応じて確保量も按分していることから、確保値には変動があるが、事業
へのニーズは満たせているものと考えている。

　―

目標値

0
R12

0
R5

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

１　子どもたちが健やかに育ち、生きる力を育むまちづくり

目　　　　　　的

　待機児童が解消され、妊娠・出産期から学童期まで切れ目なく地域の子ども・子育て支援が行われるなど、一
人ひとりの子どもの健やかな育ちが等しく保障され、安心して子どもを生み育てることができる環境が整って
います。

39 R1

30

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

1
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 就学前教育・保育の充実

○ 市立幼稚園・保育所の再編

○ 待機児童の解消

○ 切れ目のない支援と経済的・精神的支援の拡充

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

多様化する保育ニーズへの対応

2
保育所等利用待機児童数（毎年
4/1基準）（人）

1 出生数（人）

① 子ども・子育て支援事業計画の推進 A

所　見

　出生数については、平成20年代は2,100～2,200人を推移していたが、平成30年以
降は少子化が続いており、加えて、コロナ禍の影響でその傾向が強まっている。今後は、
さまざまな子育て支援策を効果的に推進していくことで、増加をめざす。

　少子化の影響により、就学前児童は減少傾向にあるものの、女性の社会進出や共働き
世帯の増加等により、保育所等の入所申込数は増加から横ばいの傾向であり、待機児童
数もこれと同様に推移している。今後においても、施設再編計画をはじめ、利用者支援の
充実や保育士の確保等の効果的・効率的な対策の充実を図っていく。

⑥ 子育て世代包括支援センター事業 A

② 市立教育・保育施設の再編計画の推進 A

④ 子ども医療費助成 A

⑤ とくしま在宅育児応援クーポン事業 B

地域子育て支援拠点事業 A

子ども・子育て支援の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 産後ケア事業 A

学童保育事業 A

⑨

市
民
満
足

度
指
標

出産や子育てがしやすいと感じ
る市民の割合（％）

3 病児保育事業の確保量（人日）

③ 保育士確保策の実施 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
1



　市町村子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子
育て支援法（第61条）において策定することが規定
されており、本市においては、平成26年度に、平成
27年度から平成31年度の５年間を計画期間とす
る「徳島市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、
令和元年度には令和2年度からの5年間を計画期
間とする第2期計画を策定したところである。

89(一般財
源:89)

R3予算
(一般財源)

447(一般財源:447)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

子ども・子育て支援事業計画の推進

R2
計画

子ども・子育て支援事業計画に定
められた内容の実現に向けた取組
を推進するとともに、毎年度、公募
市民も参画した子ども・子育て会
議を開催し、本計画の進捗管理を
行う。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

子ども・子育て支援事業計画に定
められた内容の実現に向けた取組
を推進するとともに、公募市民も
参画した子ども・子育て会議を開
催（R2.10）し、本計画の進捗管理
を行った。

447(一般財
源:447)

　子育て支援事業に関係する各課において、子ど
も・子育て支援事業計画に定められた内容の実現
に向けた取組を推進するとともに、R2.10には公
募市民も参画した子ども・子育て会議を開催し、本
計画の進捗管理を行った。

持続可能な教育・保育サービス提供
体制を構築するため、民間活力を活
用しながら、市立施設の集約を図り
ます。

R2
実績

・市立勝占認定こども園の園庭等
の整備終了。
・「新たな市立教育・保育施設の再
編計画」を策定し、本計画に基づ
き、不動保育所・幼稚園を統合し
て、令和４年４月に（仮称）不動認定
こども園を設置するために必要な
施設整備にかかる設計業務を実施

48,890(一般
財源:4,990)

9,250(一般財
源:1,157)子ども未来部 子ども政策課

保育士等のUIJターン応援事業や、
労務負担軽減のための助成事業、学
生への出前講座の開催など、公・民・
学の連携により市全体の保育士確
保を図ります。

702,323
(一般財源:33,537)

③

保育士確保策の実施

R2
計画

　令和2年9月に策定した「新たな市立教育・保育施
設の再編計画」に基づいて、今後も計画的に市立施
設の再編を進めていく。

子ども未来部 子ども政策課

保育士の周辺業務を担う子育て支
援員を新規に雇用した保育所等に
対して補助を実施（保育補助者雇
上強化事業費）

R3予算
(一般財源)

1

②

市立教育・保育施設の再編計画の推
進

R2
計画

市立勝占認定こども園の園庭等の
整備を進めるとともに、市立就学
前施設について、幼保連携型認定
こども園への再編を推進する。

87,499(一般
財源:8,799)

　令和2年4月の市立勝占認定こども園の開園後、
旧大松保育所の解体や園庭等の整備を進めた結
果、同園で予定していた全の整備を終了し、利用者
に質の高い保育環境を提供するとともに、新たに
在宅育児家庭相談室を併設し、地域における子育
て支援の充実も図ることができた。
　なお、令和2年9月には「新たな市立教育・保育施
設の再編計画」を策定し、令和2年度から5年間の
市立教育・保育施設の再編の方向性を定めるとと
もに、本計画に基づき、城東・八万・国府中学校区に
おける市立保育所の民間認定こども園への定員移
管と、不動中学校区における市立認定こども園へ
の再編作業に着手した。

子ども・子育て支援事業計画に定め
られた内容の実現に向けた取組を
推進するとともに、毎年度、子ども・
子育て会議を開催し計画の進捗管
理を行います。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

子ども未来部 子ども政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

・保育士の周辺業務を担う子育て
支援員を新
規に雇用し場合に、補助を実施（保
育補助者
雇上強化事業費）
・県外などからの保育士を呼び込
むため、新たにUIJターン保育士応
援事業を実施

2,436(一般財
源:328)

R3予算
(一般財源)

出産や子育てがしやす
いと感じる市民の割合
の向上

出産や子育てがしやす
いと感じる市民の割合
の向上

市立幼稚園･保育所･こ
ども園の数
45施設

市立幼稚園･保育所･こ
ども園の数
45施設

　「子育て支援員」を保育所等において保育士の周
辺業務を担う「保育補助者」として活躍してもらう
ことで、地域社会の活性化に貢献できた。また、県
外からの保育士を呼び込むため「UIJターン保育士
応援事業を新たに開始した。

継
続

　今後も継続して事業を実施する。

市立･民間保育所等の
保育士数
1,330人

市立･民間保育所等の
保育士数
1,346人(R2.4現在)

50,813(一般財源:21,143)

2



⑥

２歳までの在宅育児を行う家庭の精
神的・経済的負担軽減を図るため、
一時預かりや予防接種等のサービス
を気軽に利用できるよう、クーポン
券を交付します。

R2
実績

クーポン事業の周知、広報。クーポ
ン券の配布。クーポンによるサービ
ス提供事業者等との契約。

⑤

とくしま在宅育児応援クーポン事業

R2
計画

クーポン事業の周知、広報。クーポ
ン券の配布。クーポンによるサービ
ス提供事業者等との契約。

子ども未来部 子ども健康課

④

子ども医療費助成

R2
計画

受給者証の発行、医療費の一部助
成、所得状況の確認

965,621(一
般財
源:527,738)

　県の助成制度に基づいて実施しており、対象が中
学校修了までで自己負担金が６００円必要であるこ
とは制度の安定的かつ持続的な維持のために適切
である。疾病の早期発見と治療を促進し、もって乳
幼児等の保健の向上と福祉の増進を図れているこ
とから、進捗状況はＡとした。

継
続

　乳幼児等に対する医療費助成は、本来、国が全国
一律の制度として実施すべきであることから、国に
よる制度創設について全国市長会を通じて国に要
望はしているが、本市の人口減少対策としては適
切であることから、現事業の継続実施を方向性と
する。

子ども未来部 子育て支援課

疾病の早期発見と治療を促進し、子
どもの保健の向上と福祉の増進を
図るため、中学校修了までの子ども
の医療費の一部を助成します。 R2

実績
受給者証の発行、医療費の一部助
成、所得状況の確認

874,035(一
般財
源:480,121)

R3予算
(一般財源)

970,464
(一般財源:531,947)

受給者証発行数
3.30万人

受給者証発行数
3.22万人

30,962(一般
財源:17,363)

　低年齢層の在宅育児家庭へクーポン券を配布す
ることで対象家庭の経済的及び心理的負担の軽減
を図った。
　事業開始から2年を経過し、クーポンの利用率が
約50％となり、ある程度事業として認知されつつ
ある。しかし、まだ利用率が高いとは言えず、それ
は利用者が望むメニューが充実していないのが理
由の一つであることから、ニーズの把握と、サービ
スメニューの追加検討など、事業の更なる検証が
必要なことから、進捗状況はBとした。

拡
充

　令和３年度から、保健・医療分野のサービスを追
加する予定であり、事業の利用促進のため、広報紙
やＨＰを活用することで、事業周知の強化を図る。

17,234(一般
財源:9,384)

R3予算
(一般財源)

16,987(一般財源:9,926)

ｸｰﾎﾟﾝの利用率
50%

ｸｰﾎﾟﾝの利用率
52%

継
続

　妊娠届出時に面談することにより、妊娠期から不
安軽減を図ることができ、出産・乳児期・幼児期に
おいての子育て支援につながったと考える。次世
代を担う児を育てる保護者世代の妊娠期からの切
れ目のない支援を行うきっかけとなる事業である
と考える。

妊娠初期から切れ目のない支援を
行うため、妊娠届出時に保健師が全
数面談を行い、個別支援プランを作
成し、母子保健事業により育児支援
を実施します。

R2
実績

妊娠届出時の保健師による全数面
談
支援プランの作成

9,196(一般財
源:1,793)

R3予算
(一般財源)

子育て世代包括支援センター事業

R2
計画

妊娠届出時の保健師による全数面
談
支援プランの作成

9,368(一般財
源:3,124)

　妊娠届出時に面談を行うことにより、妊娠・出産・
子育てについての不安や子育てにおけるサポート
体制を知ることができ、その人に応じたプランを立
て支援することができた。つわり・入院・仕事等の
理由から妊娠届出にどうしても本人が来れない場
合がある。その場合には、代理申請（家族等）の方に
説明の上、後日、本人に電話をし、説明を行い相談
に応じている。
　次世代を担う児を育てる保護者の、妊娠中から不
安軽減を行い、必要なｻｰﾋﾞｽ利用につなげることが
できたと考える。

妊娠届出時面談率
100%

妊娠届出時面談率
100%

10,351(一般財源:3,451)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

子ども未来部 子育て支援課

3



学童クラブとの業務委託契約
運営に関する協議・指導
施設整備に関する協議、補助

427,031(一
般財
源:153,102)

利用者数
240

利用者数
252

学童保育ｸﾗﾌﾞ数
48ｸﾗﾌﾞ

学童保育ｸﾗﾌﾞ数
46ｸﾗﾌﾞ

498,440
(一般財源:164,091)

　本事業は、母子保健法の一部を改正する法律（令
和３年４月１日施行）により実施の努力義務が規定
されていることから、令和３年度も引き続き事業を
実施する。

2,246(一般財
源:1,123)

R3予算
(一般財源)

2,217(一般財源:1,109)

2,184(一般財
源:1,092)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

⑧

学童保育事業

R2
計画

子ども未来部 子ども健康課

支援を希望する生後１歳未満児がい
る家庭に助産師が訪問し、乳房ケア
を含む母体ケア育児に関する保健指
導及び育児相談を実施します。 R2

実績

助産師の家庭訪問による母体ケ
ア、育児に関する保健指導及び育
児相談、心理的ケア等を実施

⑦

産後ケア事業

R2
計画

助産師の家庭訪問による母体ケ
ア、育児に関する保健指導及び育
児相談、心理的ケア等を実施

⑨

地域子育て支援拠点事業

R2
計画

公立保育所等７箇所、私立認定こ
ども園１箇所、その他３箇所で育児
に関する相談や講習を行うほか、
子育て関連情報や交流の場を提供
する。

本事業の実施施設数
※累計
11箇所

本事業の実施施設数
※累計
11箇所

58,274(一般
財源:38,605)

　在宅で育児を行う家庭などを中心に、育児に関す
る相談や講習を行うほか、子育て関連情報や交流
の場を提供することで、子育てに伴う負担や不安
感を解消するとともに、市内１１箇所で事業を実施
することで、各家庭の身近な場所で利用できる環
境を整備した。
　なお、今年度は新型コロナウイルス感染防止のた
め施設を閉鎖する期間が発生したことから、今後は
感染症への対策が今まで以上に重要となってい
る。

継
続

　家族等から十分な育児等の支援が得られず、育児
不安等を抱える出産後１年以内の母親とその子を
対象に、助産師が訪問し、母親の心身のケアや育児
に関する保健指導、育児相談を実施することで、母
親の身体的回復や心理的な安定を促し、母子とそ
の家族が健やかに生活できるように支援できてい
る。

55,134(うち繰越2,100)
(一般財源:33,628)

　今後も継続して事業を実施する。

子ども未来部 子ども政策課等

地域全体で子育てを支援するため、
保育所等を活用して、子育て家庭に
対する育児不安等についての相談・
指導等を行う施設を運営します。 R2

実績

公立保育所等７箇所、私立認定こ
ども園１箇所、その他３箇所で育児
に関する相談や講習を行うほか、
子育て関連情報や交流の場を提供
した

48,527(一般
財源:28,770)

R3予算
(一般財源)

継
続

569,699(一
般財
源:175,207)

　令和２年度は、当初はクラブ数の増減はない予定
であったが、支援員の確保が困難な１クラブが減と
なった。一方で、３年度における３クラブ増につい
て、各地域運営委員会と協議した。また、施設整備
においては、新築施設として１カ所、小学校敷地内
に整備した。

継
続

　待機児童や定員超過が発生しているクラブにつ
いては、地域児童数の動向を見極めながら、分割に
よるクラブ数の増を検討していく。なお、施設整備
の方針としては、「新・放課後子ども総合プラン」に
より小学校等の余裕教室等の活用を最優先とす
る。

子ども未来部 子育て支援課

保護者が昼間家庭にいない児童に、
放課後に安全・安心な生活の場を提
供し、その健全育成を図ることを目
的とし、学童保育施設の計画的な整
備を推進します。

R2
実績

学童クラブとの業務委託契約
運営に関する協議・指導
施設整備に関する協議、補助

R3予算
(一般財源)
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83.8 R1
90

R12
  

85
R5  

70.5 R1
80

R12
  

75
R5  

57.8 R3
73

R12

実績値

R1

H26

 

85.8

85.0

 

R12
95

90
R5

81.9 R1

 

　社会の変化速度が速く未来を予測するのが困難な状況であるが、将来に向け夢や希望
を持ち新たなことに前向きに挑戦するたくましい児童生徒の育成を図る。

　社会の変化速度が速く未来を予測するのが困難な状況であるが、将来に向け夢や希望
を持ち新たなことに前向きに挑戦するたくましい児童生徒の育成を図る。

　―

目標値

90
R12

85
R5

66
R5

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

１　子どもたちが健やかに育ち、生きる力を育むまちづくり

目　　　　　　的

　子どもたち一人ひとりが、障害の有無や経済状況に関わらず、多様な学びの場において、自ら学び、考え、行
動する力が育ち、ＩＣＴ環境や国際化に対応した「生きる力」を身に付けています。また、市立高校は、「学問」「ス
ポーツ」「芸術」を教育の重要な３本柱とし、それぞれの分野における生徒の個性や可能性を伸ばす教育を推進
しており、豊かな「学び」を可能にする特色ある学校となっています。

62.5 R2

58.8 R1

81.5 H26

 

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

2
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 就学前児童への保育・教育の充実

○ 義務教育の充実

○ 国際化への対応

○ 特別支援教育の充実

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

○ 高等学校教育の充実

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

就学支援の充実

○ 学校給食を通じた食育の推進

2
学校に行くのは楽しいと思う児
童・生徒の割合（中学校）（％）

1
学校に行くのは楽しいと思う児
童・生徒の割合（小学校）（％）

① 徳島市立幼稚園の再編 B

所　見

　わかりやすい授業等楽しく学べる環境作りに加え、学級内学校内での豊かな人間関係
が構築できるよう学級作り学校作りに努める。

　わかりやすい授業等楽しく学べる環境作りに加え、学級内学校内での豊かな人間関係
が構築できるよう学級作り学校作りに努める。

⑥ 特別支援教育研修事業 C

② 未就園児園開放事業 B

④ 小中学校情報教育推進事業 B

⑤ 国際理解推進事業 B

次世代を担う若者の育成

市
民
満
足

度
指
標

子どもたちが充実した学校生活
を送っていると感じる市民の割
合（％）

B

学校教育の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 就学援助小学校入学前支給 A

学校給食食育推進事業 A

⑨

4
将来の夢や希望を持っている児
童・生徒の割合（中学校）（％）

3
将来の夢や希望を持っている児
童・生徒の割合（小学校）（％）

③ 学力向上サポート事業 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　令和3年5月1日基準日の園児数確定により、1学
年15人未満の７園(佐古・城東・昭和・沖洲・加茂名
南・川内南・南井上)について、地元役員・PTA役
員・保護者への説明を再度実施し、令和4年度の4
歳児の募集を止め、5歳児が卒園する令和5年3月
をもって閉園、令和5年4月に統合の流れとなる。
また、機能強化としての、７園における預かり保育
時間延長・国府幼稚園での3歳児の受入について
も、引き続き実施する。

61(一般財
源:61)

R3予算
(一般財源)

61(一般財源:61)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

徳島市立幼稚園の再編

R2
計画

・大松保・幼・方上保を統合する勝
占認定こども園開園
・預かり保育時間延長(朝・夕)、3
歳児保育拡充の準備
・令和2年5月1日現在の園児数が
1学年15人未満の園について、地
域や保護者に統・配合の計画の説
明を行う。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

・4月勝占認定こども園開園
・預かり保育時間延長、3歳児保育
拡充園の決定、広報
・令和5年度に中学校区に1つの園
に集約する計画を踏まえ、対象園８
園の地域や保護者に説明を実施し
た。

61(一般財
源:61)

　新たな市立教育・保育施設の再編計画において、
令和3年5月1日現在の園児数が1学年15人未満と
なれば、翌々年度に同じ中学校区内の幼稚園等と
統合することを原則とし、令和2年度において該当
する佐古・城東・昭和・沖洲・加茂名南・川内南・南井
上に令和3年度対象となる可能性がある
　八万南を加えた8園の地元役員・PTA役員・保護
者への説明を順次実施し、理解と協力を求めた。ま
た、機能強化として令和3年度から実施する預かり
保育時間延長(福島・助任・加茂名・八万・千松・川内
北・国府)、3歳児保育拡充(国府)に向け、園児募集
ポスター・ちらし・広報等で周知した。計画として
は、令和4年度の4歳児の募集を止め、令和5年3
月5歳児の卒園をもって閉園、同じ中学校区内の幼
稚園等と統合という流れは固まっており、議会にも
報告済のため、進捗状況はＢとした。

子育てに関わる保護者との情報交
換の場、同年代の子どもたちとの遊
びの場として園を開放して、地域に
根ざした幼稚園教育の充実を図りま
す。

R2
実績

園行事（運動会等の見学・参加）
513(一般財
源:513)

0(一般財源:0)
教育委員会 学校教育課

学力向上対策として拠点校を指定
し、「授業改善」に焦点をあて、教員
の指導力や学校の教育力を高める
ことで、児童生徒の学力向上を図り
ます。

652(一般財源:652)

③

学力向上サポート事業

R2
計画

　幼稚園の入園者数は減少傾向にあるが、幼稚園
を希望する世帯は一定数存在しているため、未就
園児のいる世帯に対して周知する方法や参加する
幼児の年齢に応じた活動内容、子育て相談の充実
をすることが重要である。このことから、昨年度同
様に感染拡大防止に留意しながらも実施可能な事
業は行い、地域の幼稚園教育の充実を図るととも
に、対象世帯に効果的に情報が届くよう、市や幼稚
園のホームページ等を活用して周知するよう努め
る。

教育委員会 学校教育課

学力向上対策として、同一中学校
区の小・中学校にモデル校を設け
て、教員の指導力や学校の教育力
を高め、児童生徒の学力向上を図
る。

R3予算
(一般財源)

2

②

未就園児園開放事業

R2
計画

体験保育、園行事（運動会等の見
学・参加）、講演会

686(一般財
源:686)

　計画していた事業のうち、体験保育と講演会が新
型コロナウイルス感染症の影響により、全園で中止
となった。しかし、在籍園児の兄弟に運動会等の園
行事に参加してもらうなど、コロナ禍でも取り組め
るように事業を工夫して実施している園も見られ
た。希望者が可能な限り参加できるよう工夫し、参
加人数を確保することができたため、進捗状況をＢ
とした。
　今後も同様に行っていく場合、園内での感染拡大
が起きないよう配慮しつつ、可能な限り実施してい
く方法を模索する必要がある。

集団的教育・保育の質の確保のた
め、市立幼稚園を統合しつつ、市立
幼稚園・保育所を幼保連携型認定こ
ども園に再編します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

教育委員会 学校教育課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

各校から実行プランを提出させ、
授業改善を中心とした実践を行っ
ている。このまま継続し授業改善に
取り組み学力向上を図る。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

市立幼保連携型認定こ
ども園数
2施設

市立幼保連携型認定こ
ども園数
2施設

1園あたりの参加者数
430人

1園あたりの参加者数
6人

　全国学力調査のアンケートの「授業の内容はよく
わかる」が90％以上になるようにしているが、現在
達成できているので引き続き継続して高い結果が
得られるようにする。

継
続

　よくわかる授業が継続できるように、授業改善を
進める。

｢授業の内容がよくわ
かる｣と回答した児童生
徒の割合
90%以上

令和2年度は全国学力
調査がなかったため､ｱ
ﾝｹｰﾄ調査が実施できず
割合は未定｡

0(一般財源:0)
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⑥

コミュニケーション能力の基礎を養
うため、小・中学校へALTを派遣し、
ALTと効果的なティームティーチン
グを行い、授業の充実を図ります。 R2

実績

4月はALT20名を雇用。夏に離任
し、年度末には12名のALTを雇
用。小学校外国語教育担当者会実
施。中学校外国語教育担当者会実
施。

⑤

国際理解推進事業

R2
計画

ALT20名を雇用。小中外国語教
育担当者会２回実施。小中学校教
員・小学校外国語教育サポーター・
ALT対象夏期外国語教育セミナー
４講座実施。

教育委員会 教育研究所

④

小中学校情報教育推進事業

R2
計画

情報教育担当者研修会（年２回）
夏期ICT活用講習会（全９講座）

25(一般財
源:25)

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、計
画していた研修会の一部を中止とした。２月には、
情報教育担当者研修会を小、中学校に分けて実施
し、｢GIGAスクール構想｣による学校環境状況、タ
ブレット端末の使用等についての研修を行った。事
業目標は未達であるが、新型コロナウイルス感染症
対策のもと、学校現場の要望に即した研修を実施
したため、進捗状況はBとした。今後は、オンライン
研修等コロナ禍に対応した事業展開が必要であ
る。

継
続

　文部科学省はSociety5.0時代を生きる子ども
たちにとってICTを基盤とした先端技術等の効果
的な活用が求められるとし、公正に個別最適化さ
れた学びを全国の学校現場で持続的に実現させる
としている。このため、｢GIGAスクール構想｣のも
と整備されたタブレット端末の有効活用を図ること
ができるように、教職員に対して実戦活用研修を
充実させていく。

教育委員会 教育研究所

教員のICT活用指導力（タブレット
端末の活用等）向上研修の充実と各
校における情報教育リーダーを育成
します。 R2

実績

情報教育担当者研修会（２月実施）
夏期ICT活用講習会（全９講座）は
新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点により中止

25(一般財
源:25)

R3予算
(一般財源)

25(一般財源:25)

教員のICT活用指導力
の達成率
100%

教員のICT活用指導力
の達成率
83%

94,658(一般
財源:89,193)

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、計
画していた事業の大部分が実施できなかった。事
業目標は未達であるが、コロナ禍でも可能な取組
を工夫し、一定の効果は確認されたため、進捗状況
をBとした。コロナ禍に対応した事業展開が必要に
なってきている。

継
続

　児童生徒の外国語によるコミュニケーション能力
の基礎を育成できるよう、小中学校教員に対し、
ALTとの効果的なティームティーチングでの指導
法及び外国語教育全般に関する研修会を行う。研
修会は状況に応じてオンラインで実施し、小中学校
における外国語教育の充実につなげる。

94658(一般
財源:89193)

R3予算
(一般財源)

99,812(一般財源:94,650)

研修内容が今後の授業
に｢大変参考になった｣
と回答した割合
90%

研修内容が今後の授業
に｢大変参考になった｣
と回答した割合
82%

継
続

　今後も引き続き、特別な支援を必要とする幼児・
児童生徒が適切な指導支援を受けることができる
よう、コロナ禍においても教職員の指導力向上につ
ながる研修会をオンライン等で開催し、特別支援教
育の充実を図り、幼児・児童生徒の学びの質の向上
につなげていく。

特別な支援を必要とする幼児・児童
生徒が適切な指導支援を受けること
ができるようにするため、教員の指
導力を高めるための研修会を開催し
ます。

R2
実績

研修会内容の充実、研修会参加の
促進 0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

特別支援教育研修事業

R2
計画

研修会内容の充実、研修会参加の
促進

138(一般財
源:138)

　例年、教員のニーズに合わせた内容で特別支援教
育研修会を実施していた。参加希望者も多く、特別
支援教育における今日的課題について深く研究を
進めている大学教授等を県外から講師として招聘
していたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受け、中止としたため、進捗状況をCとした。

｢子どもの指導支援の
手がかりとなった｣と感
じた参加教員の割合
100%

｢子どもの指導支援の
手がかりとなった｣と感
じた参加教員の割合
研修会中止

128(一般財源:128)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

教育委員会 教育研究所
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給食フェア（学校給食パネル展）、
料理教室、食育コンテストなどの開
催や食物アレルギー研修の実施。

335(一般財
源:335)

予想該当児童数
165人

該当児童数
102人

給食ﾌｪｱなどの開催数
3回開催

給食ﾌｪｱなどの開催数
2回開催

500(一般財源:500)

　新入学生の保護者全員へ事業の周知が十分にで
きている。引き続き実施する。

5,162(一般財
源:5,162)

R3予算
(一般財源)

7,659(一般財源:7,659)

8,349(一般財
源:8,349)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

⑧

学校給食食育推進事業

R2
計画

教育委員会 学校教育課

経済的理由により就学困難な小学
校入学前の保護者に対して、就学援
助の学用品費を入学前に支給するこ
とで、負担軽減を図ります。 R2

実績

新小１生（R3年4月入学）保護者
102人へ2月25日支給

50,600円×102人＝
5,161,200円

⑦

就学援助小学校入学前支給

R2
計画

入学予定未就学児の保護者へ、入
学前に「新入学学用品費」を支給す
ることにより、生活困窮家庭の経
済的負担を軽減する。

⑨

次世代を担う若者の育成

R2
計画

地域創生推進事業の実施
国際連携推進事業の実施

講座開催数
12回

講座開催数
13回

2,170(一般財
源:958)

　本事業は、地方創生推進交付金を活用したもので
ある。
　本年度は、年度当初の新型コロナウィルス感染症
による臨時休業やその後の学校活動制限により本
事業の実施が危ぶまれたが、感染予防対策を徹底
したうえで本事業を実施し、当初計画していた以上
の取り組みを行うことができた。
　その結果、昨年度はKPIを達成できなかったが、
本年度は、学校活動の制限がある中、KPIとして定
める講座開催数上回ることができた。

継
続

　令和２年度から、新小学校１年生として(R3.4)入
学予定である未就学児の保護者に対し入学前支給
を実施。
　就学時健康診断票の通知時に「入学準備金申請
書」を同封し、小学校から保護者へ周知した。

1,606(一般財源:864)

　地方創生への効果が期待できる取組みであるた
め、令和３年度も引き続き事業を実施する。
　本事業は、国の制度の基づくものであることか
ら、基本的な手法等はこれまでと同様に事業を継
続するが、学校活動の制限のある中でより効果的
な実施方法を検討しながら本事業を実施する。

教育委員会 市立高等学校

市高レインボウプラン（ＩＲＰ）の実施
により地域理解力・企画立案力・協
働実践力を養成します。高大連携に
基づく教育を展開し、地域創生、国
際理解への取組を通じた課題解決
能力の育成を図ります。

R2
実績

地域創生推進事業の実施
国際連携推進事業の実施

812(一般財
源:430

R3予算
(一般財源)

継
続

509(一般財
源:509)

　学校給食パネル展（２回開催）。食育コンテストと
して、料理の募集を小中学校の児童生徒対象に実
施。食物アレルギー研修も実施。
　「徳島市食育推進計画」に基づく、学校給食を通じ
た食育推進に計画的に取り組んでいる。

継
続

　学校給食パネル展を年３回実施（予定）、引き続
き、食育コンテストの実施や食物アレルギー研修を
実施し、継続した学校給食における食育の推進を
図る。

教育委員会 体育保健給食課

学校給食を通じて、地産地消の推進
や食品ロス削減など食に対して様々
な取組を充実させることにより、子
どもたちの健やかな成長を支えま
す。

R2
実績

・学校給食パネル展（２回）
・食育コンテスト
・食物アレルギー研修　の実施

R3予算
(一般財源)
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40 R1
100

R12
— —

86
R5— —

59.8 R3
73

R12
63.2 R2

66
R556.4 R1

実績値

R2

R1

H30

43.6

38.6

35.1

R12
90

55
R5

0 R2

—

　令和８年度に整備完了できるように、総合計画に沿って準備を進めている。

　―

目標値

17
R12

3
R5

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

１　子どもたちが健やかに育ち、生きる力を育むまちづくり

目　　　　　　的

　安全・安心で質の高い学校づくりを進めるとともに、教育内容・方法の多様化に対応した施設・設備の充実を
図ることで、園児及び児童生徒が安心して快適に学ぶことのできる教育環境を実現しています。

— —

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

3
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 安全・安心な学校施設の整備

○ 学校環境の充実

○ ＩＣＴ環境の整備

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
学校施設の長寿命化対策実施
校数（校）※累計

1
幼稚園及び小・中学校のトイレ洋
式化率（％）

① 校舎防水外壁改修事業 —

所　見

　概ね順調に進んでいる。快適な教育環境を実現するため、引き続き計画的かつ効率的
に取組みを維持していく。

　―

⑥
市立高校におけるICTを活用した学習活
動の充実 —

② トイレ洋式化事業 B

④ 中学校ICT環境整備事業 B

⑤
小中学校におけるICTを活用した学習環
境の整備 B

教育環境の向上
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

安全で快適な教育環境と感じる
市民の割合（％）

3
小・中学校の大型提示装置の整
備率（％）

③ 小学校ICT環境整備事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
9



　令和２年３月に策定した「徳島市学校施設の長寿
命化計画」に基づき、校舎等の長寿命化対策を計画
的に実施することにより、学校施設の安全性の確
保に努める。

新規事業のため
該当なし

R3予算
(一般財源)

72,356(一般財源:12,138)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

校舎防水外壁改修事業

R2
計画

新規事業のため該当なし

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

新
規

新規事業のため該当なし

新規事業のため
該当なし

　新規事業のため該当なし

近年、多くの家庭において洋式トイ
レが普及していることから、幼稚園
及び小・中学校のトイレについても
洋式便器を導入し、学校環境の充実
を図ります。

R2
実績

小・中学校のトイレの和式便器を洋
式便器に改修する工事を実施

30,117(一般
財源:3,017)

0(一般財源:0)
教育委員会 教育研究所

１人１台タブレット端末を有効に活用
し、学びを深める快適な環境づくり
のため、電子黒板の更新を進めま
す。

33,000(一般財源:5,600)

③

小学校ICT環境整備事業

R2
計画

　快適な教育環境につながる取組みであるため、引
き続き事業を計画的に実施する。

教育委員会 教育総務課

令和3年度の整備に向かって情報
収集

R3予算
(一般財源)

3

②

トイレ洋式化事業

R2
計画

小・中学校のトイレの和式便器を洋
式便器に改修する工事を実施

30,600(一般
財源:0)

　和式便器を使えない児童が増え、トイレを我慢す
ることによる体調不良が問題となるケースがある。
本事業により、和式便器が不慣れな児童のストレス
軽減と健康面での環境改善が図られた。

将来的に長寿命化を図る建物につ
いて、適切なタイミングで校舎の屋
上防水及び外壁の改修を実施し、効
率的・効果的な施設の長寿命化を図
ります。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

教育委員会 教育総務課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

令和3年度の整備に向かって情報
収集
・小学校の学習環境の把握
・小学校環境に適した電子黒板に
ついて

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

学校施設の長寿命化対
策実施校数※累計
—校(R2)

学校施設の長寿命化対
策実施校数※累計
—校(R2)

小･中学校のﾄｲﾚ洋式化
率
40%

小･中学校のﾄｲﾚ洋式化
率
42.6%

　令和3年度の整備に向かって、各小学校の現状把
握を行った。また、｢GIGAスクール構想｣にもとづ
く1人1台タブレット端末を効果的に活用し｢主体
的・対話的で深い学び｣の実現に向けて、小学校の
学習環境に適した電子黒板の情報収集を行ったた
め、進捗状況はBとした。

新
規

　｢主体的・対話的で深い学び｣の実現や個に応じた
指導の充実を図るため、1人1台タブレット端末を最
大限活用した一斉学習、個別学習、協働学習ができ
るように、大型提示装置を各小学校の実情に合わ
せた配置ができるように強化する。小学校の電子黒板の更

新率
57%

小学校の電子黒板の更
新率
57%

20,086(一般財源:20,086)
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⑥

「ＧＩＧＡスクール構想」のもと、児童
生徒の個別最適化された学びを実
現できるよう、小中学校にＩＣＴ支援
員の配置を進め、1人1台タブレット
端末を活用できる学習環境を整備し
ます。

R2
実績

1人1台タブレット端末の整備の完
了
GIGAスクールサポーターの配置
・1週間に1日各小中学校へ1名配
置

⑤

小中学校におけるICTを活用した学
習環境の整備

R2
計画

1人1台タブレット端末の整備
GIGAスクールサポーターの配置

教育委員会 市立高等学校

④

中学校ICT環境整備事業

R2
計画

令和４年度の整備に向かって情報
収集 0(一般財源:0)

　令和４年度の整備に向かって、各中学校の現状把
握を行っている。また、｢GIGAスクール構想｣にも
とづく1人1台タブレット端末を効果的に活用し｢主
体的・対話的で深い学び｣の実現に向けて、中学校
の学習環境に適した天井吊りプロジェクターや電子
黒板の情報収集を行っているため、進捗状況はBと
した。

新
規

　｢主体的・対話的で深い学び｣の実現や個に応じた
指導の充実を図るため、1人1台タブレット端末を最
大限活用した一斉学習、個別学習、協働学習ができ
るように、大型提示装置（天井吊りプロジェクター、
電子黒板）を各中学校の実情に合わせた配置がで
きるように強化する。

教育委員会 教育研究所

１人１台タブレット端末を有効に活用
し、学びを深める快適な環境づくり
のため天井吊りプロジェクター、電
子黒板の整備を進めます。 R2

実績

令和3年度の整備に向かって情報
収集
・中学校の学習環境の把握

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

0(一般財源:0)

中学校の天井吊りﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ､電子黒板の整
備率
0%

中学校の天井吊りﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ､電子黒板の整
備率
0%

0(一般財源:0)

　1人1台タブレット端末の整備完了にともない、
GIGAスクールサポーターを2月より、1週間に1日
各小中学校に1名配置し、機器の初期対応、授業に
おける初期支援にあたった。授業支援や初期対応
等、今後のICT支援員の対応に生かしていくことが
できるため、進捗状況はBとした。

新
規

　｢主体的・対話的で深い学び｣の実現や個に応じた
指導の充実を図るため、ICT支援員を各小中学校
に配置し、1人1台タブレット端末を最大限活用しな
がら一斉学習、個別学習、協働学習を行うことで、
児童生徒が授業がよく分かり達成感を味わうこと
ができるようにしていく。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

19,652(一般財源:19,652)

｢国語算数(数学)の授
業がよく分かる｣と感じ
る児童生徒の割合
79%

｢国語算数(数学)の授
業がよく分かる｣と感じ
る児童生徒の割合
79%

新
規

　市立高等学校における教員のＩＣＴ活用力・指導力
の向上を図り、ＩＣＴ機器を適切に活用した学習活
動を充実させるため、ＩＣＴ支援員の配置及び活用
を行う。

「ＧＩＧＡスクール構想」のもと、ＩＣＴ
機器を適切に活用して学習活動を充
実させるため、市立高等学校におけ
るＩＣＴ支援員の活用により教員のＩ
ＣＴ活用力・指導力の向上を図りま
す。

R2
実績

新規事業のため該当なし
新規事業のため
該当なし

R3予算
(一般財源)

市立高校におけるICTを活用した学
習活動の充実

R2
計画

新規事業のため該当なし
新規事業のため
該当なし

　新規事業のため該当なし

｢授業内容の改善につ
ながった｣と回答した教
員の割合
—%(R2)

｢授業内容の改善につ
ながった｣と回答した教
員の割合
—%(R2)

1,105(一般財源:1,105)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

教育委員会 教育研究所
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45.1 R1
60

R12
— —

50
R5— —

55.1 R3
70

R12
60 R2

63
R556.3 R1

実績値

—

—

—

—

—

—

R12
65

60
R5

1.75 R1

H29

　―

　―

目標値

1.2
R12

1.5
R5

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

１　子どもたちが健やかに育ち、生きる力を育むまちづくり

目　　　　　　的

　家庭・学校・地域社会・行政の連携により、社会全体の教育力を向上させ、その中で、青少年が大人たちととも
に、様々な交流と体験を通して豊かな人間性や社会性を身に付けています。また、青少年の非行やいじめ・不登
校などが未然に防止されるとともに、安全確保と健全育成のための相談・支援体制と環境が整備されていま
す。

1.55 H30

1.05

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

4
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 家庭との連携

○ 地域社会との連携

○ 青少年活動の充実

○ いじめ・不登校の防止

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
不登校児童生徒の割合（市立小
中学校）（％）

1
本市主催の青少年行事参加者
の満足度（％）

① 市民総ぐるみ青少年健全育成事業 B

所　見

　―

　文部科学省の調査によると、不登校児童生徒の在籍数に占める割合は、全国的にH２５
より毎年増加している。不登校の増加について、文科省は「憂慮すべき状況」としつつ、休
養の必要性や支援強化をうたった教育機会確保法が１７年に施行され、「趣旨が浸透して
きた側面もある」としている。徳島市についても不登校児童生徒の割合は増加の傾向に
あり、早期発見・早期対応及び未然防止への取組が喫緊の課題である。

⑥

② 青少年行事(水都っ子探検隊) C

④ 不登校問題等適応指導推進事業 B

⑤
学生メンタルサポーター（SMS）派遣事
業 B

青少年の健全育成
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

青少年が健全に成長していると
感じる市民の割合（％）

3

指導の結果、「登校できるように
なった」もしくは「登校はできな
いが好ましい変化がみられるよ
うになった」児童生徒の割合（市
立小中学校）（％）

③ いじめ問題等対策事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　地域・まちぐるみでの健全育成活動の推進は重要
であり、本事業は重要な役割を果たしている。今年
度も全地区（２６地区）の実施計画が提出されてい
る。今後も、本事業が青少年の健全育成に資すると
考え、重点的に取り組んでいく必要がある。

2,732(一般財
源:2,732)

R3予算
(一般財源)

2,680(一般財源:2,680)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

市民総ぐるみ青少年健全育成事業

R2
計画

家庭・学校・地域社会が一同に会す
研修会、体験活動、スポーツ・レクリ
エーション活動の企画運営を委託
し、青少年の健全育成の推進を図
る。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

徳島市青少年健全育成協議会にお
いて、全ての分野（青少年活動、家
庭教育活動、育成補導・環境浄化活
動、広報啓発活）の事業が実施され
た。

2,732(一般財
源:2,732)

　講演会やレクリエーション活動等は規模縮小や中
止されるなど、外部からの講師の招聘や人流増加
につながる事業については、感染拡大予防の観点
から、実施数を伸ばすことができなかった。しかし、
全ての地区で事業の実施ができており、また、環境
浄化活動や広報活動などの分野では従来以上の成
果を得られたため、進捗状況をBとした。

様々なものへの関心と意識づくりが
重要であり、日頃経験できないも
の、郷土の特色を生かし青少年自ら
が体験できる行事を開催します。

R2
実績

青少年自らが体験できる行事の企
画をしていたが、新型コロナウイル
スの感染拡大状況から参加者の安
全を考慮して事業を中止した。

0(一般財源:0)

692(一般財
源:692)

教育委員会 青少年育成補導セン
ター

深刻化するいじめ問題に、家庭・学
校・地域社会が連携し対応するた
め、リーフレット作成配布、講演会・
研修会開催等を行い、いじめ防止啓
発を図ります。

481(一般財源:481)

③

いじめ問題等対策事業

R2
計画

　青少年の育成にとっては、様々なものへの関心と
意識づくりが重要であり、感染症に留意しながら日
頃経験できないもの、郷土の特色を生かし青少年
自らが体験できる行事を開催する。

教育委員会 社会教育課

各種リーフレットや相談カードの作
成配布と講演会・研修会を開催し、
家庭・学校・地域社会が連携した取
り組みを進めることで、いじめ防止
啓発を推進する。

R3予算
(一般財源)

4

②

青少年行事(水都っ子探検隊)

R2
計画

日頃経験できないもの、郷土の特
色を生かし青少年自らが体験でき
る行事を開催します。

496(一般財
源:496)

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、開
催時期や開催規模（三蜜対策）を検討したが、参加
者の安全を考え事業を中止せざるを得なかった。
事業の開催ができなかったため、進捗状況はＣとし
た。

徳島市青少年健全育成協議会に委
託し、各地区（26地区）で青少年活
動（親子スポーツ大会、レクリエー
ション、文化・奉仕活動等）や家庭教
育活動（地区懇談会、非行防止に関
する講演会等）を開催します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

教育委員会 青少年育成補導セン
ター

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

リーフレット作成・配布による啓発
や相談事業の周知・実施を行った。
いじめ問題講演会は中止となった
が、各地区健全育成協議会（１６地
区）においていじめに関するワーク
ショップが実施された。

261(一般財
源:261)

R3予算
(一般財源)

全地区での実施率
100%

全地区での実施率
100%

参加者ｱﾝｹｰﾄ満足度
55%

—

　感染が急拡大した時期に各種事業を予定してい
たため、人流増加につながる事業については、やむ
なく中止した。コロナ禍において、経済面・生活面の
変化からの心的ストレスや感染者への誹謗中傷が
要因となるいじめ等が発生することがないよう家
庭・学校・地域社会が連携が図られており、進捗状
況をBとした。

継
続

　本市は12月をいじめ防止強調月間するなど、市
民一丸となっていじめ根絶に向けて取組んできて
いる。今後も、本事業は、いじめ発見と解消に向け
た実践と連携の推進に資すると考え、継続・発展さ
せる必要がある。いじめ問題講演会参加

者数
240人

いじめ問題講演会参加
者数
—人

692(一般財源:692)
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ひきこもりがちな児童生徒の家庭に
臨床心理を学ぶ学生を派遣し、児童
生徒の社会的自立や学校復帰を側
面的に援助し、ひきこもりや不登校
の改善に努めます。

R2
実績

小中学生７名に対しSMSを派遣

⑤

学生メンタルサポーター（SMS）派
遣事業

R2
計画

SMS派遣

④

不登校問題等適応指導推進事業

R2
計画

リーフレット等による啓発促進、適
応指導推進施設内「すだち学級」で
の不登校児童生徒への支援、教育
相談、適応指導研修会２回

1,901(一般財
源:1,901)

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、研
修会が実施できなかった。事業目標は未達である
が、リーフレット等による啓発促進、適応指導推進
施設内「すだち学級」での不登校児童生徒への支
援、教育相談等については取組を工夫し実施した
ため、進捗状況をBとした。研修会については、コロ
ナ禍に対応した事業展開が必要になってきている。

継
続

　本市の不登校児童生徒数は年々増加している。不
登校の未然防止・早期発見・早期対応を図るため
に、不登校児童生徒への適切な対応に役立つよう
な研修会を企画運営し、教職員の資質向上を目指
す。コロナ禍においても教職員の適応指導教育理
解推進のための研修会をオンライン等で開催し、不
登校児童生徒の社会的自立及び学校復帰への支援
へとつなげていく。

教育委員会 教育研究所

教職員に対し研修会やリーフレット
配布による適応指導理解推進を図り
ます。また、適応指導推進施設にて、
不登校児童生徒の社会的自立及び
学校復帰への支援を行います。

R2
実績

リーフレット等による啓発促進、適
応指導推進施設内「すだち学級」で
の不登校児童生徒への支援、教育
相談等

1901(一般財
源:1901)

R3予算
(一般財源)

1,901(一般財源:1,901)

研修内容が｢不登校児
童生徒への対応に役立
つ｣と回答した教職員
の割合
100%

研修内容が｢不登校児
童生徒への対応に役立
つ｣と回答した教職員
の割合
研修会中止

359(一般財
源:359)

　鳴門教育大学、徳島大学の御理解・御協力を得
て、院生の登録も増え、学校現場からの派遣要望に
も対応できている。SMSの派遣人数は昨年度（13
名）に比べて減少しているが、コロナ禍において、
可能な範囲で取組を行った結果、年度末の保護者
アンケートからは一定の効果が確認されたため、進
捗状況をBとした。

継
続

　SMSを利用している児童生徒は、不登校やひき
こもりがちになり数年たっていることが多い。1年
間の関わりでは登校再開につながることは難しい
面もあるが、児童生徒の心を癒やし、家族以外の他
者との関わりを取り戻すのに効果があると保護者
も考えている。引き続き各大学に協力を依頼し
SMSを確保するとともに、市内公立小中学校の管
理職及び適応指導担当者に広報し、理解を深め、事
業の浸透を図っていきたい。

359(一般財
源:359)

R3予算
(一般財源)

340(一般財源:340)

本事業が｢十分効果が
あった｣｢ややあった｣と
回答した保護者の割合
100%

本事業が｢十分効果が
あった｣｢ややあった｣と
回答した保護者の割合
100%

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

教育委員会 教育研究所
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3,445 R2
5,700

R12
3,953 R1

4,600
R55,181 H30

21.5 R２
18

R12
20.3 R1

19
R519.1 H30

29.9 R1
26.5

R12

実績値

R2

R1

H30

9,801

9,295

10,025

R12
11,100

9,900
R5

5,165 R2

H30

　R1年度から、国の指針どおり対象者を５０歳以上とした。

　年々微増していますが、糖尿病有病者及び予備群の割合が減少するように、引き続き
重症化予防事業として重症化予防教室、個別相談、保健指導を実施していきます。

　保健指導の充実により、改善率をあげ減少につなげていきたい。

　―

目標値

7,400
R12

6,300
R5

27
R5

65
R12

58

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

２　誰もが生涯にわたり元気で健康に暮らせるまちづくり

目　　　　　　的

　市民一人ひとりが自分や家族の健康を大切にし、ライフステージに応じた健康づくりに取り組むことで、子ど
もたちは健やかに成長し、誰もが生涯を通じて健康的な生活を送り健康寿命が延伸しています。

R5

49.6 R3

54.5 R2

53.7 R1

29.6 H30

29.8 H29

5,678 R1

6,207

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

5
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 妊娠期の健康づくり

○ 子どもの健康づくり

○ 若い世代からの健康づくり

○ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
がん検診受診者数（肺がん）（40
歳以上）(人）

1
がん検診受診者数（大腸がん）
（40歳以上）(人）

① 若い世代の健康相談事業 C

所　見

　R2年度は、国保加入者５０、６０歳代のがん検診未受診者に受診再勧奨を実施

　新型コロナ対応で、集団健診（胃・肺・乳）は人数制限を実施

⑥

② 幼児健康診査 A

④ 健康寿命延伸啓発事業 B

⑤ 重症化予防事業 B

市
民
満
足

度
指
標

健康的な生活が送れる環境が
整っていると感じる市民の割合
（％）

5
メタボリックシンドローム該当者
及び予備軍の割合（％）

健康づくりの推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
糖尿病有病者及び予備群の割
合（％）

3
がん検診受診者数（胃がん）（50
歳以上）(人）

③ がん検診事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた一部の事業（ＰＴＡの給食試食会）が実施で
きていないが、新型コロナウイルス感染症の終息後
には、積極的に実施していく。

312(一般財
源:104)

R3予算
(一般財源)

419(一般財源:140)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

若い世代の健康相談事業

R2
計画

健診を受ける機会のない40歳未
満の市民に対し、自己血糖測定や
食事・運動などの生活習慣改善の
ための個別相談を実施。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

健診を受ける機会のない40歳未
満の市民に対し、自己血糖測定や
食事・運動などの生活習慣改善の
ための個別相談を実施。

419(一般財
源:140)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた一部の事業（ＰＴＡの給食試食会）が実施で
きなかった。
　新型コロナウイルス感染症が落ち着いたら、事業
を積極的に実施していきたい。

幼児の心身の発育・発達遅滞等を早
期に発見し適切な指導を行います。
生活習慣の自立、虫歯予防、栄養等
についても指導し、家族の健康増進
を図ります。

R2
実績

問診、発達チェック、内科診察、歯
科診察
聴力検査、視力検査、尿検査、保健
指導、フッ素塗布等

9,392(一般財
源:9,348)

187,706(一
般財
源:181,340)健康福祉部 健康長寿課

死因の第１位であるがんの早期発
見、早期治療を目的に、がん検診を
実施しています。また、がん検診受
診率向上に向けて受診機会の拡大
や受診勧奨の啓発を推進します。

9,290(一般財源:8,954)

③

がん検診事業

R2
計画

　引き続き、コロナ対策を徹底し、安心して健診が
受診できるよう留意する。

子ども未来部 子ども健康課

胃・肺・大腸・子宮頸・乳・前立腺が
ん検診実施、精度管理

R3予算
(一般財源)

5

②

幼児健康診査

R2
計画

問診、発達チェック、内科診察、歯
科診察
聴力検査、視力検査、尿検査、保健
指導、フッ素塗布等

9,291(一般財
源:9,035)

　緊急事態宣言が発生したことにより、健診が中止
になったが、宣言解除後に、徹底した感染対策を講
じて再開した。個人通知に、コロナ禍での健診の実
施についての説明文を入れたことで、保護者の不
安が解消され、健診受診率の向上につながった。

若いときから将来の生活習慣病を
予防するため、自己血糖測定や食
事・運動などの生活習慣改善のため
の個別相談を実施します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 健康長寿課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

胃・肺・大腸・子宮頸・乳・前立腺が
ん検診実施、受診勧奨、再勧奨

172,239,37
1(一般財
源:166,272,
371)

R3予算
(一般財源)

若い世代の健康相談実
施者数
280人

若い世代の健康相談実
施者数
67人

健診受診率
96.4%

健診受診率
97.2%

　国保加入者に再勧奨実施により、近医で受診可能
な大腸がん検診の受診が少し伸びている。
　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、集団
検診では定員制限により３密回避に取り組んだ。申
込者の検診を確保するため期間を延長して寒波の
中集団検診を実施した。今後も３密を避ける体制を
継続しながら受診数増を目指すために、令和３年度
は施設内検診の受診期間の延長・大腸がん検診を
集団検診で実施など取り組んでいく。 継

続

　がん検診を身近に考えてもらう。
　受診券を更新して、受診券を切り貼りすることを
止め、受診確認欄で自己管理できるようにした。ま
た、がん検診の流れを記載し分かりやすさに重点を
置いた。

大腸がん検診の受診者
数
10,700人
肺がん検診の受診者数
6,500人
胃がん検診の受診者数
4,100人

大腸がん検診の受診者
数
9,801人
肺がん検診の受診者数
5,165人
胃がん検診の受診者数
3,445人

162,861
(一般財源:156,592)
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特定健診の結果、糖尿病・慢性腎臓
病・脂質異常等のハイリスク者を対
象に重症化予防教室や個別健康相
談・保健指導を実施し、透析導入等
の重症化を予防します。

R2
実績

特定健診の結果、糖尿病・慢性腎臓
病・脂質異常等のハイリスク者を対
象に重症化予防教室や個別健康相
談・保健指導を実施

⑤

重症化予防事業

R2
計画

特定健診の結果、糖尿病・慢性腎臓
病・脂質異常等のハイリスク者を対
象に重症化予防教室や個別健康相
談・保健指導を実施

④

健康寿命延伸啓発事業

R2
計画

活動的な85歳を目指して、健康寿
命の延伸や要介護状態にならない
ための生活習慣病予防を推進する
ことを目的に、介護予防活動の意
識啓発を行うために健康教育、相
談等を実施する。

1,912(一般財
源:239)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた一部の事業（運動教室）が開催できない期
間があったものの、事業の継続ができたため、目標
人数を達成できた。

継
続

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、一部
の事業（運動教室）が開催できない可能性があるが
引き続き実施していきたい。

健康福祉部 健康長寿課

健康寿命の延伸を目的に、活動的な
85歳を目指して、各種教室を開催
します。 R2

実績

活動的な85歳を目指して、健康寿
命の延伸や要介護状態にならない
ための生活習慣病予防を推進する
ことを目的に、介護予防活動の意
識啓発を行うために健康教育、相
談等を実施する。

1,397(一般財
源:175)

R3予算
(一般財源)

1,859(一般財源:234)

介護予防教室参加者数
1,000人

介護予防教室参加者数
1,764人

465(一般財
源:155)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けたもの
の、個別対応であったため事業は中断することなく
継続実施できた。

継
続

　今年度も昨年度と同様個別対応で実施していく
予定である。

99(一般財
源:33)

R3予算
(一般財源)

465(一般財源:155)

重症化予防健康相談者
数
1,000人

重症化予防健康相談者
数
1,102人

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

健康福祉部 健康長寿課
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320 R2
295

R12
261 R1

275
R5172 H30

32.2 R1
60

R12
32.8 H30

60
R532.6 H29

66.1 R1
68

R12

実績値

—

—

—

—

—

—

R12
25

10
R5

7.7 R1

H29

　自立相談支援機関との連携により事業に取り組む中、新型コロナウイルス感染症の長
期化を理由とした生活困窮者の相談件数及び本指標件数が想定以上に増加している。今
後も引き続き、新型コロナウイルス感染症による影響を注視する必要がある。

　特定健康診査の受診率は横ばいであり、若者やかかりつけ医がいる人等の特定健康診
査を受診する意識が低いため、より広報等の周知が必要である。

　特定保健指導への申込率は減少しているものの、勧誘訪問にて指導率を維持してい
る。
　今後は、申込率を上げるための魅力あるプログラムづくりを検討していきたい。

　―

目標値

10
R12

9
R5

67
R5

52
R12

45

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

２　誰もが生涯にわたり元気で健康に暮らせるまちづくり

目　　　　　　的

　経済的な事情を理由として地域社会から孤立することなく、安心して健やかに暮らすことができています。ま
た、医療保険制度の健全な運営や社会保障制度の周知・啓発が図られ、誰もが生涯にわたり希望を持って健や
かに暮らせるまちとなっています。

R5

40.5 R3

42.4 R2

35.8 R1

62.3 H30

61.9 H29

7.9 H30

6.9

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

6
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 生活保護受給者の健康管理・就労支援

○ 生活困窮者の自立支援

○ 特定健康診査の充実

○ 特定保健指導の充実

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 就労指導による保護廃止率（％）

1
被保護者受診行動等変容割合
（％）

① 被保護者健康管理指導・支援事業 A

所　見

　―

　新型コロナウイルス感染拡大による求人市場の冷え込みの影響で、保護廃止率は前年
度比ではほぼ横ばいであった。ただ、下落も予想される中で、これまでの取組をより細や
かに継続した結果、現状維持を果たすことができた。

⑥

② 被保護者就労支援事業 A

④ 特定健康診査事業 C

⑤ 特定保健指導事業 B

市
民
満
足

度
指
標

適切な社会保障制度により生活
が支えられていると感じる市民
の割合（％）

5 特定保健指導実施率（％）

社会保障の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4 特定健康診査受診率（％）

3
生活困窮者自立支援プラン作成
件数（件）

③ 生活困窮者自立相談支援事業 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　従前のレセプト情報等の分析結果との比較等を
通じて、疾病の重症化予防や医療扶助の適正化に
結び付く指標を設定のうえ指導を行うとともに、そ
の成果も適切に分析する。

9,933(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

5,581(一般財源:1,396)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

被保護者健康管理指導・支援事業

R2
計画

今年度指標の設定及び対象者選
定、対象者等への指導

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

重複受診・重複服薬指導対象者選
定、対象者等への指導

18,023(一般
財源:0)

　令和２年度からの新規事業。
　レセプト情報等の分析により、令和２年度は重複
受診・重複服薬が疑われる対象者及び医療機関へ
の指導を行った。
　指導の成果（受診・服薬行動の変容割合等）は今
後のレセプト情報等を分析する必要がある。

就労支援員とケースワーカーの協働
により、被保護者の就労活動を支援
するとともに、ハローワーク等の関
係機関と連携し、支援強化を図りま
す。

R2
実績

就労阻害要因の把握、支援方針の
決定、具体的支援業務（ハローワー
クへの同行訪問や面接の練習等）
の実施

7,116(一般財
源:1,779)

20,932(一般
財源:5,233)健康福祉部 生活福祉課

相談体制の充実・周知に取り組み、
生活困窮者の相談機会の確保を図
るとともに適切な支援を行います。

7,238(一般財源:1,810)

③

生活困窮者自立相談支援事業

R2
計画

　稼働能力のある被保護者の経済的自立を図るた
めには、就労支援は必要不可欠なものである。よっ
て今後も本事業は継続とする。ただ、現在新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、今後の求人市場の
動向が見通せないため、ハローワーク等の関係機
関との連携を一層強化しながら市場の動向を注
視・分析し、より効率的な支援を実施していく。健康福祉部 生活福祉課

相談の受付、支援プランの作成

R3予算
(一般財源)

6

②

被保護者就労支援事業

R2
計画

就労阻害要因の把握、支援方針の
決定、具体的支援業務（ハローワー
クへの同行訪問や面接の練習等）
の実施

7,220(一般財
源:1,805)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による求人市
場の冷え込みに加え、求人需要（年齢・職種等）と支
援対象者との間にアンマッチが発生し、思うような
支援に結びつかない事例があった。これらへの対
応は今後の課題であり、新たな支援策を講ずる必
要があると思われる。ただ、このような状況の中、
自立した被保護者の割合は若干低下したもののほ
ぼ計画どおりであり、概ね取組目標は達成できた
と思われるため、進捗状況はÅとした。

医療受診状況の分析に基づく問題
点のある被保護者への通知・指導を
通じて、受診行動等の改善に取り組
みます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 生活福祉課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

相談の受付、支援プランの作成
20,930(一般
財源:5,233)

R3予算
(一般財源)

未設定

重複受診･重複服薬指
導対象者数 129人

就労支援により自立し
た被保護者の割合
8%

就労支援により自立し
た被保護者の割合
7.6%

　新型コロナウイルス感染症の長期化に伴う生活困
窮者の増加により、事業目標を大幅に上回る件数
となった。

継
続

　今後の新型コロナウイルス感染症の影響がさらに
長期化・深刻化する場合は、連携する自立相談支援
機関の業務への影響等にも注意するとともに、相
談受付後の支援も含めた質的内容を重視する必要
がある。

相談支援件数
270件

自立相談受付件数
539件

21,332(一般財源:5,333)
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健診結果に基づいた保健指導によ
り、生活習慣病の発症や重症化を予
防し、医療費の適正化につなげま
す。 R2

実績
特定保健指導の実施

⑤

特定保健指導事業

R2
計画

特定保健指導の実施

④

特定健康診査事業

R2
計画

特定健康診査の実施、受診勧奨
143,695(一
般財源:0)

　広報や勧奨通知(年1回)により未受診者に対して
受診勧奨を行い、特定健康診査の受診率向上を
図ったが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、受診控えがみられた。また、若い世代やかかり
つけ医がいる人等は、特定健康診査を受診する意
識が低いため、新しいアプローチで広報等の周知
が必要である。

拡
充

　本事業の特定健康診査は、平成20年4月から施
行された「高齢者の医療の確保に関する法律」に基
づき医療保険者に義務づけられた制度であり、特
定健康診査の未受診者に対して効果的効率的に受
診勧奨を行うため、AIを活用して対象者を選別し
健康意識毎に勧奨通知（年2回）を送り、受診率の
向上を図る。健康福祉部 保険年金課

40歳から74歳までを対象とした特
定健診を実施し、生活習慣病の発症
や重症化を予防し、医療費の適正化
につなげます。 R2

実績
特定健康診査の実施、受診勧奨

113,163(一般
財源:0)

R3予算
(一般財源)

153,988(一般財源:0)

特定健康診査受診率
45%

特定健康診査受診率
(補助金報告値)
31.1%

5,796(一般財
源:0)

　新型コロナの流行により、緊急事態宣言中は特定
保健指導の勧誘訪問の実施を見合わせた。また、申
込数が減少し対面での相談自体を避ける傾向が
あった。そのため、保健指導実施率が低下したと考
えられる。
　あわせて、申込率を上げるための特定保健指導の
プログラムづくりが必要と考える。

継
続

　新型コロナの流行の状況により申込率は左右さ
れるが、感染予防対策を徹底した上で、従来のプロ
グラムを見直し事業を継続する。

3,205(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

6,985(一般財源:0)

特定保健指導実施率
65%

特定保健指導実施率
(補助金報告値)
62.8%

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

健康福祉部 保険年金課

20



73.8 R2
90

R12
82.4 R1

86
R576.8 H30

89.4 R2
93

R12
88.4 R1

90
R585.2 H30

70.9 R3
87

R12

実績値

R2

R1

H30

88.2

83.7

84.5

R12
90

87
R5

93.3 R2

H30

　前年度と比較して、各項目のうち「総合評価（親しい人にすすめるか）」が下がったこと
によるもので、調査結果は院内広報紙で周知を行った。

　「医師による診療・治療内容」、「医師との対話」、「看護師の対応」では、２年連続８割以
上の患者が、最も高い評価を付けるなど、年々増加しており、目標値の達成に向けて順
調に進捗している。

　―

目標値

90
R12

89
R5

80
R5

施　策
１　誰一人取り残さない！ 希望あふれるまち「とくしま」の創造

２　誰もが生涯にわたり元気で健康に暮らせるまちづくり

目　　　　　　的

　夜間・休日の初期医療及び救急医療体制が引き続き維持され、市民の医療を受ける機会が確保されていま
す。市民病院は、地域の医療ニーズに応える特色ある病院として、市民から信頼され、愛され続けています。

77.1 R2

73.0 R1

76.1 R1

86.7

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

7
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 地域救急医療体制の充実

○ 市民病院における特色ある医療の提供

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
市民病院から地域医療機関への
患者紹介率（％）

1
地域医療機関から市民病院への
患者紹介率（％）

① 初期救急医療の確保 A

所　見

　地域医療機関への訪問やアンケート調査を実施するなどし、地域医療機関の要望など
の把握・改善に努めたことにより、令和５年度の目標値を達成することができた。

　医局会などで、紹介元医療機関への逆紹介の周知徹底に努めたことにより、令和５年度
の目標値を達成することができた。

⑥

② 地域医療連携の強化 B

④ 関節治療センターの機能充実 A

⑤ がんセンターの機能充実 A
市
民
満
足

度
指
標

いつでも安心して医療機関で受
診できる環境が整っていると感
じる市民の割合（％）

地域医療の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
市民病院の患者満足度（入院）
（％）

3
市民病院の患者満足度（外来）
（％）

③ 地域周産期母子医療センターの機能充実 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　今後も、救急医療体制を確保し、市民がいつでも
医療を受けられる体制を確保していく。

16,276(一般
財源:16,276)

R3予算
(一般財源)

16,753(一般財源:16,753)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

初期救急医療の確保

R2
計画

夜間休日急病診療所及び歯科休日
救急診療所における初期診療体制
を確保する。加えて、救急医療対策
事業に対して助成し、２次救急医療
機関へ搬送する体制を確保する

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

夜間休日急病診療所及び歯科休日
救急診療所における初期診療体制
を確保する。加えて、救急医療対策
事業に対して助成し、２次救急医療
機関へ搬送する体制を確保する

16,753(一般
財源:16,753)

　徳島市医師会・徳島市歯科医師会と連携して、夜
間休日急病診療所・歯科休日急病診療所における
救急医療体制を確保することにより、市民が夜間・
休日に安心して医療を受けられる。さらに治療・入
院等が必要な患者について、２次救急医療機関に
搬送する体制を確保することで、重症になるリスク
を減らすことができる。

かかりつけ医等の地域医療機関を
訪問し、市民病院への要望等をより
具体的に把握することで、地域ニー
ズへの的確な対応を行います。

R2
実績

地域医療機関の訪問及びアンケー
ト調査（市民病院への要望等の把
握と改善）

―

―
病院局 医事経営課

周産期の基幹病院として、通常分娩
はもとより、産科医・小児科医が連
携し、24時間ハイリスクな分娩にも
対応する体制を確保します。

―

③

地域周産期母子医療センターの機能
充実

R2
計画

　地域医療機関やかかりつけ医の訪問、共同研修
会・情報交換会の開催により連携強化に努める。

病院局 医事経営課

産科医・小児科医が連携したハイリ
スク分娩への対応

R3予算
(一般財源)

7

②

地域医療連携の強化

R2
計画

地域医療機関の訪問及びアンケー
ト調査（市民病院への要望等の把
握）

―

　院長、看護部長、事務長などが、地域医療機関を
訪問したほか、地域医療機関に対するアンケート調
査を実施し、市民病院に対する要望等の把握に努
め、要望のあった救急外来の受入体制の強化を
図った。
　事業目標は未達成であったが、新型コロナウイル
ス感染症の流行による受診控えによる影響である
ことから、進捗状況をＢとした。

初期救急医療機関として内科・小児
科の初期診療・応急手当を行うとと
もに、更に治療及び入院が必要な救
急患者を2次救急医療機関へ転送し
ます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 健康長寿課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

産科医・小児科医が連携したハイリ
スク分娩への対応 ―

R3予算
(一般財源)

救急医療体制の確保

救急医療体制の確保

月平均紹介患者数
990人

月平均紹介患者数
882人

　産科医・小児科医が連携し、24時間ハイリスクな
分娩に対応した。
　事業目標は未達成であったが、新型コロナウイル
ス感染症の流行で、妊娠中の感染リスクや収入減
などによる産み控えが広がっており、外的要因もあ
る。なお、コロナ禍においても現状値（令和元年度：
548件）を上回ったことから、Ｂ評価とした。

継
続

　高度医療を推進するため、施設整備及び医療ス
タッフの確保に努めるとともに、新型コロナウイル
ス感染症に対する院内感染対策を徹底し、安心して
受診できる環境づくりに取り組む。

分娩件数
660件

分娩件数
550件

―
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がんのトータルケアを目指し、手術
治療、放射線治療、薬物療法、がんリ
ハビリテーション、緩和ケアなど様々
な角度から切れ目のない治療を提
供します。

R2
実績

手術治療、放射線治療、薬物療法、
がんリハビリテーション、緩和ケア
などのトータルケア

⑤

がんセンターの機能充実

R2
計画

手術治療、放射線治療、薬物療法、
がんリハビリテーション、緩和ケア
などのトータルケア

④

関節治療センターの機能充実

R2
計画

薬物療法、機能回復手術、リハビリ
療法など総合的な診療 ―

　人工股関節の手術において、術後の疼痛の低減
や早い段階でのリハビリの開始に繋げ、早期の社
会復帰と生活の質の維持・向上が期待できる精度
の高い手術を可能とするロボットアーム手術支援シ
ステムを導入し、患者に有益で特色のある医療の
提供に取り組んだことから、Ａ評価とした。

継
続

　高度医療を推進するため、施設整備及び医療ス
タッフの確保に努める。

病院局 医事経営課

高齢化社会の進展に伴い増加するリ
ウマチを含む関節障害に対して、機
能回復手術、リハビリ療法、手の外
科手術に取り組みます。 R2

実績
薬物療法・機能回復手術、リハビリ
療法など総合的な診療 ―

R3予算
(一般財源)

―

関節治療ｾﾝﾀｰ手術件数
727件

集計中

―

　前立腺がんの治療法として、身体への負担が少な
く入院期間も短い、密封小線源療法を開始した。ま
た、従来機器と比べ多方向から正確に効率よく病
巣に放射線を当て、正常組織への被曝線量を低減
した治療を行うことができる放射線治療装置（リニ
アック）の更新など、患者に有益で特色のある医療
の提供に取り組んだことから、Ａ評価とした。

継
続

　高度医療を推進するため、施設整備及び医療ス
タッフの確保に努める。

―

R3予算
(一般財源)

―

月平均新入院がん患者
数
164人

月平均新入院がん患者
数
集計中

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

病院局 医事経営課
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99.03 R1
100

R12
98.24 H30

100
R599.02 H29

1,024 R1
3,450

R12
755 H30

2,190
R5529 H29

37.9 R3
50

R12

実績値

H30

H29

H28

356

304

271

R12
370

360
R5

84 R1

H29

　全国的に少子高齢化、核家族化により地域の相互扶助機能が低下しており、地域の担
い手不足が進行しているが、本市における民生委員・児童委員の充足率は目標値の達成
に向けて順調に推移している。

　平成28年度の事業開始以降、5か年計画で、地域団体等への制度周知や協力依頼を進
めながら、要支援者に対し情報提供の同意確認及び個別計画策定依頼を実施する対象
地区を拡大してきたことから、個別計画の策定者数は目標値の達成に向けて概ね順調に
推移している。

　―

目標値

130
R12

100
R5

43
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

３　誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

目　　　　　　的

　市民一人ひとりが福祉活動に関心を持ち、自主的に身近な地域の生活課題に住民主体で取り組むことによ
り、全ての人が年齢や障害の有無などに関わらず共に支え合い、安心して暮らしています。

39.6 R2

40.6 R1

86 H30

85

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

8
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 互助・共助の推進

○ 多様なニーズに応えられる福祉サービスの確保

○ 地域福祉の担い手の育成

○ 要支援者を地域で支える体制づくり

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

社会福祉法人等の適正な運営

2
福祉活動を目的としたＮＰＯ法
人数（団体）

1 ボランティア団体登録数（団体）

① 社会福祉大会の開催支援 B

所　見

　国において、地域共生社会の実現に向けて、行政、住民、社会福祉施設、ＮＰＯ・ボラン
ティアグループ等が連携し、地域課題に取り組む仕組みづくりを推進している中、本市に
おいてもボランティア活動の推進に取り組んでおり、成果指標は目標値の達成に向けて
順調に推移している。

　国において、地域共生社会の実現に向けて、行政、住民、社会福祉施設、ＮＰＯ・ボラン
ティアグループ等が連携し、地域課題に取り組む仕組みづくりを推進しているが、本市に
おける福祉活動を目的としたＮＰＯ法人数は近年では横ばいの状況である。地域全体で
支え合う支援体制の構築に取り組む中で、目標値の達成を目指していく。

⑥ 社会福祉法人の指導監査 B

② 高齢者・障害者等の権利擁護 B

④ 福祉ボランティア等の育成と活動支援 B

⑤ 避難行動要支援者支援事業 B
市
民
満
足

度
指
標

町内会などの地域活動や、ボラ
ンティアなどの市民活動が盛ん
であると感じる市民の割合（％）

地域福祉の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
避難行動要支援者の個別計画
策定者数（人）

3
民生委員・児童委員の充足率
（％）

③
災害ボランティアコーディネーターの養
成 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　地域福祉の推進に向け、福祉への理解と関心を
深めるため、より多くの社会福祉関係者等が参加
できるよう、引き続き支援していく。

204(一般財
源:204)

R3予算
(一般財源)

195(一般財源:195)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

社会福祉大会の開催支援

R2
計画

大会開催支援、情報発信

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

大会開催支援、情報発信

204(一般財
源:204)

　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点か
ら、令和２年度については、例年実施している講演
会の中止、出席者の人数制限等規模を縮小しての
開催となったことから、事業目標は未達であるが、
コロナ禍においても可能な取組を実施しており、事
業は進展しているため、進捗状況をＢとした。

成年後見制度利用促進のための中
核機関を設置し、権利擁護に関する
相談及び支援、普及活動を行い、権
利侵害の予防や救済を図ります。

R2
実績

徳島市成年後見支援センターにお
ける成年後見に関する相談支援、
広報啓発

3,536(一般財
源:1,768)

44(一般財
源:44)健康福祉部 健康福祉政策課

災害ボランティアコーディネーター
を養成し、災害時における地域の支
援活動体制の構築を進めます。

3,536(一般財源:1,768)

③

災害ボランティアコーディネーター
の養成

R2
計画

　引き続き、成年後見に関する相談支援、広報啓発
を行うとともに、地域連携ネットワークの体制整備
及び中核機関の設置に向け、関係団体等との連携、
当該センターの機能強化を図る。

健康福祉部 健康福祉政策課

養成講座開催支援、情報発信

R3予算
(一般財源)

8

②

高齢者・障害者等の権利擁護

R2
計画

徳島市成年後見支援センターにお
ける成年後見に関する相談支援、
広報啓発

3,536(一般財
源:1,768)

　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点か
ら、研修会は実施していないが、成年後見制度利用
に関するニーズ調査の実施・検証を行っており、今
後制度利用促進に向けて活用していく。
　事業目標は未達であるが、コロナ禍においても成
年後見に関する相談支援、広報啓発に取り組み、事
業は進展していることから、進捗状況をＢとした。

ボランティアをはじめとした地域住
民が参加する徳島市社会福祉大会
の開催経費を補助し、地域における
互助・共助の意識を高めます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 健康福祉政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

養成講座開催支援、情報発信
44(一般財
源:44)

R3予算
(一般財源)

社会福祉大会の参加者
数
340人

社会福祉大会の参加者
数
52人

成年後見に関する相談
件数
250件

成年後見に関する相談
件数
168件

　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点か
ら、参加者を少数として開催したため、事業目標は
未達であるが、コロナ禍で可能な取組を工夫して実
施するなど事業は進展していることから、進捗状況
をＢとした。

継
続

　災害時において地元組織との連携・調整役となる
人材を養成し、災害時に迅速な対応がとれるよう、
引き続き支援していく。

養成講座参加者数
60人

養成講座参加者数
49人

42(一般財源:42)
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⑥

要支援者の個別計画策定を支援す
るとともに、地域団体等への要支援
者名簿情報の提供を進め、災害時に
おける要支援者の避難支援体制を
整備します。

R2
実績

コミュニティ連絡協議会役員会・総
会における事業説明、各地域の支
援団体代表に対する事業説明、情
報提供の同意及び個別計画策定依
頼の発送、情報提供に同意した者
の名簿作成

⑤

避難行動要支援者支援事業

R2
計画

各地域の支援団体、関係者に対す
る事業説明、情報提供の同意及び
個別計画策定依頼の発送、情報提
供に同意した者の名簿作成、協定
締結した地域の避難支援関係者に
要支援者名簿を提供

健康福祉部 健康福祉政策課

④

福祉ボランティア等の育成と活動支
援

R2
計画

福祉ボランティア活動支援、情報発
信

3,314(一般財
源:3,314)

　事業目標は未達であるが、ボランティアセンター
において、ボランティア人材発掘・養成、相談、ボラ
ンティア活動の需給調整、情報提供等ボランティア
活動の推進を行い、事業に一定の進展があること
から、進捗状況をＢとした。

継
続

　引き続き活動支援を行い、ボランティア活動の推
進を図る。

健康福祉部 健康福祉政策課

ボランティア活動に関する相談・養
成・需給調整・情報提供等を行うボ
ランティアセンターの運営を財政補
助し、ボランティア活動支援の体制
づくりを推進します。

R2
実績

福祉ボランティア活動支援、情報発
信

3,314(一般財
源:3,314)

R3予算
(一般財源)

3,148(一般財源:3,148)

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ保険加入者数
4,300人

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ保険加入者数
3,177人

1,101(一般財
源:1,101)

　加茂名、国府、南井上及び北井上の４地区の要支
援者に対し、情報提供の同意及び個別計画策定に
ついて依頼するとともに、令和元年度までに依頼し
た１９地区の要支援者のうち、新たに要支援者と
なった者等に対しても同様の依頼を行った。また、
地域の支援団体及び関係者に対し事業説明を行
い、事業への協力を依頼した。以上の結果、要支援
者の情報提供に関する同意者数は事業目標を上
回った。 継

続

　情報提供に未同意の要支援者に対し、再度依頼通
知を行うとともに、既に個別計画を策定した要支援
者については計画内容の更新を行っていく。また、
令和３年５月の災害対策基本法改正に伴い、同法に
基づく個別避難計画として計画の記載内容や作成
方法等の見直しを進める。

684(一般財
源:684)

R3予算
(一般財源)

935(一般財源:935)

地域への要支援者情報
の提供に関する同意者
数
1,420人

地域への要支援者情報
の提供に関する同意者
数
1,532人

継
続

　前年度に引き続き、社会福祉法人に対して指導監
査を実施する。今年度の対象は２８法人の予定であ
る。なお、監査の頻度が３年に１度になったのは平
成２９年度からであるため（それ以前は２年に１
度）、年度ごとの対象法人数は３等分となっていな
い。前年度より法人数が多いことについて、特段の
理由はない。

適正な法人運営と社会福祉事業の
健全な経営の確保を図るため、社会
福祉法人に対する指導監査を行い
ます。 R2

実績
社会福祉法人の指導監査

2,124(一般財
源:437)

R3予算
(一般財源)

社会福祉法人の指導監査

R2
計画

社会福祉法人の指導監査
2,597(一般財
源:915)

　徳島市所管の４５法人のうち、２１法人に対して指
導監査を実施することを計画（法人監査は原則３年
に１度。毎年実施する法人もある）していた。計画ど
おり２１法人の監査を実施し、現地において口頭で
指導または助言を行い、後日結果通知を送付した。

21法人に対して監査を
実施

21法人に対して監査を
実施

2,284(一般財源:651)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

健康福祉部 健康福祉政策課
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80.4 R2
上げる

R12
80.9 R1

上げる
R580.6 H30

37.8 R3
54

R12
44.2 R2

47
R538.5 R1

実績値

R1

H30

H29

15,988

14,775

13,622

R12
31,201

21,520
R5

27.7 R1

—

　新規要介護等認定者の平均年齢はほぼ横ばいであるため、介護予防の様々な施策を講
じることで健康寿命を延ばしていきたい。

　―

目標値

33.6
R12

30.5
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

３　誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

目　　　　　　的

　高齢者が生きがいを持ち、積極的に社会参加を行い、健康で生き生きと暮らしています。また、重度な要介護
状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられる支援体制が整っています。

— —

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

9
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 地域包括ケアシステムの推進

○ 高齢者を支える介護体制づくり

○ 高齢者の活躍推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
収入のある仕事をしている高齢
者の割合（％）

1 認知症サポーター養成総数（人）

① 認知症サポーター活動促進事業 B

所　見

　認知症サポーター養成総数は、順調に推移してきたが、新型コロナの影響もあり、見込
みよりゆるやかな伸びとなっている。さらなる養成に向けて、キッズサポーター、職域の
サポーターなど多様なサポーターの養成を図りたい。

　—

⑥

② 地域包括支援センターの運営 B

④ 老人クラブ活動費補助 B

⑤ シルバー人材センター運営費補助 B

高齢者福祉の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

老後も安心して生活できると感
じる市民の割合（％）

3
新規要介護等認定者の平均年
齢（歳）

③ 介護給付の適正化事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　作成した工程に従って、認知症カフェ代表者会
議、ステップアップ講座、ワークショップ等を実施
し、サポーターや関係機関・生活関連企業など協力
者を増やしていき、令和4年度以降のチームオレン
ジのモデル実施につなげる。

18,007(一般
財源:3,468)

R3予算
(一般財源)

20,391(一般財源:3,927)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

認知症サポーター活動促進事業

R2
計画

認知症サポーター養成
チームオレンジ構築に向けて企画・
工程作成

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

認知症サポーター養成
チームオレンジ構築に向けて企画・
工程作成

18,941(一般
財源:3,647)

　新型コロナの影響を受けて、養成講座の開催回数
が減少し、認知症サポーター養成総数の伸びが低
かったことから、進捗状況を「Ｂ」とした。「チームオ
レンジ」の整備に向けては、令和３年度に実施する
大まかな企画・工程を作成することができた。今後
は、サポーターのステップアップ講座やチームオレ
ンジの拠点となる場所等、より具体的に検討してい
く必要がある。

地域住民の健康保持、保健医療の向
上及び福祉の増進、高齢者の総合的
な相談窓口等の役割を担う地域包
括支援センターの運営を行います。

R2
実績

総合相談支援・権利擁護事業、包括
的継続的ケアマネジメント事業、地
域ケア会議の充実

166,090(一
般財
源:31,974)

4,191(一般財
源:806)健康福祉部 高齢介護課

介護サービスを必要とする人を適正
に認定し、真に必要とする過不足の
ないサービスを事業者が適切に提供
するよう促し、適切なサービスの確
保に努めます。

166,180
(一般財源:31,991)

③

介護給付の適正化事業

R2
計画

　引き続き、相談窓口の周知を図るとともに、関係
機関との連携体制を構築しながら、支援困難事例
等への対応力強化を図る。

健康福祉部 健康長寿課

主要5事業の実施
①要介護認定の適正化
②ケアプランの点検
③住宅改修等の点検
④縦覧点検・医療情報との突合
⑤介護給付費通知）

R3予算
(一般財源)

9

②

地域包括支援センターの運営

R2
計画

総合相談支援・権利擁護事業、包括
的継続的ケアマネジメント事業、地
域ケア会議の充実

166,180(一般
財源:31,991)

　総合相談延べ人数は、平成３０年度に、介護保険
の更新認定期間が３年に延長されたこと等により
減少したが、令和元年度以降は増加していること及
び相談内容における権利擁護等の困難事例は年々
増加していることから、進捗状況は「Ｂ」とした。地
域包括支援センターの知名度向上策については、
継続して検討を実施し、訪問・出前講座等や関係機
関との連携に取り組んだ。今後は、さらなる認知度
向上及び増加する支援困難事例への対応力強化等
が課題である。

認知症の人やその家族の支援ニー
ズと認知症サポーターを中心とした
支援者をつなぐ仕組みとして「チー
ムオレンジ」の整備を図ります。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 健康長寿課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

主要5事業の実施
4,106(一般財
源:791)

R3予算
(一般財源)

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成総数
—

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成総数
16,184人

総合相談延べ人数
38,000件

総合相談延べ人数
28,579件

　国民健康保険中央会の適正化システムを使用し
て、介護給付の偏り等がみられる事業所等を抽出
し、ケアプラン点検を実施するとともに、必要に応
じて指導している。また、資質向上を図るため、ア
セスメントからケアプラン作成等についてケアマネ
講習会等で情報提供を行い、給付の適正化を目指
していたが、コロナ禍のため講習会の開催はできな
かった。
　しかしながら、ケアプラン点検件数は目標値を達
成できたため、進捗状況をＢとした。

継
続

　介護給付適正化支援システム等により、介護保険
認定データと給付実績データを突合し、不適切な給
付等を把握することで、介護給付の適正化を図っ
ていく。

ｹｱﾌﾟﾗﾝ点検件数
124件

ｹｱﾌﾟﾗﾝ点検件数
150件

6,002(一般財源:1,155)
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健康で働く意欲を持つ高齢者が自
身の経験と能力を活かし、就労の機
会を確保することによって、自らの
生きがいの充実・高齢者福祉の推進
を図ります。

R2
実績

情報発信・説明会の開催

⑤

シルバー人材センター運営費補助

R2
計画

情報発信

④

老人クラブ活動費補助

R2
計画

情報発信
5,691(一般財
源:2,017)

 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた事業の一部（高齢者体育祭等）が実施でき
なかったが、ケーブルテレビを用いて情報発信を行
うなど、コロナ禍でも可能な取組を工夫して実施し
たため、進捗状況をＢとした。

継
続

　アクティブシニアの活用は多様な人材の活躍に繋
がり、これからの高齢化社会において必須事項で
あるため、さらなる情報発信に努め若手会員の確
保を図る。

健康福祉部 高齢介護課

高齢者の社会参加を目指した、生き
がいと健康づくりを推進するため、
自主的な活動団体である老人クラブ
の育成を図ります。 R2

実績
情報発信

5,691(一般財
源:2,017)

R3予算
(一般財源)

5,691(一般財源:2,017)

老人ｸﾗﾌﾞ会員数
6,500人

老人ｸﾗﾌﾞ会員数
5,652人

5,756(一般財
源:5,756)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、説明
会の開催回数が減少するなどしたが、コンビニエン
スストアにポスター掲示・パンフレットを設置するな
ど、新たな情報発信を実施したため、進捗状況をＢ
とした。

継
続

　働く意欲がある高齢者が地域社会の中で自らの
経験や知識、技能を活かして働く機会の充実を図
ることは、高齢者の生きがいづくりには不可欠であ
るため、今後も情報発信や説明会の開催等が重要
である。

5,756(一般財
源:5,756)

R3予算
(一般財源)

5,756(一般財源:5,756)

会員数
1,349人

会員数
1,235人(R3.6.1現
在)

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

健康福祉部 高齢介護課
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34.5 R3
49

R12
39.3 R2

42
R533.8 R1

実績値

R1

H30

H29

4,619

4,412

4,149

R12
5,600

5,000
R5

70 R1

H29

　―

目標値

123
R12

103
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

３　誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

目　　　　　　的

　誰もが、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会
を実現するための意識が醸成され、障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができ、地域社会でいきい
きと活躍できる環境が整っています。

114 H30

100

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

10
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 障害者の福祉に関する相談機能の充実

○ 障害者の就労促進

○ 障害者が暮らしやすい環境づくり

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
就労移行支援事業利用者数
（人）

1
障害福祉サービス利用実人数
（人）

① 障害福祉の相談支援事業 B

所　見

　障害の重複化及び障害者本人やその介護者の高齢化、医学的管理を必要とする人が増
加してる。
　障害別では、知的障害者・精神障害者・難病患者が増加している。

　障害者の雇用率は2％から2.5％。訓練の場である地域活動支援センター等で支援を
行っているが、一般就労（雇用）される機会は少ない。雇用の場の確保と雇用促進の実効
性を高めていく必要がある。

⑥

② 障害者の就労促進事業 B

④ 地域生活支援拠点等整備事業 B

⑤ 障害者見守りネットワーク事業 B

障害者福祉の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

障害者が地域で安心して生活で
きると感じる市民の割合（％）

③ 障害者福祉等啓発事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　本事業は、平成18年度障害者自立支援法施行に
伴い地域生活支援事業における障害者相談支援事
業を実施。一般相談、ピアカウンセリング以外に、虐
待の防止、その早期発見のための関係機関のとの
連絡調整、権利擁護のため必要な援助、地域自立
支援協議会の運営を担っているため、令和3年度も
引き続き幅広く重要な事業となるため、継続し実
施する。

37,470(一般
財源:37,440)

R3予算
(一般財源)

37,470(一般財源:37,470)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

障害福祉の相談支援事業

R2
計画

本市に居住する障害者及び家族へ
の無料相談事業で相談支援事業所
等への一般相談及びピアカウンセ
リング利用人数

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

本市に居住する障害者及び家族へ
の無料相談事業で相談支援事業所
等への一般相談及びピアカウンセ
リング利用人数

37,470(一般
財源:37,455)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、相談
内容は「不安の解消・情緒安定に関する支援」の声
が多く、手厚い支援を望む声が多かった。精神障害
相談の構成比の割合が多く、精神的に不安を感じ
ていることがうかがえた。今後、コロナ禍で相談が
増加し、障害当事者の地域での自立生活に向けて
きめ細かなサポートを図る必要があるため進捗状
況をBとした。（31,246人(R1)から増）

障害者への就労移行支援、就労継続
支援や地域活動支援センター事業及
び障害者地域共同作業所事業等を
通じて、障害者の就労促進を図りま
す。

R2
実績

職場体験等活動機会の提供、就労
に係る知識の習得、能力向上のた
めの訓練、求職活動支援等

59,399(一般
財源:14,851)

568(一般財
源:142)健康福祉部 障害福祉課

多くの人が、障害者に対する理解と
認識を深められるよう、制度周知用
のパンフレット等の作成・配布等を行
い、様々な機会を通じての啓発事業
（講演会・研修等）を実施します。

53,296(一般財源:13,324)

③

障害者福祉等啓発事業

R2
計画

　地方創生への効果が十分に期待できる事業であ
るため、令和3年度も引き続き事業を実施する。本
事業は、国の制度に基づくものであるから、基本的
な手法等はこれまでと同様に事業を継続し、徳島
公共職業安定所や徳島障害者職業センター等とよ
り連携をすすめ活用拡大に努めていく。

健康福祉部 障害福祉課

啓発事業（施設見学会・講演会）の
実施、障害に関する制度周知用の
パンフレット等の作成・配布、アート
フェスティバル芸術祭の実施

R3予算
(一般財源)

10

②

障害者の就労促進事業

R2
計画

職場体験等活動機会の提供、就労
に係る知識の習得、能力向上のた
めの訓練、求職活動支援等

61,416(一般
財源:15,354)

　利用者数は、目標の１２５人には届かなかったが、
１１５人と相当程度は達成できた。
　しかし、就労移行支援事業のほとんどの利用者の
標準利用期間は原則２年（指圧師、はり師等の資格
取得のための養成施設利用は原則３年又は５年）し
かないことから、入れ代わりが早く、利用者数を増
やしていくのは難しいが、徳島公共職業安定所や徳
島障害者職業センター等との連携を図りながら、本
事業の拡大と就労継続支援及び地域委活動支援セ
ンター等を通じ、障害者の就労促進を図っていく必
要がある。

障害者等からの相談に応じ、必要な
情報の提供及びその他障害福祉
サービスの利用支援等を行います。
また、障害者やその家族が適切な
サービスを利用できるよう的確かつ
総合的な相談体制を確保します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

健康福祉部 障害福祉課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

障害に関する制度周知用のパンフ
レット等の作成・配布、アートフェス
ティバル芸術祭の実施

172(一般財
源:41)

R3予算
(一般財源)

利用者数
36,000人

利用者数
33,448人

就労移行支援事業の利
用者数
125人

就労移行支援事業の利
用者数
115人

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、啓発
事業（施設見学会・講演会）は中止となり、啓発事業
への参加者は0人。（社）徳島県手をつなぐ育成会
へ委託し、アートフェスティバル芸術祭において、知
的障害者の応募等による作品展を実施し、ケーブ
ルテレビ等で配信と収録したDVDの配布と貸出。
啓発用のパンフレットを1,000部作成・窓口で配
布。事業目標は未達であったが、コロナ禍でも可能
な取組をし、事業自体は進展しているため、進捗状
況をBとした。（現状値97人(R1)から減）

継
続

　本事業は、障害者総合支援法に基づく事業。市町
村が行う地域活動支援事業の必須で事業であるた
め、令和3年度も引き続き事業を実施する。本市と
して、障害や障害者等に対する市民の関心と理解
を深めるための市民向けの研修・啓発活動に努め
ていく。啓発事業参加者

170人

啓発事業参加者
0人

510(一般財源:128)
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本市と民生委員、協力事業所等が連
携し、地域全体で一人世帯の高齢
者、障害者等の見守りや訪問等を行
い、日常の安否確認、異常発見時に
迅速に対応できる体制を整備しま
す。

R2
実績

一人世帯の障害者等の日常の安否
確認、異常発見時の対応等に協力
事業所の体制を整備

⑤

障害者見守りネットワーク事業

R2
計画

一人世帯の障害者等の日常の安否
確認、異常発見時の対応等に協力
事業所の体制を整備

④

地域生活支援拠点等整備事業

R2
計画

基幹相談支援センター、委託相談
支援事業、特定相談支援、一般相
談支援等を活用し、区内事業所向
けの研修等を実施。

1,500(一般財
源:375)

　国の第5期障害福祉計画（H30～R2）において、
令和2年度末までに全国整備を目標に掲げており、
本市においても、徳島市障害福祉計画（H30～
R2）の中に整備とされ、第1段階として、令和2年
11月に委託先法人の既存施設を用い拠点整備事
業を行った。障害者（児）の重度化、高齢化や「親亡
き後」、入所施設や病院から地域移行を行う場合に
おいて、障害者の地域生活を支援する機能として
登録事業所数が増加したため、進捗状況をBとし
た。（現状値2事業所(R2)から増）

継
続

　国の第6期障害福祉計画（R3～R5）に地域生活
拠点等が有する機能の充実が成果目標とされ、本
市においては障害者（児）の居住等支援のため、地
域生活拠点等の機能充実を目標に、令和3年度も
引き続き事業を実施し、広報活動を進めて参加事
業所を増加に努めていく。

健康福祉部 障害福祉課

障害者（児）の地域生活を支援する
機能として、一体化した相談、緊急
時の受け入れ及び対応等を行う拠
点を整備します。 R2

実績

基幹相談支援センター、委託相談
支援事業、特定相談支援、一般相
談支援等を活用し、区内事業所向
けの研修等を実施。

1,000(一般財
源:250)

R3予算
(一般財源)

2,000(一般財源:500)

登録事業所数
2事業所(R2)

登録事業所数
6事業所

104(一般財
源:104)

　本事業は、一人暮らしの障害者等の日常の安否確
認、異常発見時の対応等を行う協力事業所を募る
ことで、地域での見守り体制の構築を図るもので、
令和3年2月に新たに3事業所が加わり２７と、事
業目標を達成することができた。
　地域で何らかの支援を必要とする方を多く見守
るために、更に協力事業所を増やしていく必要があ
る。

継
続

　障害者が暮らしやすい環境づくりに、効果が十分
期待できるため、令和3年度も引き続き事業を実
施する。総合戦略において、重点事業に位置づけら
れていることから、広報活動を工夫し民間事業者等
にネットワークの協力要請を行っていく。

52(一般財
源:52)

R3予算
(一般財源)

94(一般財源:94)

協力事業所
25事業所

協力事業所
27事業所

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

健康福祉部 障害福祉課
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20.5 R3
23

R12
— —

21
R5— —

実績値

R2

R1

H30

24,389

44,899

42,584

R12
54,000

47,000
R5

38.3 R3

—

　―

目標値

42
R12

39
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

３　誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

目　　　　　　的

　一人ひとりが相手を思いやり、多様性などそれぞれの違いを認め合うことにより、お互いの命の尊さや人権
を尊重し、国籍や民族の違いを越え、多様な価値観や異なる文化を認め合う、誰もが自分らしく安心して暮らせ
るまちとなっています。

— —

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

11
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 人権啓発の推進

○ 人権教育の推進

○ 国際化への対応

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

市
民
満
足

度
指
標

人権が尊重されていると感じる
市民の割合（％）

1
本市主催の人権教育・啓発に関
する啓発事業等への参加者数
（人）

① 人権啓発・研修活動の推進 B

所　見

　順調に推移していたが、コロナ禍の影響を受け、研修会等の実施が減少している。

　―

⑥ 国際理解推進事業【再掲】 B

② 人権啓発リーダー等の育成 B

④ 人権教育推進事業 B

⑤ 在住外国人相談支援事業 B

人権尊重・多文化共生社会の実現
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

国際化が進んでいると思う市民
の割合（％）

③ パートナーシップ宣誓制度の推進 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　人権啓発の主事業であるため、今後も継続して実
施していく。

5,077(一般財
源:4,855)

R3予算
(一般財源)

6,405(一般財源:5,796)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

人権啓発・研修活動の推進

R2
計画

人権啓発講演会の開催
人権研修会開催費用の助成

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

人権啓発講演会の開催
人権研修会開催費用の助成
啓発物品や教材の購入

6,722(一般財
源:6,175)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた事業（講演会や研修会）が一部実施できな
かったが、今後の啓発事業を効果的に実施するた
め、配布用啓発小冊子や研修用ＤＶＤ教材の購入を
行った。
　事業目標は未達であったが、外的要因（コロナ禍
での一部事業の未実施）によるものである。コロナ
禍でも可能な取組を工夫して実施するなど事業自
体は進展しているため、進捗状況をＢとした。

地域や職場において、人権問題に関
する指導的立場となる人材の育成
及び資質向上を目的とした研修会の
実施等を行います。

R2
実績

人権啓発リーダー育成研修の実施
各種研修大会への派遣
啓発物品や教材の購入

856(一般財
源:856)

―
市民文化部 人権推進課

性的マイノリティのカップルが、お互
いを人生のパートナーとし相互の協
力により継続的な共同生活を行うこ
とを宣誓し、市がその宣誓を公的に
証明します。

858(一般財源:858)

③

パートナーシップ宣誓制度の推進

R2
計画

　人権啓発の主事業であるため、今後も継続して実
施していく。

市民文化部 人権推進課

制度の周知（広報・ＨＰ・各種研修）

R3予算
(一般財源)

11

②

人権啓発リーダー等の育成

R2
計画

人権啓発リーダー育成研修の実施
各種研修大会への派遣

858(一般財
源:858)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた事業（リーダー育成研修や各種大会への派
遣）が一部実施できなかったが、今後の啓発事業を
効果的に実施するため、啓発物品や研修用ＤＶＤ教
材の購入を行った。
　事業目標は未達であったが、外的要因（コロナ禍
での一部事業の未実施）によるものである。コロナ
禍でも可能な取組を工夫して実施するなど事業自
体は進展しているため、進捗状況をＢとした。

市民（各地区住民団体）や企業を対
象に人権問題に対する意識啓発を
目的とした講演会等を開催します。
また、自主的な研修会開催に対する
助成等を行います。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 人権推進課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

制度の周知（広報・ＨＰ・各種研修）
利用サービスの拡充（行政サービ
ス）

―

R3予算
(一般財源)

本事業への参加者数
15,400人

本事業への参加者数
4,102人

本事業への参加者数
520人

本事業への参加者数
189人

　本事業は、性の多様性の理解を進めるため、制度
周知を行うことで、啓発を図っている。
　昨今の情勢から、注目度の高い事業であるため、
新聞等マスコミによく取り上げられ、一定の啓発効
果があったと考えている。

継
続

　本事業は、性的マイノリティの人権啓発事業とし
ての役割もあるため、令和３年度も引き続き実施す
る。

本制度を利用できる行
政ｻｰﾋﾞｽ数※累計
18項目

本制度を利用できる行
政ｻｰﾋﾞｽ数※累計
18項目

―
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⑥

「在住外国人相談支援事業」を委託
事業として実施します。

R2
実績

各種相談への対応

⑤

在住外国人相談支援事業

R2
計画

各種相談への対応

教育委員会 教育研究所

④

人権教育推進事業

R2
計画

教職員の人権教育に関する校内研
修に講師を招聘する場合、徳島市
がその経費を負担し、人権教育の
より一層の推進を図る。

687(一般財
源:687)

　コロナ禍でも、積極的な利用があり、重点施策で
もある人権教育の推進に関する強い意欲が感じら
れた。
　感染予防の観点から、外部から講師を招聘しづら
い状況にあり、本事業の利用回数を大きく伸ばすこ
とができなかった。

継
続

　今年度は、5月20日現在、すでに６件の申請があ
り、前年同時期(４件の申請)を上回っていることか
ら、今後も、人権教育の推進に資すると考え、昨年
度同様の事業を継続していく。

教育委員会 学校教育課

市立幼・小・中・高等学校教員に対し
て教科等の内容について知識を深
め、指導力を高めることができるよ
う研修を実施します。 R2

実績

市内幼稚園及び小･中学校で、合計
17回の利用があり、延べ791名の
参加者があった。

662(一般財
源:662)

R3予算
(一般財源)

992(一般財源:682)

人権研修への講師招聘
回数
27回

人権研修への講師招聘
回数
17回

3,700(一般財
源:0)

　相談件数は令和元年度の326件から微増であっ
た。相談内容では新型コロナウイルスの影響を受
け、感染状況や給付金の申請に関することが多く
あった。内容によっては、必要に応じて関係機関を
紹介するなど迅速に対応している。
　徳島市の外国人登録者数は年々増加の傾向にあ
り、国籍の多様化も進んでいるため、多言語対応の
ニーズが高まっている。

拡
充

　これまで対応言語は英語のみであったが、令和３
年度から相談窓口に翻訳機を導入し「徳島市相談
窓口ワンストップセンター」を開設する。これによ
り、多言語による相談に対応することができる。

3,700(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

3,700(一般財源:0)

相談件数
430件

相談件数
335件

継
続

　学習指導要領では「ネイティブスピーカーや英語
が堪能な地域人材などの協力を得る等、指導体制
の充実を図る」ことが示されており、国際協調の精
神を養うのにALTの存在は大きい。現在12名の
ALTを雇用しているが、国の水際対策の緩和に伴
い、９月以降順次ALTの増員を予定しており、今年
度末には20名を雇用し、派遣する予定である。

外国語によるコミュニケーション能
力の基礎と国際協調・国際理解の精
神を養うため、小・中学校へALTを
派遣します。 R2

実績

4月はALT20名を派遣。夏に離任
し、年度末には12名のALTを派
遣。外国語活動・外国語科、英語科
の授業を実施。

94,492(一般
財源:89,027)

R3予算
(一般財源)

国際理解推進事業【再掲】

R2
計画

20名のALTを派遣。外国語科及
び外国語活動の授業を実施。

94,492(一般
財源:89,027)

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、新
規ALTの入国がかなわなかったため、結果として
ALTの人数が減となった。事業目標は未達であっ
たが、外的要因（新型コロナウイルス感染症に関す
る水際対策の強化に係る措置）によるものである。
限られた人数ではあるが、可能な限りALTを派遣
し、外国語活動・外国語科、英語科の授業を実施し
たため、進捗状況をBとした。

ALTを授業で活用する
時数の割合(小中学校)
36%

ALTを授業で活用する
時数の割合(小中学校)
25.9%

99,645(一般財源:94,483)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

総務部 総務課
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44.8 R3
59

R12
49 R2

52
R543.8 R1

実績値

R2

R1

H30

29.7

30.7

30.7

R12
42

35.7
R5

33.0 R3

H20

　―

目標値

23.1
R12

30.1
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

３　誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現するまちづくり

目　　　　　　的

　男女の固定的性別役割分担意識が解消され、互いに人権を尊重しながら責任を分かちあい、性別に関わりな
く、一人ひとりの多様な個性や能力を十分に発揮するとともに、女性が社会のあらゆる分野の方針（意思）の決
定や実施の場に参画し活躍できるまちになっています。

36.1 H26

39.1

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

12
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 男女共同参画に関する意識啓発の推進

○ あらゆる分野の方針（意思）決定や実施の場への女性参
画の推進

○ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に向けた
環境の整備

○ 相談体制の充実

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
固定的性別役割分担意識の解
消度（賛成の市民の割合）（％）

1
市の審議会等への女性委員の
登用割合（％）

① 男女共同参画プラン推進事業 B

所　見

　横ばい状態である。

　今年度から市民満足度調査で指標を図ることとなっている。

⑥

② 男女共同参画ネットワーク促進事業 B

④ 男女共同参画啓発事業 B

⑤ 女と男(ひととひと)生き方相談事業 B

男女共同参画社会の実現
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

女性が働きやすいと感じる市民
の割合（％）

③ 男女共同参画連携事業 —

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　男女の固定的性別役割分担意識が解消され、性
別による身体的特徴を十分に理解しあい、互いに
その生き方を認め合い、人権を尊重しながら責任
を分かち合い、性別にかかわりなく、一人ひとりの
多様な個性や能力が十分に発揮され、女性の視点
が政策形成など、目指すまちづくりの実現のため、
引き続き進捗状況の確認・検証を行う。

65(一般財
源:65)

R3予算
(一般財源)

70(一般財源:70)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

男女共同参画プラン推進事業

R2
計画

関係施策の推進状況の確認・検証

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

関係施策の推進状況の確認・検証

70(一般財
源:70)

　男女共同参画推進に関する諸課題を総合的見地
から検討するための庁内組織として、平成29年度
から男女共同参画推進本部を２回開催している。令
和２年度は、新型コロナ感染症拡大防止のためプラ
ンの内容に変更がないことから、第１回推進本部の
開催を中止し、年１回の開催となったが、進捗状況
の確認検証は適切に行っているため、進捗状況を
Bとした。

男女共同参画社会の実現に向け、関
係機関等との連携を強化し、広報や
啓発活動の実施、相談体制の充実を
図ります。

R2
実績

・相談事業
・徳島市相談員等ネットワーク会議
の開催

5(一般財源:5)

―
市民文化部 男女共同参画センター

男女共同参画推進のため、企業・学
校・ＮＰＯ等の団体と連携し、啓発パ
ンフレットの作成・配布やイベントの
実施など啓発活動を推進します。

15(一般財源:15)

③

男女共同参画連携事業

R2
計画

　重大な人権侵害でもあるＤＶ問題について、暴力
根絶に向けた環境づくりを推進するとともに、DV
や家庭内問題などの相談に適切に対応するため、
関係機関との連携強化等や相談員の研修の充実な
ど相談体制・機能の充実を図る。

市民文化部 男女共同参画センター

―

R3予算
(一般財源)

12

②

男女共同参画ネットワーク促進事業

R2
計画

・相談事業
・徳島市相談員等ネットワーク会議
の開催

15(一般財
源:15)

　本市の各種相談対応窓口の相談職員のネット
ワーク会議を実施し、庁内での連携を図った。

「第３次男女共同参画プラン・とくし
ま」に基づき、男女共同参画社会の
実現に向けた施策の進捗状況の把
握、検証を行うとともに事業の推進
を強化します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 男女共同参画センター

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

― ―

R3予算
(一般財源)

男女共同参画推進本部
の開催
2回

男女共同参画推進本部
の開催
1回

会議開催
3回

会議開催
2回

　令和３年度からの事業であり、令和２年度の実績
はない。

新
規

　企業・学校・ＮＰＯ等の団体と連携し、男女共同参
画推進の啓発活動に取り組む。

—

—

1,491(一般財源:1,491)
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市民により身近な相談窓口として、
夫婦や家族、人間関係など様々な悩
み相談に対応するため専門相談員
を配置し、一般相談やカウンセリン
グを実施します。

R2
実績

相談の実施

⑤

女と男(ひととひと)生き方相談事業

R2
計画

相談の実施

④

男女共同参画啓発事業

R2
計画

男女共同参画イベント
1,915(一般財
源:1,915)

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点
から、男女共同参画イベントでは講演会を実施せ
ず、企画パネル展とするなどコロナ禍に対応した事
業として実施した。

見
直
し

　新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、男女共
同参画イベントにおける講演会をオンライン形式で
開催するなどの対応を検討している。また、地域学
習会については、徳島アラート「感染拡大注意急増」
が発令されている状況から中止している。

市民文化部 男女共同参画センター

男女共同参画に関する情報の収集
及び提供、広報誌やインターネットな
どの活用、講演会や学習会の実施な
ど男女共同参画の広報・啓発活動を
推進します。

R2
実績

男女共同参画イベント
1,077(一般財
源:1,077)

R3予算
(一般財源)

1,916(一般財源:1,916)

講演会の参加人数
380人

男女共同参画啓発事業
の参加者数 531人

4,689(一般財
源:4,689)

　市民の様々な生き方に関する悩み事相談等に応
えるため、専門相談員を配置して、カウンセリング
や一般相談を実施した。相談員１人あたりの相談件
数を比較すると、前年度より増加している。コロナ
禍により不安や悩みを抱える人は増加している。今
後も適切な相談となるよう実施する。

継
続

　長引く新型コロナウイルス感染症の拡大は、市民
生活に影響を与えており、生活上での困りごとや悩
み・不安を抱える方も増えてきている。今後も、適
切な相談となるよう取り組んでいく必要がある。

1,919(一般財
源:1,919)

R3予算
(一般財源)

4,969(一般財源:4,969)

相談件数
500件

相談件数
375件

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

市民文化部 男女共同参画センター
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26.1 R3
29

R12
— —

27
R5— —

実績値

R2

R1

H30

19

19

19

R12
25

22
R5

26.7 R3

—

　―

目標値

29
R12

28
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

４　市民一人ひとりがいきいきと輝くまちづくり

目　　　　　　的

　多くの市民が、文化芸術に親しみ、心豊かで充実した生活を送ることができる、文化的な魅力にあふれるまち
が実現しています。

— —

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

13
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 文化芸術活動の充実・支援

○ 担い手の育成・交流

○ 文化芸術に親しむ環境づくり

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

市
民
満
足

度
指
標

文化芸術に親しめる環境が整っ
ていると感じる市民の割合（％）

1
学校等と連携した文化芸術プロ
グラム実施回数（回）

① 市民参加交流事業 B

所　見

　R2年度は学校からの申請が例年に比べて多かったが、新型コロナの影響で１学期に予
定していたアウトリーチや音楽教室は全て中止となった。令和３年度もすでにアウトリー
チが２回中止となっており、新型コロナが終息するまでは、この傾向は続くと思われる。

　―

⑥

② アーティスト派遣(アウトリーチ)事業 B

④ 県市協調による新ホール整備 A

⑤ 文化活動サポート事業 B

文化芸術活動の振興
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

定期的に文化芸術活動（鑑賞を
含む）を行っている市民の割合
(％) ③ 次世代育成音楽イベント開催事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　事業開始当初から実施している「歌唱・ダンス・演
劇」のワークショップについては、継続登録者のス
キルアップと共に市民のニーズを捉えた新しい内
容の検討を行う。一方、「音楽浄瑠璃人形劇」につい
ては、令和２年度登録者をベースとしつつ継続す
る。

3,764(一般財
源:3,764)

R3予算
(一般財源)

3,226(一般財源:3,226)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

市民参加交流事業

R2
計画

ボランティアセミナー、ボランティ
ア実地研修、市民グループワーク
ショップ、シビックパフォーミング
アーツ（市民グループ発表会）の開
催

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

ボランティア実地研修、市民グルー
プワークショップ、シビックパ
フォーミングアーツ（市民グループ
発表会）の開催

3,764(一般財
源:3,764)

　新型コロナウイルスの影響で、県外講師を招聘す
るボランティアセミナーを中止したが、市民グルー
プのワークショップと成果発表会は開催した。コロ
ナ禍のため、登録者数は目標値の約82%にとど
まったが、リピーターも多く、ホールボランティア・
市民グループのいずれもスキルは上がっていると
感じる。一方、新規の登録者数が伸び悩んでいるこ
とから、市民のニーズに合った新しいワークショッ
プの開催を検討する必要がある。令和２年度に新
規開催した「音楽浄瑠璃人形劇」のワークショップ
には、10人の登録者があった。

普段、生の芸術に触れる機会の少な
い子どもたちや市民に生の芸術を
届けるとともに、地域で活動してい
るアーティストに活動の場を提供し
ます。

R2
実績

アーティスト発掘コンサートの開
催、アウトリーチ研修、学校等での
アウトリーチの実施

1,367(一般財
源:1,367)

898(一般財
源:898)市民文化部 文化スポーツ振興課

小・中・高校生を対象とし、演奏指導
による技術の底上げと学校や年齢を
超えた演奏経験により、将来にわた
る若手演奏家の交流と育成を行って
います。

1,138(一般財源:1,138)

③

次世代育成音楽イベント開催事業

R2
計画

　幼稚園で開催したことにより、現場の先生方から
幼児期における生の芸術に触れる体験の重要性と
機会の提供を求められたため、今後は幼稚園でも
アウトリーチを開催する。

市民文化部 文化スポーツ振興課

合同練習会６回
オーケストラ合同演奏会１回

R3予算
(一般財源)

13

②

アーティスト派遣(アウトリーチ)事業

R2
計画

アーティスト発掘コンサートの開
催、アウトリーチ研修、学校等での
アウトリーチの実施

1,367(一般財
源:1,367)

　アウトリーチは生の芸術に触れることが事業の目
的であるため、リモートなどの代替方法に馴染ま
ず、コロナ禍にあっては事業の実施が難しい状況で
あった。令和２年度は例年に比べて学校からの申請
が多かったが、緊急事態宣言等の影響により、１学
期に開催予定であったアウトリーチは全て中止と
なった。２学期からは感染対策を十分に講じた上で
開催するとともに、新たに幼稚園で開催すること
で、例年と同様の開会回数を確保することができ
た。
　しかしながら、令和３年度においても、新型コロナ
の影響で既に２回開催中止となっており、終息の見
通しの立たない状況では、今後もこの傾向が続くと
予測される。

舞台運営を行うホールボランティア
と舞台作品を創造する市民グループ
を育成し、市民の自主的な文化芸術
活動を活性化させます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 文化スポーツ振興課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

合同練習会６回
オーケストラ合同演奏会１回

989(一般財
源:989)

R3予算
(一般財源)

市民参加ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ･ﾎﾞﾗ
ﾝﾃｨｱ登録者数
95人

市民参加ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ･ﾎﾞﾗ
ﾝﾃｨｱ登録者数
78人

ｱｳﾄﾘｰﾁ活動の実施回数
18回

ｱｳﾄﾘｰﾁ活動の実施回数
12回

　事業目標の数値が大幅に減少したのは、新型コロ
ナウイルス感染症予防のため来場者を制限したこ
とと、舞台上の密を避けるために出演者を選抜し
たためである。
　新型コロナにより、３月から学校の休校が続いて
おり、部活動が再開したのがゴールデンウイーク明
けであったこともあり、事業の開催が危ぶまれた
が、集中した練習により無事開催できた。
事業の効果を全市に広げるため、令和元年より一
般参加者の公募を行っているが、参加者は少ない。
今後公募参加者数を増やしていくことが課題であ
る。

継
続

　公募による一般参加者を増やすための広報の方
法やリピーターを増やすための工夫を検討する。

次世代育成音楽ｲﾍﾞﾝﾄ
の参加･来場者数
450人

次世代育成音楽ｲﾍﾞﾝﾄ
の参加･来場者数
267人

1,202(一般財源:1,202)
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市内に大規模なホールが無い状況
の対応として、文化活動アドバイ
ザーを設置し市民の文化芸術活動
の支援を行うとともに、小中学生等
の音楽活動に係る支援を行います。

R2
実績

文化活動の相談、情報提供

⑤

文化活動サポート事業

R2
計画

文化活動の相談、情報提供

④

県市協調による新ホール整備

R2
計画

新たなホールの整備推進
12月補正
1,000(一般財
源:1,000)

　令和２年９月に、県に対して県市協調による新
ホール整備を要望して以降、検討会議や協議を重
ねて、県市協調新ホール整備に関する基本計画の
策定や県市の役割分担等を定めた基本協定を締結
することができた。また、令和元年度から中断して
いた旧文化センター跡地の土地境界の確定作業を
完了するなど、順調に新ホール整備を推進できて
いることから、進捗状況をＡとした。

継
続

　令和３年度以降も基本協定に基づき、引き続き市
の役割を果たしていく。

市民文化部 文化スポーツ振興課

2025年度の開館を目標として、市
民県民の文化芸術活動の創造拠点
となる新ホール整備を県市協調で推
進します。 R2

実績

県市協調新ホール整備基本計画を
策定
県市協調新ホール整備に関する基
本協定を締結
旧文化センター跡地の境界を確定

890(一般財
源:890)

R3予算
(一般財源)

1,292(一般財源:1,292)

新たなﾎｰﾙの整備推進
整備推進

新たなﾎｰﾙの整備推進
整備推進

2,535(一般財
源:2,535)

　新型コロナの影響による休館や貸館利用者の減
少、加えてアミコビル内の大型商業施設の撤退によ
る通行量の減少などにより事業目標が大きく減少
した。
　一方で、文化活動の相談や情報提供などの文化
活動アドバイザーの業務件数は増加した。（216件
→228件）

拡
充

　令和３年度から県内に大規模なホールが無くなる
状況において、学校の音楽活動を支援するため、音
楽コンクールの徳島県大会が県外の施設を会場と
して開催される場合のバス代や楽器運送費に係る
経費の一部を補助する事業を新設する。

2,535(一般財
源:2,535)

R3予算
(一般財源)

3,535(一般財源:3,535)

文化施設(ｼﾋﾞｯｸｾﾝﾀｰ､
ｶﾞﾗｽｽﾀｼﾞｵ)の利用者数
22.2万人

文化施設(ｼﾋﾞｯｸｾﾝﾀｰ､
ｶﾞﾗｽｽﾀｼﾞｵ)の利用者数
10.8万人

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

市民文化部 文化スポーツ振興課
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36.4 R3
40

R12
— —

37
R5— —

実績値

R2

R1

H30

3,400

4,900

16,600

R12
18,000

17,500
R5

105 R2

H30

　―

目標値

170
R12

160
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

４　市民一人ひとりがいきいきと輝くまちづくり

目　　　　　　的

　市民のスポーツに対するニーズの多様化に対応できる指導者や地区体育協会・地域スポーツクラブが充実し、
市民一人ひとりが、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて運動やスポーツを楽しみ、わくわくする
生活を送ることができています。
　また、全国規模のスポーツ大会開催等により、質の高いスポーツに触れる機会が充実しています。

153 R1

158

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

14
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 市民主体のスポーツ活動の推進

○ スポーツ・レクリエーションに親しむ機会の充実

○ スポーツ・レクリエーション施設の整備・充実

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
スポーツ・レクリエーション施設
の利用者数（万人）

1
市主催のスポーツイベントへの
参加者数（人）

①
徳島市スポーツ施設個別施設計画策定
事業 A

所　見

　R1、R2は新型コロナウイルス感染症の影響によりスポーツイベントが実施できない状
況であった。今後も新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえつつ、可能な範囲でイベン
ト主催を行いたい。

　R２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、施設の休館・休場により大
幅に利用者数が減少した。R３年度も施設の休館・休場により、R２年度並で推移すると思
われる。

⑥

② 徳島市スポーツ施設予約システム導入 A

④ ニュースポーツのつどい促進事業 B

⑤ 市民スポ・レクフェスティバル開催 C

スポーツ・レクリエーション活動の振興
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

スポーツ・レクリエーションに親
しめる環境が整っていると感じ
る市民の割合（％） ③ スポーツふれあい普及促進事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　策定した計画に基づき、施設の改修・集約化・複合
化等を検討する。

―

R3予算
(一般財源)

―

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

徳島市スポーツ施設個別施設計画
策定事業

R2
計画

市立体育館等のスポーツ施設個別
施設計画の策定

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

拡
充

市立体育館等のスポーツ施設個別
施設計画の策定

―

　市立体育館等１５施設のスポーツ施設個別施設計
画を策定し、今後の対策の基本方針や維持管理の
課題、修繕等の実施方針を決定した。
　すべてのスポーツ施設が老朽化により市民ニーズ
に十分対応できない課題もあるが、計画的な維持
管理・保全を実施するなどの基本方針
を確立することができたためＡとした。

システムを整備することにより、イン
ターネットでもスポーツ施設の予約
及び空き状況確認が可能となりま
す。

R2
実績

スポーツ施設予約システムの導入
準備 ―

319(一般財
源:319)市民文化部 文化スポーツ振興課

スポーツ推進員等が要望のある地域
を訪問し、スポーツを安全に楽しめ
る機会を作ることにより、普及促進
を図ります。

―

③

スポーツふれあい普及促進事業

R2
計画

　システムの適切な維持管理により継続的かつ安定
的に稼働させることで登録者数の拡大を図り、利
用者に対して利便性の向上に努める。
　今後、抽選申込の追加などの機能改善や、同シス
テムと連動したキャッシュレス決済の導入を進め、
さらなる利用者へのサービスの向上を図る。

市民文化部 文化スポーツ振興課

スポーツ推進委員が要望のある地
域を訪問し、スポーツを普及促進

R3予算
(一般財源)

14

②

徳島市スポーツ施設予約システム導
入

R2
計画

スポーツ施設予約システムの導入
準備 ―

　スポーツ施設予約システムを構築し、事前利用者
登録や職員のシステム操作研修を実施するなど、令
和３年４月からの導入に向けた作業を進めることが
できたためＡとした。

スポーツ施設ごとの課題を整理した
個別計画を策定し、施設の改修、集
約化、複合化等の最適化を図りま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 文化スポーツ振興課

R2
実績

拡
充

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

スポーツ推進委員が要望のある地
域を訪問し、スポーツを普及促進

117(一般財
源:117)

R3予算
(一般財源)

ｽﾎﾟｰﾂ施設整備計画の
策定
策定完了

ｽﾎﾟｰﾂ施設整備計画の
策定
策定完了

—

—

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、年度
途中で事業を中止した。
　事業再開に備え、スポーツ推進委員の研修を行
い、指導力向上に努めた。

継
続

　新型コロナウイルス感染症が終息した後、事業を
再開する。

本事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数
1,900人

本事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数
19人

263(一般財源:263)
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各競技主管団体と協議しながら、市
民が様々なスポーツ・レクリエーショ
ンに参加する機会を提供します。 R2

実績
中止

⑤

市民スポ・レクフェスティバル開催

R2
計画

競技スポーツ及び生涯スポーツの
大会を開催

④

ニュースポーツのつどい促進事業

R2
計画

月１回、内町小学校においてニュー
スポーツを実施

222(一般財
源:222)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、年度
途中で事業を中止した。
　事業再開に備え、スポーツ推進委員の研修を行
い、指導力向上に努めた。

継
続

　新型コロナウイルス感染症が終息した後、事業を
再開する。

市民文化部 文化スポーツ振興課

毎月、内町小学校の体育館及び運動
場において、ニュースポーツの集い
を実施し、市民の健康増進と交流促
進を図ります。 R2

実績

内町小学校においてニュースポー
ツを実施
（１回実施）

5(一般財源:5)

R3予算
(一般財源)

205(一般財源:205)

本事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数
400人

本事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数
48人

1,000(一般財
源:1,000)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、事業
を中止した。

継
続

　新型コロナウイルス感染症が終息した後、事業を
再開する。

ｰ

R3予算
(一般財源)

800(一般財源:800)

本事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者数
3,650人

—

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

市民文化部 文化スポーツ振興課
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43.3 R3
54

R12
43.7 R2

47
R545.4 R1

実績値

R1

H30

H29

4.3

5

5

R12
4.5

4.4
R5

113.2 R1

H29

　―

目標値

116
R12

114
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

４　市民一人ひとりがいきいきと輝くまちづくり

目　　　　　　的

　様々な社会教育施設を中心に、あらゆる機会に、あらゆる場所において、生涯にわって自由に学ぶことができ
る環境が充実しており、学習を通して生活の充実が図られ、生きがいを持って心豊かな生活を送っています。

112.4 H30

111.8

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

15
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 身近な学習環境の整備

○ 各種イベント・講座等の充実

○ 情報発信の強化

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 図書の貸出冊数（万冊）

1
主な生涯学習活動への参加者
数 （万人）

① 学習機会の提供支援事業 B

所　見

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、中止した講座や、少人数での開催に変更した講
座などがあったが、感染状況に応じた事業を行い、学習機会の提供に努めた。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、臨時休館や利用制限を余儀なくされたが、
講座・イベントの内容を変更して事業を実施し、特集展示に力を入れることにより資料の
貸出しに繋げた。

⑥

② 地域住民交流促進事業 B

④ 教育普及活動の推進 B

⑤ 考古資料館事業 A

生涯学習の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

社会教育施設等での講座が充
実し、学びやすいと思う市民の
割合（％） ③ 図書館事業 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　新型コロナウイルス感染症への対策のため、三蜜
対策などに留意しながら子どもが「生きる力」を学
び、様々な体験を経験できる講座開設を支援して
いきます。

278(一般財
源:278)

R3予算
(一般財源)

1,067(一般財源:1,067)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

学習機会の提供支援事業

R2
計画

地域等が主体的に企画・運営し、子
どもが「生きる力」を学び、様々な
体験を経験できる講座開設を支援
します。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

地域等が主体的に感染症への対策
を含め企画・運営した、「生きる力」
を学び、様々な体験を経験できる
講座開設を支援しました。

1,133(一般財
源:1,133)

　児童・生徒等が対象であるため、新型コロナウイ
ルス感染症へのより慎重な対応が必要であったた
め、中止せざるを得ない講座が多くなったが、安全
面での対策を十分に講じた上で実施することがで
きた講座に対しては支援することができ、子どもが
「生きる力」を学ぶことに繋げることができた。

講座やイベントの開催をとおして地
域住民の交流を図り、相互理解と地
域社会への参加を促進します。 R2

実績

講座やイベントの開催をとおして地
域住民の交流を図り、相互理解と
地域社会への参加を促進した。

1,018(一般財
源:1,018)

270,845(一
般財
源:270,845)教育委員会 社会教育課

図書館が有する資料や情報を利用
し、子どもから大人まで多くの市民
が自ら調べ、自ら学ぶことができる
環境の充実を図ります。

1,540(一般財源:1,540)

③

図書館事業

R2
計画

　感染症対策に留意しながら継続して地域住民の
交流を図り、相互理解と地域社会への参加を促進
する。

教育委員会 社会教育課

各種講座、イベントの開催
特集展示の実施
電子図書館の充実

R3予算
(一般財源)

15

②

地域住民交流促進事業

R2
計画

講座やイベントの開催をとおして地
域住民の交流を図り、相互理解と
地域社会への参加を促進する。

1,577(一般財
源:1,577)

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、計
画をしていた一部の事業を中止や規模の縮小をせ
ざるを得なかったが、開催した事業をとおして地域
住民の交流を図り、相互理解と地域社会への参加
を促進することはできた。しかし、目標とした参加
人数とはならなかったため、進捗状況はＢとした。

地域等が主体的に企画・運営し、子
どもが「生きる力」を学び、様々な体
験を経験できる講座開設を支援しま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

教育委員会 社会教育課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

各種講座、イベントの開催
特集展示の実施
電子図書館の充実

270,845(一
般財
源:270,845)

R3予算
(一般財源)

地域学遊塾開催回数
140回

地域学遊塾開催回数
33回

地域住民交流の参加者
数
1,500人

地域住民交流の参加者
数
979人

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、臨時
休館や、講座・イベントの内容を変更し事業を実施
した。
　来館者が減少する中でも、特集展示に力を入れ、
合わせて電子図書館や移動図書館の充実を図り、
周知に努めたことで、一定の利用を獲得することが
できた。

継
続

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行いつ
つ、市民ニーズに合った講座・イベントを実施すると
ともに、電子図書館の充実及び周知を図る。

図書利用(貸出)人数
28.8万人

図書利用(貸出)人数
23.6万人

270,845
(一般財源:270,845)
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子どもから大人まで誰もが親しみや
すい開放的な環境づくりに努め、考
古学に関する展示や関連講座、各種
イベント等を実施します。 R2

実績

企画展・特別企画展の開催
考古学に関する講座、イベントの開
催

⑤

考古資料館事業

R2
計画

企画展・特別企画展の開催
考古学に関する講座、イベントの開
催

④

教育普及活動の推進

R2
計画

市民対象に歴史・文化の理解の深
化を図る博物館講座やイベント、子
どもを対象に日本の伝統文化や季
節の伝統行事を体験する歳時記イ
ベントの開催。

3,789(一般財
源:1,629)

　新型コロナウィルスの感染予防を図りながらの事
業実施は基本的に困難である。参加者の安心と安
全を図るため、人数制限を行いながら事業を実施
したので、事業目標には到底及ばなかった。参加者
が集中しないように、一つの講座を２度に分けて実
施するなどの取組みを図り、参加者の学習ニーズ
に可能な限り応えようとした。

継
続

　今後は、参加者を集中させない小規模のイベント
をできるだけ、そして屋外をも対象にしたイベント
を模索していく。

教育委員会 徳島城博物館

広報活動の拡充により、各種博物館
事業に市民が参加しやすい環境づく
りに努め、時宜にかなった展覧会や
博物館講座、各種イベント等を実施
します。

R2
実績

新型コロナウィルスの流行により
実施は、ほぼ半数程度にとどまっ
た。

3,390(一般財
源:1,629)

R3予算
(一般財源)

3,826(一般財源:1,591)

入館者数
44,500人

入館者数
20,200人

32,195(一般
財源:32,195)

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、臨時
休館や、講座・イベントの内容を変更し事業を実施
した。
　感染症予防対策を行い、屋内で予定していた講座
を屋外で行う内容に変更するなど工夫して参加者
の要求に応えることができた。

継
続

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行いつ
つ、展示を充実させるとともに解説会の開催や、市
民ニーズに合った講座・イベントを企画し、実施す
る。

32,195(一般
財源:32,195)

R3予算
(一般財源)

32,195(一般財源:32,195)

考古資料館入館者数
6,700人

考古資料館入館者数
7,309人

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

教育委員会 社会教育課
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37.9 R3
50

R12
39.6 R2

43
R540.6 R1

実績値

R2

R1

H30

72

93

83

R12
135

108
R5

4 R2

H30

　―

目標値

13
R12

6
R5

施　策
２　多様性を認め合える！ 個性あふれるまち「とくしま」の創造

４　市民一人ひとりがいきいきと輝くまちづくり

目　　　　　　的

　住民、ＮＰＯ、企業など多様な主体が、地域の担い手として自ら積極的にまちづくりに参加しています。
　地域においては、各小学校区に活動の拠点となるコミュニティセンターが整備され、地域の課題は地域で解決
し、地域自らの責任のもと地域運営（経営）を行い、地域が主体となって持続可能な地域コミュニティが形成さ
れています。

0 R1

0

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

16
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 地域による主体的なまちづくりの推進

○ コミュニティセンターの活用の推進

○ 協働事業の推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
新たな地域自治協働システム構
築地域数（地域）

1
ＮＰＯなどとの協働事業数（事
業）

① 新たな地域自治協働システムの構築 A

所　見

　 NPOや企業など多様な主体と行政との協働を推進するため、行政との連携調整や各
種研修の実施、協働事業に対する補助金などの支援を行っている。コロナウイルス感染
拡大防止のため、イベント等の事業が減少することに伴い現状値も前回値より減少して
いる。

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、新たなシステム検討への支援が困難な
状況であるが、地域課題の把握に努めており、成果指標は目標値の達成に向けて順調に
推移している。

⑥

② 地域コミュニティ活動・運営の支援 A

④ 地域づくり活動団体等支援 B

⑤ 協働事業の実施 A

地域自治・協働の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

町内会などの地域活動や、ボラ
ンティアなどの市民活動が盛ん
であると感じる市民の割合（％） ③ コミュニティセンターの整備 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　現状の地域課題や少し先の未来の地域像につい
て考え、コロナ禍でも実践してゆけるような計画を
持つ地域団体を支援してゆく。

102(一般財
源:102)

R3予算
(一般財源)

1,237(一般財源:1,237)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

新たな地域自治協働システムの構築

R2
計画

地域協働補助金交付要綱の作成、
地域まちづくり計画の策定

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

縮
小

地域自治協働補助金交付要綱の作
成、システム推進取組を支援するア
ドバイザーによるヒアリングの実
施、地域まちづくり計画の策定

1,548(当初
2,296､3月補
正△748)
(一般財
源:1,548(当初
2,296､3月補
正△748))

　地域自治協働補助金交付要綱を定め、４地域にお
いて地域まちづくり計画を策定した。
　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、新たな
システム検討への支援等がままならない状況で
あったが、地域へのヒアリングを実施したことによ
り課題は把握できており、事業目標も達成している
ため進捗状況をＡとした。

地域コミュニティの活動や運営を支
援し、住民の地域活動参加の促進と
コミュニティセンター活用の推進を
図ります。

R2
実績

地域コミュニティ活動・運営に対す
る支援

133,521(一般
財
源:133,521)

28,071(当初
34,371､3月
補正△6,300)
(一般財
源:5,071(当初
6,071､3月補
正△1,000))

市民文化部 市民協働課

各地域の拠点施設であるコミュニ
ティセンターを安全かつ機能的に利
用できるよう計画的に維持・補修を
行い、各地域団体と連携しコミュニ
ティセンター活用の推進を図りま
す。

132,978
(一般財源:132,978)

③

コミュニティセンターの整備

R2
計画

　住民活動の活性化促進とコミュニティの振興をは
かるため、各地域のコミュニティ協議会に指定管理
費や補助金を交付する。

市民文化部 市民協働課

コミュニティセンターの維持・補修

R3予算
(一般財源)

16

②

地域コミュニティ活動・運営の支援

R2
計画

地域コミュニティ活動・運営に対す
る支援

133,521(一般
財
源:133,521)

　当該活動を行う各コミュニティ協議会に、指定管
理料及び地区住民活動補助金を交付し、その活動
の活性化等を図った。
　事業目標は達成しており、進捗状況をAとした。

地域団体やNPO、企業等を含む地
域の多様な主体が連携・協働しなが
ら、地域社会の運営に参加し地域課
題を地域自ら解決する仕組みを構
築します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 市民協働課

R2
実績

縮
小

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

コミュニティセンターの維持・補修
27,029(一般
財源:5,529)

R3予算
(一般財源)

地域まちづくり計画策
定地域数
4地域

地域まちづくり計画策
定地域数
4地域

支援地域数
26地域

支援地域数
26地域

　各地域の拠点施設であるコミュニティセンターを
安全かつ機能的に利用できるよう、計画に基づき、
加茂及び西富田コミュニティセンターの２施設にお
いて空調改修工事を実施した。
　事業目標は達成しており、進捗状況をAとした。

縮
小

　予算削減により全体的に改修は遅れているが、コ
ミュニティセンターは避難所にも指定される施設で
もあるため、計画に基づいた維持・補修を継続して
実施する。

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの大規模改
修施設数
2施設

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの大規模改
修施設数
2施設

21,197(一般財源:5,397)
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協働事業に関する研修を行い、職員
の意識啓発を図ります。また、協働
事業に対する一部補助を行い、活動
の拡大を図ります。 R2

実績
協働事業に関する研修、協働事業
に対する一部補助

⑤

協働事業の実施

R2
計画

協働事業に関する研修、協働事業
に対する一部補助

④

地域づくり活動団体等支援

R2
計画

市民活力開発センターにおけるＮＰ
Ｏスキルアップ講座、ＮＰＯ等から
の相談業務、広報活動

12,933(一般
財源:12,933)

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、徳島市
市民活力開発センターが休館となった期間があり、
対面での相談対応ができない期間があったが、電
話等による相談は継続して実施した。
　また、ＮＰＯ等から、相談・要望として問い合わせ
が多いオンライン会議ツールの使用方法について、
スキルアップ講座のテーマとしたり、個別での対応
により継続的な活動支援を行った。
　事業目標は達成していないが、制限のある中で活
動支援できたため、進捗状況をＢとした。

継
続

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、市民
活動等の実施内容や方法などが変化してきてい
る。活動方法を模索中のＮＰＯ等からの相談が多
く、ニーズに応えられるように、今後も情報収集な
どを行っていく。

市民文化部 市民協働課

各種研修の実施、ＮＰＯ等からの相
談業務や広報活動に取り組み、継続
的な活動支援を行います。 R2

実績

市民活力開発センターにおけるＮＰ
Ｏスキルアップ講座、ＮＰＯ等から
の相談業務、広報活動

12,933(一般
財源:12,933)

R3予算
(一般財源)

12,933(一般財源:12,933)

市民活動等の相談･対
応件数
130件

市民活動等の相談･対
応件数
69件

2,999(一般財
源:2,999)

　令和２年度徳島市協働による新たなまちづくり事
業については、４件の協働事業を実施し、令和３年
度実施事業を２件選定した。
　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、規模
をやや縮小して事業を実施した。事業選定後、クラ
ウドファンディングを実施し、翌年４月から実施した
ため、外的要因によって事業内容等が変更になる
ことも考慮する必要があった。
　協働事業内容を見直さざるを得なかったが、事業
目標を達成しており進捗状況をＡとした。

見
直
し

　事業選定から事業実施までの期間が開くと、外的
要因によって事業内容に影響がでることや、事業
実施にスピーディーさを求められることから、令和
３年度から事業選定から事業実施までを単年度で
行うよう見直し、推進を図る。

2,971(一般財
源:2,971)

R3予算
(一般財源)

3,039(一般財源:3,039)

協働事業実施件数
4件

協働事業実施件数
4件

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

市民文化部 市民協働課
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5 R2
15

R12
5 R1

8
R53 H30

6 R2
26

R12
6 R1

12
R54 H30

41.9 R3
55

R12

実績値

R2

R1

H30

57.9

57.9

47.4

R12
100

89.5
R5

6,775 R2

H30

　昨年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、地域で避難所運営協議会の設立に
向けた協議ができなかった。今年度は、感染拡大防止対策を取りながら、地域と設立に
向けた協議を進めていく必要がある。

　昨年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため事業を中止し、代替訓練として、市
役所１３階大会議室等において、地域の代表者等と新型コロナウイルス感染症対応避難
所運営訓練を実施した。今後については、早期の避難所運営協議会設立に向けた取組み
を進めるため、新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、感染症大防止対策を取りな
がら実施する必要がある。

　―

目標値

50,000
R12

50,000
R5

48
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　市民が日頃から防災について考え、自ら主体的に取り組む「自助」、地域住民が互いに手を取り助け合う「共
助」、そして、行政が市民や地域の活動を支援し、自助、共助では対応できない課題に取り組む「公助」、この３つ
がそれぞれ最大限に役割を果たすことで、大規模自然災害や複合災害に対しても可能な限り被害を軽減させ、
迅速な復興が可能となる安全・安心なまち「とくしま」が構築されています。

45.3 R2

47.0 R1

43,773 R1

41,485

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

17
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 行政による防災機能（公助）の強化

○ 地区住民による防災体制（共助・自助）の強化

○ 防災意識の向上

○ 危機事象への対応力強化

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
防火・防災訓練等への参加者数
（人）

1
地区別津波避難計画策定率
（％）

① 洪水・高潮ハザードマップの作成 A

所　見

　津波避難困難地域である１９地区の協議会で毎年２地区について策定を支援しており、
令和元年度までに１１地区の協議会で策定しているが、昨年度は、新型コロナウイルス感
染拡大防止のため事業を中止した。今後については、未策定地区においては早期の策定
が求められるため、新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、感染拡大防止対策を
取りながら実施する必要がある。

　新型コロナ感染拡大の影響を受け、防火・防災訓練等の実施回数が減り、参加者数の大
幅な減少となったが、市民一人ひとりの災害に対する危機意識は高まってきている状況
である。しかし、人口減少や少子高齢化、若年世代の地域への繋がりが希薄な状況となる
など、地域の防災活動には一層の支援と活性化が必要である。このため社会情勢の変化
等に対応した防火・防災訓練方法などを検討し成果指標の目標値の達成に努める。

⑥

② 市民総合防災訓練の実施 B

④ 避難支援マップの作成支援 B

⑤ 災害対策本部組織部別訓練の実施 —
市
民
満
足

度
指
標

災害への備えが整っていると感
じる市民の割合（％）

防災・減災対策の強化
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
市民総合防災訓練（感染症対策
含む）の実施地区数（地区）※累
計

3
地域住民が主体となった避難所
運営協議会の設立（地区）※累
計 ③ 地区別津波避難計画の策定支援 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　ハザードマップの見易さや利便性を優先し、住民
が主体的に必要な情報を集約することができるよ
う、総合防災マップではなく、洪水・高潮ハザード
マップのデータ作成を実施した。令和３年度は冊子
作成し、全戸配布する予定。今後、洪水・高潮以外の
災害について、作成の見直しを図る。

2,717(一般財
源:1,359)

R3予算
(一般財源)

21,990(一般財源:21,990)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

洪水・高潮ハザードマップの作成

R2
計画

洪水・高潮ハザードマップのデータ
作成、ホームページによる広報

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

見
直
し

洪水・高潮ハザードマップのデータ
作成、ホームページによる広報の
実施

11,357(一般
財源:9,357)

　改正水防法の規定により国・県から洪水浸水想定
区域及び高潮浸水想定区域が示されたことから、
当初の総合防災マップ作成事業のうち、洪水・高潮
ハザードマップのデータ作成に着手し、ホームペー
ジに掲載して住民広報を図った。
　事業目標であるマップデータ作成及びホームペー
ジによる広報は実施できたので進捗状況はＡとし
た。

将来発生することが想定される南海
トラフ地震等の大規模災害に備える
ため、避難所運営訓練を主体とした
総合防災訓練を実施します。

R2
実績

地域と協議した結果、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、今
年度は実施せず、代替訓練として、
地域の代表者と徳島市新型コロナ
ウイルス感染症対応避難所運営訓
練を実施した。

312(一般財
源:156)

8,148(一般財
源:8,148)危機管理局 防災対策課

徳島市津波避難計画に基づき、地区
の実情を考慮した津波避難計画の
策定を支援します。

5,500(一般財源:5,000)

③

地区別津波避難計画の策定支援

R2
計画

　訓練を実施した地区については、避難所運営協議
会の設立と、避難所ごとの運営マニュアル策定を促
進していく。今後も、年２地区で実施することとして
いるが、新型コロナウイルス感染症の状況により実
施できるか不明である。

危機管理局 防災対策課

八万、東富田の２地区において地
区別津波避難計画の策定を支援す
る。

R3予算
(一般財源)

17

②

市民総合防災訓練の実施

R2
計画

内町地区、加茂地区において、避難
所運営訓練を主体とした市民総合
防災訓練を実施し、実施地区にお
いて、避難所運営協議会の設立を
支援する。

5,000(一般財
源:4,500)

　本事業は、地域コミュニティ協議会や自主防災組
織、町内会等の地域住民が主体となって避難所運
営等を体験してもらう訓練であることから、新型コ
ロナウイルス感染症が収束するまでは事業を実施
することが困難である。今年度については、代替訓
練として、地域の代表者と徳島市新型コロナウイル
ス等感染症対策避難所運営訓練を実施したことか
ら、進捗状況をＢとした。

住民が居住地の災害リスクや避難場
所等について、調べやすく見やすい
ハザードマップを作成します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

危機管理局 危機管理課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

地域と協議した結果、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、今
年度は実施しないこととした。

ｰ

R3予算
(一般財源)

総合防災ﾏｯﾌﾟの作製･
配布
検討

総合防災ﾏｯﾌﾟの作製･
配布
ﾃﾞｰﾀ作成完了

総合防災訓練実施地区
数
13地区

徳島市新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症対応避難所運営訓
練参加地区数
19地区

　本事業は、地域住民のワークショップを通じて、地
区での共通理解とその場合の具体的な避難方法に
ついて検討しておく必要があることから、新型コロ
ナウイルス感染症が収束するまでは事業を実施す
ることが困難である。今年度は事業を実施しないこ
ととしたが、次年度以降に事業をスムーズに進める
ため、地区代表者との打合せを実施したことから進
捗状況をＢとした。

継
続

　地区別津波避難計画の策定支援は、津波避難困
難地域である１９地区の協議会で策定を支援するこ
ととしており、令和元年度までに１１地区の協議会
で策定している。今後も年２地区で実施することと
しているが、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り実施できないことも考えられる。しかしながら、
未策定地区においては早期の策定が求められるた
め、新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、
感染症拡大防止対策を取りながら実施することを
検討する必要がある。

地区別津波避難計画策
定数
13地区

地区別津波避難計画策
定数
11地区

6,703(一般財源:6,703)
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災害時における職員の対応力強化
を図るため、災害対策本部各班の個
別訓練を実施し、課題の解消を図り
つつ、実践体制の整備を図ります。 R2

実績
—

⑤

災害対策本部組織部別訓練の実施

R2
計画

—

④

避難支援マップの作成支援

R2
計画

不動、国府の２地区において避難
支援マップの作成を支援する。

1,650(一般財
源:1,650)

　本事業は、地域住民のワークショップやまち歩き
を通じて、地域の特性や避難時の注意事項等を再
確認し、「住民自らが考え作成する防災マップ」の作
成を支援することから、新型コロナウイルス感染症
が拡大した場合には事業を実施することが困難で
ある。今年度は、下半期に不動地区において避難支
援マップの作成を支援したことから、進捗状況をＢ
とした。

継
続

　避難支援マップは３０地区の協議会で作成支援を
実施することとしており、令和２年度までに２０地
区の協議会で作成している。今後も、年２地区の協
議会で作成することとしているが、新型コロナウイ
ルス感染症の状況により実施できないことも考え
られる。しかしながら、未作成定地区においては早
期の作成が求められるため、新型コロナウイルス感
染症が収束するまでは、感染症拡大防止対策を取
りながら実施することを検討する必要がある。

危機管理局 防災対策課

徳島大学と連携して、住民自らが考
え作成する避難支援マップの作成を
支援します。 R2

実績

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、上半期は実施せず、下半
期、不動地区において、感染症対策
を取りながら避難支援マップの作
成を支援した。

760(一般財
源:760)

R3予算
(一般財源)

1,650(一般財源:1,650)

避難支援ﾏｯﾌﾟ作成地区
数
21地区

避難支援ﾏｯﾌﾟ作成地区
数
20地区

—

—

新
規

　令和３年度から職員の災害対応能力の向上を目
的に実務レベルの訓練を実施する。

—

R3予算
(一般財源)

0(一般財源:0)

—

—

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

危機管理局 危機管理課
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58 R1
100

R12
— —

100
R5— —

41.9 R3
55

R12
45.3 R2

48
R547.0 R1

実績値

R2

R1

H30

6,775

43,773

41,485

R12
50,000

50,000
R5

87.5 R2

H30

  人口減少と高齢化社会の進展を見据え、次世代を担う小学校・中学校・高等学校の児
童・生徒を対象に救命講習を実施し、命の大切さや救命法の重要性を広く浸透させ、次
世代のバイスタンダー養成に取り組んでいる。
　令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止となったため
計測できなかった。

　―

目標値

100
R12

95
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　市民はもとより本市を訪れる全ての人に、質の高い消防・救急サービスが提供されるとともに、市民自らが、
防火・防災意識の高揚を図り、住宅防火対策を実践し、みんなで安全・安心に取り組むまちとなっています。

83.3 R1

81.3

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

18
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 世代を超えた防火・防災意識の普及啓発

○ 住宅防火対策の推進

○ 次世代を担う小・中学生及び高校生を対象とした救命
講習の実施

○ 消防力の強化

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

魅力ある消防団づくり

2
住宅用火災警報器の設置率
（％）

1
防火・防災訓練等への参加者数
（人）

① 子ども防火・防災啓発推進 C

所　見

　新型コロナ感染拡大の影響を受け、防火・防災訓練等の実施回数が減り、参加者数の大
幅な減少となったが、市民一人ひとりの災害に対する危機意識は高まってきている状況
である。しかし、人口減少や少子高齢化、若年世代の地域への繋がりが希薄な状況となる
など、地域の防災活動には一層の支援と活性化が必要である。このため社会情勢の変化
等に対応した防火・防災訓練方法などを検討し成果指標の目標値の達成に努める。

　住宅用火災警報器は、平成１８年５月以前の既存住宅に対する設置促進に加え、平成１
８年６月以降の義務化により設置された警報器で１０年を経過しているものについては
更新するよう啓発を図る必要がある。住宅用火災警報器の設置率は、年々、徐々に上昇
しているため、今後も継続して粘り強く啓発し、成果指標の目標値の達成に努める。

⑥ 消防団の活性化 B

② 住宅用火災警報器の設置推進 B

④ 災害時オペレーションシステムの整備 —

⑤ 119番通報受理体制の強化 B

消防・救急体制の充実
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

災害への備えが整っていると感
じる市民の割合（％）

3
小・中学校及び高等学校の救命
講習実施率（％）

③ 次世代の救急救命育成プロジェクト C

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　基本目標達成への期待ができる取組であるため、
令和３年度も引き続き事業を実施する。基本的な
手法等はこれまでと同様に事業を継続するが、コロ
ナ禍に対応した実施方法を検討し事業目標の達成
に努める。

なし

R3予算
(一般財源)

なし

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

子ども防火・防災啓発推進

R2
計画

移動消防署の実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

新型コロナ感染拡大の影響を受
け、計画していた事業は実施でき
なった。

なし

　新型コロナ感染拡大の影響を受け、計画していた
事業は実施できなったが、学校を対象に職員が出
向し防災指導として訓練を７回、３，９２１人が実施
するとともに、学校が自主的な訓練を１０回、５，７
４９人が実施した。今後、コロナ禍が続く場合でも
新しい生活様式に沿った取組を検討する必要があ
るため、進捗状況をＣとした。

徳島市住宅用火災警報器設置対策
実施計画に基づき、住宅用火災警報
器の設置率の向上及び既設世帯に
対する適切な維持管理の普及啓発
を図ります。

R2
実績

住宅用火災警報器設置対策会議の
実施
市内一斉アンケート調査（設置率）
の実施
広報紙、ホームページ等での広報
を実施
各種研修会や防災指導での普及啓
発の実施
事業所等と連携・協力し広報活動
の実施

なし

745(一般財
源:745)消防局 警防課

次世代を担う小・中学生及び高校生
を対象に救命講習を実施し、命の大
切さや救命法の重要性を広く浸透
させます。

なし

③

次世代の救急救命育成プロジェクト

R2
計画

　基本目標達成への期待ができる取組であるため、
令和３年度も引き続き事業を実施する。基本的な
手法等はこれまでと同様に事業を継続するが、コロ
ナ禍に対応した実施方法を検討し事業目標の達成
に努める。

消防局 予防課

小学生・中学生・高校生を対象とし
た応急手当の普及啓発

R3予算
(一般財源)

18

②

住宅用火災警報器の設置推進

R2
計画

住宅用火災警報器設置対策会議の
実施
市内一斉アンケート調査（設置率）
の実施
広報紙、ホームページ等での広報
を実施
各種研修会や防災指導での普及啓
発の実施
防火クラブによる設置推進活動の
支援

なし

　新型コロナ感染拡大の影響を受け、計画していた
研修会の中止や防災訓練が自主訓練となったこと
から、職員による普及啓発が一部実施できなかっ
た。今後、コロナ禍が続く場合でも新しい生活様式
に沿った取組を検討する。
　住宅用火災警報器設置対策会議において設置率
向上の手法等について検討するとともに、広報紙
やホームページを活用した広報を実施した。また、
事業所や大型店舗と連携・協力し、広報活動を実施
した。
　このため、事業目標は達成できなかったが、コロ
ナ禍でも可能な取組を行い、設置率が前年より４.
２％上昇しており、事業自体は進展しているため、
進捗状況をＢとした。

小学生等を対象に防火・防災意識の
普及啓発を図り、消防に対する興味
や理解を深めるとともに将来におけ
る防火・防災リーダーの育成を行い
ます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

消防局 予防課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

未実施
62(一般財
源:62)

R3予算
(一般財源)

移動消防署(2巡目)
33%

移動消防署(2巡目)
0%

住宅用火災警報器の設
置率
89%

住宅用火災警報器の設
置率
87.5%

　新型コロナウイル感染症拡大の影響を受け、計画
していた事業が実施できなかったため、進捗状況
をＣとした。

見
直
し

　人口減少や高齢化社会の進展を見据え、次世代
を担う小学校・中学校・高等学校の児童・生徒を対
象に救命講習を実施し、命の大切さや救命法の重
要性を広く浸透させ、コロナ禍においても、次世代
のバイスタンダーを養成する必要があることから三
密の防止や教材の共有廃止、人工呼吸は見学のみ
とするなどの感染防止措置を徹底し事業を継続す
る。

小･中学校及び高等学
校での実施率:100%
中･高生のｱﾝｹｰﾄ｢心肺
蘇生法を実施できる｣
100%

未測定

758(一般財源:758)
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⑥

外国人や聴覚・言語機能に障害のあ
る方からの119番通報等に迅速か
つ的確に対応し、誰もが質の高い消
防・救急サービスが受けられるよう
取り組みます。

R2
実績

情報発信、NET119緊急通報シス
テム運用、三者同時通訳サービス
運用

⑤

119番通報受理体制の強化

R2
計画

情報発信、NET119緊急通報シス
テムの運用継続、三者同時通訳
サービスの運用継続

消防局 総務課

④

災害時オペレーションシステムの整
備

R2
計画

— —

—

新
規

—

消防局 警防課

無人航空機（ドローン）やスマート
フォンの映像を活用し、より迅速で
的確な被害把握や人命検索を行い、
災害による被害を最小限に抑えま
す。

R2
実績

— —

R3予算
(一般財源)

9,232(一般財源:2,232)

—

—

1,624(一般財
源:1,624)

　事業について、目標の水準には達し成果は見られ
るが、誰もが質の高い消防・救急サービスを受けら
れるよう、継続して運用し、さらなる情報発信を行
う必要があることから進捗状況はBとした。

継
続

　消防庁では、外国人・障害者からの119番通報や
救急現場等において円滑に対応できるための取組
を推進しているため、本市においても継続して普及
啓発を行う。また、NET119緊急通報システム登録
利用申請の簡素化を図ることで登録促進につなげ
る。

1,616(一般財
源:1,616)

R3予算
(一般財源)

1,612(一般財源:1,612)

未設定

NET119緊急通報ｼｽﾃ
ﾑ登録者数
92人

継
続

　現在までの広報を継続するとともに、「徳島市学
生消防団活動認証制度」の活用実績を作り、学生の
入団促進に向けた広報の更なる強化に取り組む。

消防団の活性化を図るため、大規模
災害発生時の避難所運営の支援や、
平常時の広報啓発活動に従事する
機能別消防団員への入団促進に取
り組みます。

R2
実績

広報紙、ホームページによる広報
のほか、ポスター、リーフレットを市
内の大学に配置し機能別消防団員
募集の広報を実施

2,680(一般財
源:2,680)

R3予算
(一般財源)

消防団の活性化

R2
計画

機能別消防団員の対象である一般
女性及び大学生へ入団促進

4,088(一般財
源:4,088)

　一定数の入団者の確保に繋がったが、目標の充
足率に到達できていないため、継続した入団促進
を図る必要がある。

機能別消防団員の充足
率
100%

機能別消防団員の充足
率
61%

3,888(一般財源:3,888)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

消防局 通信指令課
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40.0 R3
44

R12
— —

41
R5— —

実績値

R1

H30

H29

1,497

1,504

1,606

R12
1,300

1,400
R5

1,118 R1

H29

　―

目標値

700
R12

900
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　自立した消費者による消費者市民社会が実現され、誰もが安全・安心な消費生活を営んでいます。また、市民
の防犯や交通安全に対する意識が向上し、犯罪や交通事故のない安全・安心なまちとなっています。

1,226 H30

1,422

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

19
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 消費者啓発の推進

○ 消費生活相談の充実

○ 防犯の推進

○ 交通安全対策の推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 交通事故発生件数（件）　※暦年

1 刑法犯認知件数（件）　※暦年

① 消費者啓発事業 B

所　見

　関係団体等と連携した消費者の見守りや、消費生活相談、講座の開催、また防犯灯の設
置・管理費助成などに取り組んだことにより、成果指標は目標値の達成に向けて順調に
進捗している。

　未就学児、小中高校生、高齢者を対象とした交通安全講習を実施し、交通安全教育を推
進してきたことにより、成果指標は目標値の達成に向けて順調に進捗している。

⑥

② 消費生活センターの充実 B

④
交通安全教室及び交通安全キャンペーン
の実施 B

⑤ 交通ルールの周知・啓発 —

生活安全の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

交通安全や防犯対策により安全
に暮らせるまちと感じる市民の
割合（％） ③ 防犯灯電灯料金の助成 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　引き続き、交通安全教室と連携して移動消費者教
室の募集を行うとともに、移動消費者教室の内容
の充実を図り参加者数の増加を目指す。実施にあ
たっては感染防止対策を徹底する。

1,026(一般財
源:245)

R3予算
(一般財源)

1,233(一般財源:466)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

消費者啓発事業

R2
計画

情報誌・啓発冊子の発行
ホームページの内容の充実
消費生活講座等　年間　２４回

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

情報誌・啓発冊子の発行
ホームページの内容を充実
消費生活講座等　年間　７回

1,426(一般財
源:488)

　コロナ禍の中、消費生活講座については、定員を
絞る等、感染防止対策を講じた上で開催したが、大
規模イベントが開催できなかったことや、講座の実
施回数が減少したことにより、消費者啓発事業参加
者数は目標人数を下回ったものの、情報誌の配布
等による啓発活動は予定どおり実施することがで
きたため、進捗状況はＢとした。

関係機関と連携し、消費生活相談の
充実と消費生活センターの周知を図
り、高齢者等の消費者被害防止に向
けた取組を推進します。

R2
実績

消費生活相談の充実と周知啓発
高齢者や障害者等の消費者被害防
止

482(一般財
源:0)

16,892(一般
財源:16,892)市民文化部 市民生活課

町内会等が維持管理する防犯灯の
電灯料金を助成することにより、夜
間における犯罪の防止と通行の安
全を図ります。

500(一般財源:0)

③

防犯灯電灯料金の助成

R2
計画

　引き続き、センターの相談業務について広報する
とともに、「徳島市消費者被害防止ネットワーク」を
通じて、高齢者等の消費者被害防止の見守り活動
や啓発事業を実施し、さらなる消費生活センターの
活用促進を図る。

市民文化部 市民生活課

防犯灯電灯料金の助成

R3予算
(一般財源)

19

②

消費生活センターの充実

R2
計画

消費生活相談の充実と周知啓発
高齢者や障害者等の消費者被害防
止

500(一般財
源:0)

　消費生活センター利用者数については、目標人数
を下回ったものの、前年度と比較すると９３件増加
し、消費者トラブルの相談先として消費生活セン
ターの周知が図られたことから、進捗状況をＢとし
た。

情報誌・啓発冊子の発行やホーム
ページの内容充実及び消費生活講
座等の開催を通じて、消費生活に関
する情報提供や周知啓発を行いま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

市民文化部 市民生活課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

防犯灯電灯料金の助成
16,077(一般
財源:16,077)

R3予算
(一般財源)

消費者啓発事業の参加
者数
1,000人

消費者啓発事業の参加
者数
145人

消費生活ｾﾝﾀｰ利用者数
1,800件

消費生活ｾﾝﾀｰ利用者数
1,406件

　防犯灯新設等工事費助成制度の利用による新規
防犯灯の設置や新しい住宅地における設置によ
り、目標を達成できた。

継
続

　町内会等の経済的負担の軽減及び夜間における
犯罪の防止と市民の通行の安全確保のため今後も
事業を継続していく。

助成対象防犯灯数
12,500灯

助成対象防犯灯数
12,600灯

17,130(一般財源:17,130)
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交通ルールやマナー等の自転車の利
用に必要な知識を総合的にまとめた
ルールブックを作成し、交通安全教
室等で配布します。 R2

実績
—

⑤

交通ルールの周知・啓発

R2
計画

—

④

交通安全教室及び交通安全キャン
ペーンの実施

R2
計画

未就学児童、小中高校生、高齢者
を対象とした交通安全講習を実施
し、交通安全教育を推進する。

433(一般財
源:433)

　新型コロナ感染予防のため、多くの交通安全講習
が中止となったため、受講者数が目標を大幅に下
回ったが、外的要因によるものであるため、進捗状
況はＢとした。新たな形態での交通安全講習を推進
する必要があり、具体的には、リモート可能な施設
でのオンライン交通安全講習等、密にならない交通
安全講習を検討し、着実にすすめていく。

継
続

　交通事故件数、交通事故死傷者数は、減少してい
るが、被害にあう高齢者の割合は増加しており、高
齢者に対する交通安全講習を推進する必要があ
る。そのため、新型コロナ感染症対策に留意し、密
にならないオンラインでの交通安全講習を進めて
いく。

市民文化部 市民生活課

交通安全教室や交通安全キャンペー
ンの実施を通して交通安全知識の普
及を推進します。特に高齢者を対象
とした交通安全教育や啓発に重点的
に取り組みます。

R2
実績

新型コロナ感染予防のため、高齢
者交通安全講習が中止となり、受
講者数が大幅に減少した。

396(一般財
源:396)

R3予算
(一般財源)

253(一般財源:253)

高齢者交通安全教室受
講者数
4,100人

高齢者交通安全教室受
講者数
856人

—

—

新
規

　自転車ルールブックを作成し、小学校に対し
2,000部を配布することにより、自転車のルール
やマナーに関する知識の向上を図る。

—

R3予算
(一般財源)

253(一般財源:253)

—

—

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

市民文化部 市民生活課
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R2

54
R547.8 R1

63.3 H30
66.4

R12
62.6 H29

64.4
R562.1 H28

4.9 R2
6.0

R12
4.9 R1

4.9
R54.9 H30

0.5 R1 計画見直し
時設定 R12

実績値

R1

—

—

11

—

—

R12

計画見直し
時設定

149
R5

68 R1

H29

　近年における市道改良率は十分といえない状況であるが、既設道路施設等の老朽化対
策も同時に行う必要があるため、限られた予算内で効果的・効率的な整備を行っていき
たい。

　南海トラフ大地震に備え、四国地区無電柱化協議会において次期無電柱化事業に係る
検討や事業実施について調査研究を行っていきたい。

　近年自転車が環境にやさしい都市内交通の手段だけでなく、災害時における移動手段
になるなど重要な移動手段を担うことが期待される中、徳島市としても安全で快適に自
転車の利用を促すための自転車通行空間を整備するなど徳島市自転車活用推進計画の
進捗管理を適切に行い、自転車利活用の推進に努めたい。

　令和元年度より、10年以上にわたりみちピカ事業の認定団体として活動いただいた団
体を顕彰する制度を創設するなど、認定団体の増加を促す施策を行っているが、昨今の
コロナ禍により、活動そのものがしにくい状況がある。

　―

目標値

100
R12

82
R5

9
R5

51
R12

49

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　災害に強く、人にやさしい道路環境が整備され、誰もが安全で快適に道路や橋を利用できています。また、市
民と行政が連携して適切な道路の維持管理をしています。

R5

61
R12

48 R2

48 R1

47 H30

58.9 R3

51.4

— —

— —

66 H30

62

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

20
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 橋りょうの適切な管理

○ 道路の適切な管理

○ 市道無電柱化の促進

○ 自転車利活用の推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

連携・協力による道路管理

2
緊急輸送道路や避難路等に係る
橋りょうの耐震化率（％）

1
長寿命化対策の橋りょう数（橋）
※累計

① 橋りょうの長寿命化及び耐震化 B

所　見

　国土強靭化に向けた取組が全国的に進められ、生活や経済の基盤となるインフラの長
寿命化や耐震化の重要性が一層増しており、本指標は市民の安全安心をまもる重要なも
のと認識している。本市においては、徳島市橋りょう長寿命化修繕計画等に基づき、より
一層の事業の推進を図っていくため予算の確保に努め、今後目標を達成できるよう努め
ていきたい。

　南海トラフ大地震が発生した場合の緊急輸送道路等における橋梁の被害軽減のための
効果的・効率的な耐震化対策として「徳島市橋梁耐震化計画」を策定している。近年にお
ける目標は達成できているが、引き続き予算の確保に努め、今後も目標を達成できるよ
う努めていきたい。

⑥ 自転車通行空間の整備 B

② 橋りょうの定期点検 A

④ 道路照明灯LED化事業 A

⑤ 無電柱化事業 B

市
民
満
足

度
指
標

安全で安心して、道路や橋が利
用できていると感じる市民の割
合（％）

6
みちピカ事業の実施延長（km）
※累計

5
自転車通行空間を整備した市道
の延長（km）※累計

生活道路の整備
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 道路愛護運動事業 B

⑨

4
無電柱化をした市道の延長
（km）※累計

3
市道の改良率（道路幅４ｍ以上
の舗装された道路の割合）（％）

③ 道路ストック点検事業 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　国の交付金等を活用した財源確保に取り組みつ
つ、「徳島市橋りょう長寿命化修繕計画」、「徳島市
橋梁耐震化計画」に基づき、橋りょうの長寿命化及
び耐震化対策を行う。

312,305(一
般財
源:13,470)

R3予算
(一般財源)

709,521
(一般財源:32,157)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

橋りょうの長寿命化及び耐震化

R2
計画

橋りょうの長寿命化・耐震化事業
の実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

橋りょうの長寿命化・耐震化事業
の実施

622,002(一
般財
源:30,706)

　概ね目標は達成できているが、国の交付金等の
財源確保が課題であるため、進捗状況をＢとした。

「徳島市橋りょう長寿命化修繕計画」
に基づき、５年に１回の定期点検を
実施し、５年ごとに長寿命化修繕計
画の見直しを行います。

R2
実績

橋りょう定期点検の実施
45,895(一般
財源:2,066)

4,500(一般財
2,250)都市建設部 道路維持課

道路の重要度や橋りょう・舗装・照明
灯など道路ストックの情報を整理し
た施設カルテを整備し、予防保全型
の道路管理に取り組みます。

43,920(一般財源:1,977)

③

道路ストック点検事業

R2
計画

　「徳島市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、定
期点検を行う。

都市建設部 道路建設課

施設カルテの整備

R3予算
(一般財源)

20

②

橋りょうの定期点検

R2
計画

橋りょう定期点検の実施
45,895(一般
財源:2,066)

　目標を達成したため、進捗状況をＡとした。

「徳島市橋りょう長寿命化修繕計
画」、「徳島市橋梁耐震化計画」に基
づき、橋りょうの長寿命化及び耐震
化対策を行います。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

都市建設部 道路建設課･道路維持
課　　経済部 耕地課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

施設カルテの整備
4,500(一般財
源:2,250)

R3予算
(一般財源)

長寿命化対策の橋りょ
う数
　46橋(累計)
緊急輸送道路や避難路
等に係る橋りょうの耐
震化率
　73%(累計)

長寿命化対策の橋りょ
う数
　45橋(累計)
緊急輸送道路や避難路
等に係る橋りょうの耐
震化率
　73%(累計)

定期点検橋を行う橋
りょう数
472橋(小規模橋りょ
う)

定期点検橋を行う橋
りょう数
473橋(小規模橋りょ
う)

　道路照明灯154基の点検を行った。今後は、国の
交付金の配分が減少傾向にあるため、財源の確保
が課題である。

継
続

　目標の達成に向けて、引き続き、道路ストック点
検を実施する。

施設ｶﾙﾃの整備率※累
計
60%

施設ｶﾙﾃの整備率※累
計
60%

6,040(一般財源:3,020)
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⑥

将来発生が予想される南海トラフ地
震に備え、防災機能の強化や安全な
歩行空間を確保するため、道路上の
電線類を地下に収容します。（※当
面は次期無電柱化事業に向けた調
査・研究を行う）

R2
実績

次期無電柱化事業の調査研究

⑤

無電柱化事業

R2
計画

次期無電柱化事業の調査研究

都市建設部 道路建設課

④

道路照明灯LED化事業

R2
計画

事業の実施による全面的なLED化
の検討

1,000(一般財
源:1,000)

　道路照明灯のLED化事業に向け、調査・設計など
の検討を実施し、目標は概ね達成されている。

継
続

　環境負荷の低減や維持管理費の削減を目指し、
ESCO事業による道路照明灯のLED化を実施する
ため、令和3年度に事業者の選定を行う。

都市建設部 道路維持課

環境負荷の低減や維持管理経費の
削減を目指し、ESCO事業による道
路照明灯のＬED化に取り組みます。 R2

実績
事業の実施による全面的なLED化
の検討

1,000(一般財
源:1,000)

R3予算
(一般財源)

1,100(一般財源:1,100)

道路照明灯のLED化率
25%

道路照明灯のLED化率
25%

―

　次期無電柱化事業に向けた調査研究であること
から、進捗状況をＢとした。

継
続

　次期無電柱化事業に向けた調査研究を行う。

―

R3予算
(一般財源)

―

調査研究

調査研究

継
続

　国の交付金等を活用した財源確保に取り組みつ
つ、徳島市自転車活用推進計画に基づき、計画的
に自転車通行空間の整備を行う。

徳島市自転車活用推進計画に基づ
き、計画的に自転車通行空間を整備
し、安全で快適な自転車ネットワーク
を構築します。 R2

実績
自転車通行空間整備事業の実施

6,086(一般財
源:88,600)

R3予算
(一般財源)

自転車通行空間の整備

R2
計画

自転車通行区間整備事業の実施
72,200(一般
財源:11,900)

　計画値と実績値は同数値であるが、国の交付金
等の財源確保が課題であるため、進捗状況をＢとし
た。

自転車通行空間整備を
整備した市道の延長
0.5km

自転車通行空間整備を
整備した市道の延長
0.5km

48,713(一般財源:2,221)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

都市建設部 道路建設課
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連携･協力を図る路線
数
125路線

連携･協力を図る路線
数
111路線

　事業目標も概ね達成されており、特に問題はない
ため、引き続き、市民協働による道路管理を促進す
るため、清掃などを行うみちピカ事業への支援を
行う。

519(一般財
源:519)

R3予算
(一般財源)

817(一般財源:817)

862(一般財
源:862)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
計画

都市建設部 道路維持課

市民協働による道路管理を促進す
るため、清掃などを行うみちピカ事
業の支援を行います。 R2

実績

傷害保険・賠償責任保険の加入、清
掃道具等の支給、安全対策用品の
貸与

⑦

道路愛護運動事業

R2
計画

傷害保険・賠償責任保険の加入、清
掃道具等の支給、安全対策用品の
貸与

R2
計画

　市民協働による道路管理を促進するため、清掃な
どを行うみちピカ事業への支援を行った。また、事
業目標は概ね達成されており、活動開始から概ね１
０年を経過する８団を顕彰した。

R2
実績

R3予算
(一般財源)

継
続

R2
実績

R3予算
(一般財源)
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37 R2
48

R12
36 R1

41.6
R535.2 H30

89.2 R3
100

R12
91.9 R2

95
R592.1 R1

実績値

R2

R1

H30

93.1

93.1

93

R12
94

93.5
R5

95.8 R2

H30

　令和2年度末までは、管路全体の耐震化率37.0％である。
　昨年と比べて1.0％の上昇となっている。

　―

目標値

96
R12

96
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　市民がいつでもどこでも安全・安心においしい水を飲むことができています。また、災害等でも水道施設への
被害が最小限にとどめられ、被災した場合でも迅速な復旧ができるとともに、環境に配慮した事業運営や安定
的かつ効率的な事業経営ができています。

95 R1

95.9

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

21
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 安全「いつでも安心して使える水道水の供給」

○ 強靱「どんなときでも供給できる強靱な水道の構築」

○ 持続「将来にわたり運営可能な水道の構築」

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
有収率（水道料金徴収の対象と
なった水量の割合）（％）

1 上水道普及率（％）

① 水質監視・検査の強化 B

所　見

　行政区域内人口は251,403人で、前年度から901人減少。給水人口は233,992人
で849人減少しており、普及率はほぼ横ばいとなった。

　総配水量は前年度から29,237m3減少し31,026,877m3となったが、有収水量は
前年度から209,298m3増加した29,721,523m3であったため、有収率は前年度比
0.8％上昇している。

⑥

② 鉛製給水管対策 B

④ 漏水防止対策の推進 A

⑤ 施設の省エネルギー対策 B

上水道の整備
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

水道が安全で安心して使えると
感じる市民の割合（％）

3 水道管の耐震化率（％）

③ 基幹管路の整備及び耐震化 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　引き続き重要な施策であると認識しており、令和
3年度予算の内、3,800千円は、既設装置の更新
費用を計上している。また委託箇所が2件増加した
ので、現時点で事業目標(17.0)は達成している
(委託14と装置4)が、委託先の箇所数減に備え、
令和5年度に装置の増設(1台)を検討している。最
終の事業目標は市内18箇所以上（13箇所以上を
委託業務、5箇所を水質自動測定装置で測定）とす
る。

725(一般財
源:725)

R3予算
(一般財源)

4,810(一般財源:4,810)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

水質監視・検査の強化

R2
計画

水道法が定めている給水栓での毎
日検査を実施する。同規模事業体
と比較して算出した平均箇所密度
に近づける。委託先に箇所数増を
要請する。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

拡
充

委託先に箇所数の増加を依頼した
が、現状維持であった。

1,010(一般財
源:1,010)

　給水栓での毎日検査は必須であり、中でも残留塩
素の管理は、水道水の【安全】【安心】を担保する上
で特に重要である。測定値を集計し、給水ブロック
や季節毎の動向を分析することで、薬品注入を適
正に実施し、薬品費の抑制に寄与している。委託先
の担当者不足が懸念されるが、常に箇所数増を要
請している。実績値は前年度と変わりないが、厳し
い状況の中令和3年度は委託箇所が増加する予定
で、事業自体は進展しているため、進捗状況をBと
した。

老朽管更新事業等による配水管布
設替にあわせた解消や鉛製給水管
取替工事助成制度により鉛製給水
管の取替を行うことで早期解消を目
指します。

R2
実績

布設替工事　509件
修繕工事　　195件
助成金工事　 20件

2,576(助成
金)(一般財源:)

241,000(一
般財源:)上下水道局 水道整備課

災害時にも十分機能する水道施設
の構築を図るため、効果的・効率的
な基幹管路の耐震化に取り組みま
す。

20,000(一般財源:)

③

基幹管路の整備及び耐震化

R2
計画

　助成金制度の広報活動に努めるとともに鉛製給
水管対策委員会において新たな取組を検討中であ
る。

上下水道局 水道整備課

水道管路緊急改善事業（西の丸系
送水管・眉山系送水管）

R3予算
(一般財源)

21

②

鉛製給水管対策

R2
計画

布設替工事
修繕工事
助成金工事

20,000(助成
金)(一般財源:)

　助成金工事の活用が思うように進んでいない。広
報活動による周知に努めたい。

色、濁り、消毒の効果について、毎日
検査を市内16箇所で実施します。
（12箇所を委託業務、４箇所を水質
自動測定装置で測定）

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

上下水道局 浄水課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

水道管路緊急改善事業(西の丸系
送水管・眉山系送水管)

193,551(一般
財源:)

R3予算
(一般財源)

委託12箇所以上､装置
4箇所

委託12箇所､装置4箇
所

鉛製給水管の解消件数
1,000件

鉛製給水管の解消件数
809件

　計画に基づき事業を進められており、目標を達成
している。

継
続

　今後も計画に基づき事業を継続していく。

基幹管路の耐震管率
49.77%

基幹管路の耐震管率
50.18%

300,300(一般財源:)
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水道事業は、多くのエネルギーを消
費するため、温室効果ガス排出量の
削減と効率的で経済的な水運用を
行うことで省エネルギー化を推進し
ます。

R2
実績

眉山配水ポンプ更新工事の実施、
第十浄水場自家用
太陽光発電設備の継続運用

⑤

施設の省エネルギー対策

R2
計画

眉山配水ポンプ更新工事の実施、
第十浄水場自家用
太陽光発電設備の継続運用

④

漏水防止対策の推進

R2
計画

漏水調査業務
42,680(一般
財源:)

　現状値(R1)を大きく下まわっている。一方で、配
水管での漏水は減少しているが、給水管は更新さ
れにくく経年化が進み漏水量の増加が考えられる。

継
続

　有収率向上のため計画的な漏水調査を実施す
る。

上下水道局 水道維持課

市内全域の配水管・給水管の漏水調
査を効果的・効率的に行い、漏水量
の削減を図り、有収率の向上に務め
ます。 R2

実績
漏水量　565,000㎥

35,574(一般
財源:)

R3予算
(一般財源)

42,350(一般財源:)

有収率
96.0%

有収率
95.8%

40,200(一般
財源:40,200)

　眉山配水ポンプを効率的な運用とするための更
新を行った。
　また、第十浄水場自家用太陽光発電設備の定期
点検を年間2回、日常点検を月1回実施。
　755,922kWh(4/1～3/31)発電し、商用電力
を削減した。外的要因（天候の状況）にも左右され
る中、概ね目標を達成しているため進捗状況をＢと
した。

継
続

　眉山配水ポンプについては今年度更新工事を
行ったため、来年度からエネルギー削減効果が出る
予定であり、自家用太陽光発電設備においては、故
障等により発電が止まる事の無いよう適切に維持
管理を行う。

47,399(一般
財源:47,399)

R3予算
(一般財源)

6,200(一般財源:6,200)

施設使用(商用)電力量
1,081万kWh以下

施設使用(商用)電力量
1,083万kWh(R2)

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

上下水道局 浄水課
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0 R2
16,000

R12
15,736 R1

16,000
R516,193 H30

42.0 R3
46

R12
— —

43
R5— —

実績値

R2

R1

H30

74.1

71.9

71.8

R12
74

72.7
R5

2 R2

H30

　少子高齢化や人口減少、価値観やライフスタイルの多様化により、地域住民相互の連帯
感や結びつきが希薄化しているため、参加者数の維持や幅広い年齢層の参加が課題で
ある。R2年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一斉清掃を中
止としたため、現状値が０となっている。

　—

目標値

8
R12

4
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

５　市民の生命や安全な暮らしをまもるまちづくり

目　　　　　　的

　多発する集中豪雨への雨水対策が進み、浸水被害から市民の生命・財産が守られています。また、市民と行政
が連携して適切な河川水路の維持管理をしています。

2 R1

2

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

22
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 雨水対策の推進

○ 下水道施設の適切な管理

○ ポンプ場の耐震化

○ 連携・協力による河川水路の保全

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
都市下水路ストックマネジメント
計画の策定数（箇所）※累計

1 都市浸水対策の達成率（％）

① 都市下水路事業 B

所　見

　公共下水道における北部処理区住吉分区の雨水施設計画見直しにより、既設排水機場
や水路等の一部を整備済みの公共下水道施設として追加したため、R2年度の現状値が
増加した。

　都市下水路ポンプ場は、建設から年数がたっている施設が多く、老朽化状態を客観的
に把握、評価し、中長期的な施設の状態を予測しながら、計画的かつ効率的に管理する
必要がある。

⑥ 下水道施設の地震・津波対策 B

② 浸水対策事業 B

④ 下水道施設の老朽化対策 B

⑤ 都市下水路ポンプ場改築更新事業 B

雨水対策の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 都市下水路ポンプ場耐震診断事業 B

一斉清掃事業 B

⑨

市
民
満
足

度
指
標

水害への備えが整っていると感
じる市民の割合（％）

3
水路等の一斉清掃の参加者数
（人）

③ 流域治水対策事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　目標の達成に向けて、引き続き浸水対策に取り組
んでいくとともに、住民からの強い要望がある箇所
については、浸水被害状況などを勘案し、優先順位
を設定し、計画的に事業に取り組んでいく。また、
国からの補助金が要望額のとおり交付されるよう
に国へ要望していく。

769,919(一
般財
源:36,778)

R3予算
(一般財源)

1,175,301(繰越547,037)
(一般財源:24,940(繰越
16,476))

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

都市下水路事業

R2
計画

雨水対策施設の整備

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

雨水対策施設の整備

1,348,870(
繰越
471,436)(一
般財
源:37,670

　地元交渉を積極的に行うなど早期発注に努めた
結果、都市浸水対策達成率は、増加した。しかし、用
地問題及び国からの補助金が減額されたことによ
り当初計画どおりの工事発注ができなかったた
め、目標をわずかに下回った。

北部処理区の分流地区における雨
水計画を見直し，雨水施設整備を計
画的に実施し、浸水被害の軽減を図
ります。

R2
実績

北部処理区の住吉分区における雨
水計画の見直し 0(一般財源:)

―
都市建設部 河川水路課

１・２級河川流域のあらゆる関係者
（国、県、市町村等）が協働して、流域
全体で水害を軽減させる治水対策
「流域治水」を進めます。

53,705(うち当初30,000､繰越
23,705)
(一般財源:)

③

流域治水対策事業

R2
計画

　引き続き、北部処理区の分流地区である福島・末
広分区、沖洲分区についても、住吉分区と同様に雨
水計画の見直しに着手し、その後、基本設計及び実
施設計を行い、工事を発注し、面整備率の向上を図
る。

上下水道局 下水道整備課

流域治水対策の検討・整備

R3予算
(一般財源)

22

②

浸水対策事業

R2
計画

北部処理区の住吉分区における雨
水計画の見直し

23,705(一般
財源:)

　Ｒ２年度は北部処理区の住吉分区について、雨水
計画の見直しを行った。今後はこの計画を基に順
次、基本設計及び実施設計を行い工事を発注し雨
水整備を進める予定である。
　Ｒ２年度については、上述のとおり、実際、工事に
着手できていないが、計画見直しにより既存水路
等の活用が見込まれるため、その分を考慮して面
整備率を19.5%とした。
　進捗状況に関しては、コロナの影響により設計業
務に遅れが生じているものの、大きく目標から外れ
ていないため、Ｂとした。

市街地における浸水区域解消対策
として、過去の浸水実績から都市下
水路などの計画的な整備を進めま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

都市建設部 河川水路課

R2
実績

拡
充

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

流域治水対策の検討・整備 ―

R3予算
(一般財源)

都市下水路整備面積
2.00ha

都市下水路整備面積
1.98ha

事業計画区域に対する
面整備率
0%

事業計画区域に対する
面整備率 19.5%

　徳島市流域治水検討会議の中で、徳島市の取り
組み項目について、関係部局と検討を行っている。
令和3年度より整備に取りかかる。

新
規

　国が推進している流域治水対策において、本市の
取り組み対策として位置付けていることから、進め
ていく必要がある。

—

—

70,000(一般財源:70,000)
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⑥

都市下水路ポンプ場施設の老朽化
状態を客観的に把握、評価し、中長
期的な施設の状態を予測しながら、
計画的かつ効率的に管理します。 R2

実績
都市下水路ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策
定、改築更新工事の実施

⑤

都市下水路ポンプ場改築更新事業

R2
計画

都市下水路ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策
定、改築更新工事の実施

上下水道局 下水道整備課

④

下水道施設の老朽化対策

R2
計画

ポンプ場施設の機械・電気設備の
改築更新

197,566(当
初50,150､繰
越91,416､補
正56,000)

　施工方法の検討に不測の日数を要したことに加
え、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあって令
和３年度に繰り越しとなった。一方で、国の補正予
算活用による一部事業の前倒しなど、事業目標の
達成に努めていることから、進捗状況をＢとした。

継
続

　目標達成に向けて、事業の施行順序を精査した上
で、引き続き老朽化対策を推進する。

上下水道局 下水道整備課

適切な予防保全のもと、計画的な修
繕・改築により、持続的な下水道機
能の確保に取り組みます。 R2

実績
ポンプ場施設の機械・電気設備の
改築更新

91,338(当初
0､繰越
91,338､補正
0)

R3予算
(一般財源)

106,150
(当初0､繰越106,150)

対策済み設備数
1設備

対策済み設備数
0設備

135,000(繰
越15,000)(一
般財
源:8,100(繰越
500))

　都市下水路ポンプ場は、建設から年数がたってい
る施設が多く、早急に対応する必要がある。

継
続

　老朽化が進んでいる都市下水路から順次、ストッ
クマネジメント計画策定し、計画的に改築更新工事
を実施していく。

15,000(一般
財源:500)

R3予算
(一般財源)

570,000(繰越120,000)
(一般財源:34,600(繰越7,200))

都市下水路ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ計画の策定数
2箇所

都市下水路ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ計画の策定数
2箇所

継
続

　下水道施設の耐震・耐津波化は喫緊の課題である
が、多くの時間と費用を必要とするため、ソフト対
策も取り入れ、効果的・効率的な対策を推進する。
実施に当たっては、国の防災・安全交付金を活用す
る。

被災時における下水道機能を確保
するため、ポンプ場・処理場施設の
耐震・耐津波化を図ります。 R2

実績
耐震・耐津波化計画策定
ポンプ場耐震・耐津波診断（繰越）

24,225(当初
2,882､繰越
21,343､補正
0)

R3予算
(一般財源)

下水道施設の地震・津波対策

R2
計画

耐震・耐津波化計画策定
ポンプ場耐震・耐津波診断（繰越）

50,843(当初
3,000､繰越
21,343､補正
26,500)

　令和２年度は、効果的・効率的な地震・津波対策を
推進するため、耐震・耐津波化計画を策定した。ま
た、国の補正予算を活用してポンプ場1施設の耐
震・耐津波診断を前倒しで実施している。
　対策の推進には多くの費用と時間を要するが、少
しずつではあるが前進していることから、進捗状況
をＢとした。未設定

耐震･耐津波化工事実
施済み件数 0

26,618(当初0､繰越26,618)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

都市建設部 河川水路課
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地域住民の水路の清掃活動の支援

16,056(一般
財源:17,366)

都市下水路ﾎﾟﾝﾌﾟ場耐
震診断計画の策定数
1箇所

都市下水路ﾎﾟﾝﾌﾟ場耐
震診断計画の策定数
1箇所

水路等の一斉清掃の参
加者数
17,000人

ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症のため
中止
0人

22,036(一般財源:22,036)

　建設年の古い都市下水路ポンプ場から順次、耐震
診断を行い、計画的に耐震補強工事を実施してい
く。

30,000(一般
財源:1,800)

R3予算
(一般財源)

14,000(一般財源:14,000)

30,000(一般
財源:1,800)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

⑧

一斉清掃事業

R2
計画

都市建設部 河川水路課

都市下水路ポンプ場の耐震診断を
順次実施し、施設ごとの優先順位を
定めて耐震対策を効果的・効率的に
行います。 R2

実績
都市下水路ポンプ場の耐震診断

⑦

都市下水路ポンプ場耐震診断事業

R2
計画

都市下水路ポンプ場の耐震診断

R2
計画

　大規模地震発生の可能性が高まっている状況で
あることから、早急に対応する必要がある。

R2
実績

R3予算
(一般財源)

継
続

21,964(一般
財源:21,964)

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一
斉清掃を中止としたが、一部自主的に行った団体
が堆積した土砂等の回収を行った。
　少子高齢化や人口減少、価値観やライフスタイル
の多様化により、地域住民相互の連帯感や結びつ
きが希薄化しているため、参加者数の維持や幅広
い年齢層の参加が課題である。

継
続

　遊具貸出等による清掃活動の促進を図り、参加者
数を維持していく。

都市建設部 河川水路課

本市とＮＰＯが連携して、水路の清
掃活動を行います。

R2
実績

地域住民の水路の清掃活動の支援

R3予算
(一般財源)
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5,326 R1
10,000

R12
4,900 H30

7,000
R54,493 H29

1,436 R1
17,000

R12
1,954 H30

7,000
R51,149 H29

59.0 R3
65

R12

実績値

R1

H30

H29

94.6

95.7

91.2

R12
100

95
R5

197.8 H29

H27

　国における温室効果ガス削減目標が、２６％から４６％に引き上げられる中、本市にお
いても第３次徳島市環境基本計画（地球温暖化対策推進計画を内包）を策定した。市域レ
ベルからも長期的・計画的な視点を持って脱炭素社会の実現をめざし、さらなる施策の
展開が必要である。本市においては、太陽光発電施設の補助事業が廃止される中、再生
可能エネルギーの啓発等工夫しながら重点的に行うことが重要となっている。

　地球温暖化対策や廃プラスチックごみ問題など環境に対する関心が非常に高まってい
る中、本市においてもそれらに対応すべく第３次徳島市環境基本計画の中に地球環境や
循環型社会を位置づけ施策の展開を図る。成果指標に関しては概ね順調に進捗している
が、様々な機会を捉えてさらなる事業の推進を行う。

　—

目標値

40.0%削
減 R12

23.5%削
減 R5

61
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　市域全体で自主的な環境保全活動が促進され、温室効果ガスの排出が抑制された社会が実現されています。
また、人と自然が共生できる健全な環境が創出されています。

— —

— —

199.7 H28

224.4

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

23
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 環境保全施策の総合的な推進

○ 地球温暖化対策の推進

○ 市民による環境問題への取組に対する支援

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2

市域からの温室効果ガス総排出
量（万トン-CO2）
※目標値は、H25年度比（温室
効果ガス総排出量(H25年
度):244万トン-CO2）

1
環境基準の達成状況（達成検体
数/総検体数）（％）

① 環境基本計画推進事業 B

所　見

　公共用水域（河川・海域）及び地下水の水質については、近年、おおむね環境基準を達
成しており、良好な水質を維持しているが、家庭からの生活排水を主な原因とする都市
中小河川等の一部で水質汚濁が依然、問題となっている。大気については全般的に良好
な状態にあるほか、騒音については幹線道路沿いの一部で基準超過が見られる。

　国における温室効果ガス削減目標が、２６％から４６％に引き上げられる中、本市にお
いても第３次徳島市環境基本計画（地球温暖化対策推進計画を内包）を策定した。市域レ
ベルからも長期的・計画的な視点を持って脱炭素社会の実現をめざし、さらなる施策の
展開が必要である。

⑥

② 良好な水質、大気環境等の保全事業 A

④ 生活排水対策事業 B

⑤ 環境保全啓発事業 B
市
民
満
足

度
指
標

省エネルギーに取り組めている
と感じる市民の割合（％）

環境の保全と向上
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
出前環境教室参加人数（累積人
数）

3
住宅用太陽光発電システム設置
件数（累積件数）

③ 地球温暖化対策推進事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　新たに策定した第３次計画を確実に推進するとと
もに進捗状況を適切に把握し、市民等の意見を反
映させながら、目標管理を行う。継続的改善を行い
ながら、市民・事業者等と環境施策の展開を図って
いく。

44(一般財
源:44)

R3予算
(一般財源)

162(一般財源:162)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

環境基本計画推進事業

R2
計画

第３次計画の策定（計画期間満了
に伴う改定）
※新たな事業目標を設定
啓発イベントの開催
環境報告書の作成

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

第３次計画の策定
啓発イベントの開催
環境報告書の作成

120(一般財
源:120)
※ｺﾛﾅ禍により
50千円返却

　コロナ禍により予定していた動物園での啓発イベ
ントは中止になったが、ＨＰ等を利用するなどした
イベントは行うことができた。また、計画の実施状
況を検証するとともにその結果について環境報告
書を作成することによりまとめ、公表した。
　市民会議等による広い意見を参考に第３次計画
の策定を行った。

市域の水質や大気などの環境監視
を行うほか、工場・事業場への立入
調査による規制・指導を行い、良好
な生活環境を確保します。

R2
実績

水質－河川等の水質調査を実施
（延べ1924項目の測定を実施）／
大気－自動測定装置で２カ所、簡
易測定法で１４地点実施／騒音－
一般環境測定として４地点実施

13,631(一般
財源:12,794)

402(一般財
源:402)環境部 環境保全課

市域の温室効果ガス総排出量削減
に向け、市民・事業者のさらなる省エ
ネ行動の定着を図るほか、省エネ機
器や再生可能エネルギーの利用促進
を図ります。

15,639(一般財源:13,925)

③

地球温暖化対策推進事業

R2
計画

　調査地点や測定項目を適時見直すなど、状況に応
じた環境調査を継続していく。

環境部 環境保全課

環境家計簿・うちエコ診断の実施
親子再エネ教室の実施

R3予算
(一般財源)

23

②

良好な水質、大気環境等の保全事業

R2
計画

水質２２地点、大気１６地点、騒音４
地点の調査を実施し、環境基準の
達成状況等について把握を行う。

14,887(一般
財源:14,053)
※ｺﾛﾅ禍により
91千円返却

　公共用水域（河川・海域）及び地下水の水質につ
いては、おおむね環境基準を達成しており、良好な
水質を維持しているが、都市中小河川等の一部で
水質汚濁が依然、問題となっている。
　大気については全般的に良好な状態にあるほか、
騒音については幹線道路沿いの一部で基準超過が
見られる。

第３次徳島市環境基本計画に掲げた
施策（取組）の実施状況をまとめた
環境報告書の作成等を行い、計画に
掲げた取組を推進します。また、目
標進捗状況を把握し、継続的改善に
つなげます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

環境部 環境保全課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

環境家計簿の実施
温暖化に関する出前環境教室の実
施
子ども環境リーダーの認定

250(一般財
源:250)

R3予算
(一般財源)

環境報告書の作成､公
表の実施

環境報告書の作成､公
表の実施

水質･大気･騒音の環境
調査地点数
42地点

水質･大気･騒音の環境
調査地点数
42地点

　コロナ禍により、親子再エネ教室は中止としたが、
温暖化に関する出前環境教室を工夫して行うな
ど、同様な啓発活動は実施できた。また、エコカレ
ンダーを用いた環境家計簿は実施できたが、うちエ
コ診断に関しては実施できなかった。職員によるう
ちエコ診断士の資格更新を行ったが、啓発等も含
め、より効果的な方法を検討していく必要がある。

継
続

　環境基本計画に内包する形で新しく策定した第３
次地球温暖化対策推進計画の進捗状況を適切に把
握するとともに、市民等の意見を反映させながら、
市民・事業者等と環境施策の展開を図っていく。

環境家計簿やうちｴｺ診
断に取り組む市民数
500世帯

環境家計簿やうちｴｺ診
断に取り組む市民数
344世帯

383(一般財源:383)
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市民や事業者の自主的な環境保全
活動が連鎖的に広がるよう、出前環
境教室の開催や地域の環境改善に
取り組む人材等の育成・活動支援を
推進します。

R2
実績

環境リーダーと協働した出前環境
教室の開催
子ども環境リーダー要件の見直し
子ども環境リーダーの認定

⑤

環境保全啓発事業

R2
計画

出前環境教室の開催
環境リーダー活動の支援と協働
子ども環境リーダーの認定

④

生活排水対策事業

R2
計画

生活排水による河川の汚濁防止の
ために、市民への啓発を行う。ま
た、３次計画の検討を行う。

304(一般財
源:304)

　生活排水対策実践活動等に取り組む市民を推進
員として登録し、その活動を支援している（R2年度
末で111名が登録）。
　コロナ対策として、予定していた推進員を対象に
した意見交換会の開催を取り止め、日頃の取り組
みや効果的な啓発方法などを聴取するアンケート
調査を行った。結果は３次計画に反映していく。

見
直
し

　公共下水道の普及率が低く、水質汚濁が改善され
ない中小河川もあることから、生活排水浄化施設
の整備や効果的な啓発手法などを盛り込んだ３次
計画を策定し、推進していく。

環境部 環境保全課

生活排水対策推進計画に基づき、川
をきれいにするための市民啓発を
行います。さらに、２次計画がR２年
度で期間満了となるため、３次計画
を策定します。

R2
実績

・学習会の開催や水切り袋の配布
・３次計画の検討にあたり、推進員
にアンケートを実施。

126(一般財
源:126)

R3予算
(一般財源)

290(一般財源:290)

第3次計画の策定及び
推進
計画検討

第3次計画の策定及び
推進
計画検討にあたりｱﾝｹｰ
ﾄを実施

379(一般財
源:329)

　コロナ禍により出前環境教室の申し込みは、大幅
に減ったが、学校等との協議の上、グループワーク
を座学にするなど開催方法を工夫して、一定数以
上開催することができた、また、子ども環境リー
ダー事業については、認定要件を見直すなど効率
化を行い、認定数増加に繋げることができた。

継
続

　令和３年度より第３次徳島市環境基本計画のも
と、特に子どもへの啓発を強化・拡充していくこと
としている。出前環境教室を中心として、子ども環
境リーダー事業についても、様々な機会を捉えて事
業を展開していきたい。

69(一般財
源:42)

R3予算
(一般財源)

364(一般財源:314)

環境学習に参加した人
の割合
10%

環境学習に参加した人
の割合
集計中

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

環境部 環境保全課
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51.9 R3
68

R12
58.2 R2

61
R557.4 R1

実績値

R1

H30

H29

1,046

1,040

1,047

R12
838

959
R5

13.13 R1

H29

　—

目標値

31.3
R12

16.2
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　リデュース（廃棄物の発生・排出抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再資源化）の意識が浸透し、廃棄物の少
ない、循環型社会が実現しています。
　また、新たな一般廃棄物中間処理施設の整備が進み、廃棄物を適正に処理する環境が整っています。

14.4 H30

15.4

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

24
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ ごみの発生・排出抑制の推進

○ 再資源化の推進

○ ごみ処理施設の整備

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 リサイクル率（％）

1
市民一人一日当たりのごみ排出
量（ｇ）

① 一般廃棄物処理基本計画の推進 A

所　見

　ごみの排出量は、人口減少に伴い減少傾向が続いていたが、ここ２年間程は新型コロナ
ウィルス感染症の影響を受け、家庭から排出させるごみ量が増加しているため、一人一
日当たりのごみ排出量が増加傾向にある。

　資源ごみ回収団体による資源ごみの回収により、リサイクルが図られてきたが、地域コ
ミュニティの希薄化や新型コロナウィルス感染症の影響により活動自体が厳しい環境に
なっていることから、同団体の減少も重なりごみ分別の啓発が低下しリサイクル率低下
の原因の一つになっていると思われる。

⑥

② 資源分別収集の推進 B

④ ふれあい収集事業 A

⑤ 一般廃棄物中間処理施設整備事業 C

循環型社会・廃棄物処理の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

ごみの減量・リサイクルに取り組
めていると感じる市民の割合
（％） ③ 家庭ごみ・事業系ごみの減量化 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　令和３年度に徳島市一般廃棄物処理基本計画の
見直しを行い今後のごみの減量達成目標のため、
市民・事業者・行政は積極的にそれぞれの立場と相
互の連携により、ごみの減量化や再資源化に取り
組んでいく必要がある。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

9,052(一般財源:9,052)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

一般廃棄物処理基本計画の推進

R2
計画

循環型社会の構築に向けた「ごみ
の減量」と「適正処理」の推進

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

循環型社会の構築に向けた「ごみ
の減量」と「適正処理」の推進

0(一般財源:0)

　ごみ減量化を図るには、ごみの発生・排出抑制を
推進する必要があり、それには一人ひとりの日常生
活における取り組みや事業活動における工夫が重
要であり、ごみの減量化を常に意識しつつ、市民・
事業者・行政が協働して、様々な施策に取り組むこ
とも必要である。

市民が排出する資源ごみについて、
プラスチック製容器包装、缶・びん・
ペットボトル、新聞紙、雑誌・ダン
ボール・紙パックの４分別で収集を
実施し、また、持ち込みできる施設
として徳島市エコステーションを常
設し、資源ごみの再資源化を図りま
す。

R2
実績

市民が排出した資源ごみについ
て、プラスチック製容器包装、缶・
びん・ペットボトル、新聞紙、雑誌・
ダンボール・紙パックの４分別で収
集を実施し、資源ごみの再資源化
を図った。

134,514(一般
財
源:128,182)

26,611(一般
財源:26,311)環境部 環境政策課

市民や事業者に対して、ごみの排出
や分別について啓発を行うことによ
り、ごみの減量化を図ります。

141,601
(一般財源:119,105)

③

家庭ごみ・事業系ごみの減量化

R2
計画

　市民が排出する資源ごみを４分別で収集し、徳島
市エコステーションにおいてもさらに資源ごみを回
収し再資源化を図る。

環境部 環境政策課

市民に対して電気式生ごみ処理
機・生ごみ処理容器を普及させ、利
用をしやすくすることで、各家庭か
ら排出される生ごみの減量化を推
進し、家庭ごみの減量を図る。

R3予算
(一般財源)

24

②

資源分別収集の推進

R2
計画

市民が排出した資源ごみについ
て、プラスチック製容器包装、缶・
びん・ペットボトル、新聞紙、雑誌・
ダンボール・紙パックの４分別で収
集を実施し、資源ごみの再資源化
を図る。

131,659(一般
財
源:109,854)

　資源ごみ回収団体による資源ごみの回収により、
リサイクルが図られてきたが、住民のコミュニケー
ションの希薄化や新型コロナウイルス感染症の影響
により活動自体が厳しい環境になっていることか
ら、同団体の減少も重なりごみ分別の啓発が低下
しリサイクル率低下の原因の一つになっていると思
われるため進捗状況をBとした。

平成29年６月に策定した徳島市一
般廃棄物処理基本計画に基づき、平
成29年度から令和13年度までの
15か年の計画期間でさらなる廃棄
物の減量及び適正処理を推進しま
す。また、中間目標年度である令和
３年度の実績を基に見直しを行いま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

環境部 環境政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

市民に対して電気式生ごみ処理
機・生ごみ処理容器を普及させ、利
用をしやすくすることで、各家庭か
ら排出される生ごみの減量化を推
進し、家庭ごみの減量を図った。

20,725(一般
財源:20,425)

R3予算
(一般財源)

ごみの減量と適正処理
の推進
実施

ごみの減量と適正処理
の推進
実施

ﾘｻｲｸﾙ率
15.7%

ﾘｻｲｸﾙ率
13.3%

　ごみの排出量は、人口の減少に伴い減少傾向が
続いていたが、ここ２年間程は新型コロナウイルス
感染症の影響を受け、家庭から排出されるごみ量
が増加しているため、一人一日当たりのごみ排出
量が増加傾向にあり、進捗状況をBとした。

見
直
し

　ごみの排出や分別の啓発のため、さらにごみ分別
促進アプリの普及に努めごみの減量化を図りたい。

市民一人一日当たりの
ごみの排出量
1,009g

市民一人一日当たりの
ごみの排出量
1,018.2g

25,413(一般財源:25,113)
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市民が排出した一般廃棄物を将来
にわたり安定的に処理するため、老
朽化している現施設に代わる新たな
一般廃棄物中間処理施設の整備に
取り組みます。

R2
実績

事業を一時中断し、地元住民との
意見交換会を開催した。また、土砂
災害の危険性に関する調査を実施
するとともに新たな適地調査を
行った。

⑤

一般廃棄物中間処理施設整備事業

R2
計画

市民が排出した一般廃棄物を将来
にわたり安定的に処理するため、
老朽化している現施設に代わる新
たな一般廃棄物中間処理施設の整
備に取り組みます。

④

ふれあい収集事業

R2
計画

一定の条件を満たす高齢者等のご
み出し支援が必要な家庭を対象に
ごみを分別収集し、状況に応じて
声掛けを行う。

0(一般財源:0)

　徳島市において高齢化が進んでいることもあり、
申請件数においては目標値を上回る申請件数で
あったため進捗状況はＡとした。

継
続

　今後においても高齢化は進んでいくため、この事
業については継続していく必要がある。

環境部 環境政策課

一定の条件を満たす高齢者等のご
み出し支援が必要な家庭を対象にご
みを分別収集し、状況に応じて声掛
けも行うふれあい収集事業を実施し
ます。

R2
実績

一定の条件を満たす高齢者等のご
み出し支援が必要な家庭を対象に
ごみを分別収集し、状況に応じて
声掛けを行った。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

0(一般財源:0)

本事業における申請件
数
30件

本事業における申請件
数
122件

165,028(一
般財
源:37,617)

　現候補地での事業を一時中断し、地元住民との意
見交換会を開催した。
　土砂災害基礎調査の結果、施設の安全性や運営
の健全性を確保する上で、現候補地は適性を欠い
た場所であると考えられることから、新たな適地の
調査を行った。

見
直
し

　現候補地は適性を欠いた場所であると考えられ
ることから、新しい場所での建設に向けて計画の見
直しを行うとともに、各市町に見直しを提案し、意
向を確認した上で新たな広域整備の方向性を定め
る。

17,386(一般
財源:8,667)

R3予算
(一般財源)

当初5,879(一般財源:3,993)

施設整備の着実な推進
推進

施設整備の着実な推進
推進

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

環境部 環境施設整備室
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実績値

R1

H30

H29

70

69

68

R12
100

90
R5

51.8 R3

—

目標値

57
R12

53
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　市民が安心して生活できる衛生的な環境が確保されています。また、犬猫が適正に飼育され、人と動物が共
生できる社会が実現しています。

— —

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

25
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 環境衛生対策の推進

○ 狂犬病予防対策の推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

市
民
満
足

度
指
標

衛生面で良好な生活環境が整え
られていると感じる市民の割合
（％）

1 狂犬病予防注射接種率（％）

① 衛生害虫発生の予防 A

所　見

　狂犬病は発症後の死亡率がほぼ100％の非常に怖ろしい感染症ではあるが、国内では
撲滅されたとの意識が高く、危機感に欠けるため接種率は横ばいになっていると思われ
る。

　—

⑥

②
飼い主のいない猫の不妊去勢手術の推
進 C

④

⑤

環境衛生の向上
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

③ 狂犬病予防注射接種事業 C

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　環境衛生を維持するために本件事業の継続する。

11,544(一般
財源:11,544)

R3予算
(一般財源)

11,765(一般財源:11,743)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

衛生害虫発生の予防

R2
計画

本課が指定する区域の公共水路・
側溝等について定期的に巡回し、
薬剤散布を行うことによって害虫
の駆除を行う。

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

計画通り実施できた。

11,901(一般
財源:11,879)

　令和２年４月から同年１０月末までの間において、
公益社団法人シルバー人材センターに業務委託を
行うことで８０７個所の薬剤散布を実施した。

徳島市域で、地域住民の協力のもと
飼い主のいない猫の不妊去勢手術
の助成を実施し近隣への迷惑な環
境被害を防止します。

R2
実績

事業は実施したが、猫の捕獲が困
難であったため、目標値を下回っ
た。

633(一般財
源:317)

7,373(一般財
源:58)環境部 環境政策課

徳島市域で飼育管理されている犬
に対して狂犬病予防注射の巡回接
種を実施し、狂犬病の発生を防止し
ます。

830(一般財源:416)

③

狂犬病予防注射接種事業

R2
計画

　市民からのニーズは依然として高いため本件事
業は継続する。

環境部 環境政策課

狂犬病予防接種法に基づき、予防
接種を実施する。

R3予算
(一般財源)

25

②

飼い主のいない猫の不妊去勢手術
の推進

R2
計画

飼い主のいない猫の不妊去勢手術
の助成を行う。

830(一般財
源:416)

　８０頭の補助枠に対し、６３頭の補助となった。こ
れは、飼い主のいない猫の捕獲が困難であったた
め。
　捕獲困難な場合の次点の者への声掛けや、申請
期間等について検討を行う。

徳島市域で、下水道や側溝等を定期
的に消毒し、衛生害虫の発生を防止
します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

環境部 環境政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

計画通り実施できた。
7,220(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

定期消毒の実施
807個所

定期消毒の実施
807個所

飼い主のいない猫の不
妊去勢手術費の助成率
95%

飼い主のいない猫の不
妊去勢手術費の助成率
79%

　目標値は下回っているが、令和元年度における全
国平均（７１．３％）とは同水準であり、徳島県（６４．
７％）の予防接種率より上回っている。
　著しい接種率の上昇を見込むことは困難な状況
ではあるが、引き続き飼い主への啓発活動に取り
組み、狂犬病予防接種率の向上を目指す。

継
続

　狂犬病予防接種法に定められている事業である
ため、今後も継続する。

狂犬病予防接種率
80%

狂犬病予防接種率
71%

7,388(一般財源:11)
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汚水対策の推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

生活排水が適切に処理されてい
ると感じる市民の割合（％）

③ 下水道管渠改築事業 C

⑥

② 浄化槽設置推進事業 B

④ 下水道施設の老朽化対策 B

⑤ 下水道施設の地震・津波対策 B

2
下水道ストックマネジメント計画
に基づく施設管理の進捗率（％）

1 汚水処理人口普及率（％）

① 未普及対策事業 B

所　見

　国は令和8年度までに都道府県単位で汚水処理人口普及率95％以上の達成を目標と
しており、本市としては事業計画区域に対する面整備率を90％を目標に公共下水道の
新規整備を進める。

　令和元年10月に下水道ストックマネジメント計画を策定し、それ以降に詳細設計及び改
築工事に着手しているが、新型コロナ感染拡大の影響を受け、進捗状況は大幅に遅れて
いる。R5年度の目標達成が困難であることが想定されるため、目標の見直しが必要で
ある。

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

26
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 適切な汚水処理の推進

○ 下水道施設の適切な管理

○ ポンプ場の耐震化

○ 効率的な事業経営

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　生活排水などが適切に処理され、豊かな水環境を保全し、衛生的な生活環境が守られています。

0 R1

—

　—

目標値

計画見直し
時設定 R12

100
R5

実績値

R2

R1

H30

82

80.6

78.7

R12
90

83.8
R5

3%管渠
2%設備

R2

—

51.1 R3
70

R12
59.8 R2

63
R553.4 R1

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　引き続き、北部処理区の汚水整備を進めて未普
及地域の解消に向けて、事業を継続し面整備率の
向上を図る。

824,528(う
ち当初
375,359､繰
越
449,169)(一
般財源:) R3予算

(一般財源)

1,539,641(うち当初977,000､
繰越562,641)
(一般財:)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

未普及対策事業

R2
計画

北部処理区の汚水整備による未普
及地域の解消

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

北部処理区の汚水整備による未普
及地域の解消

1,423,337(
うち当初
938,000､繰
越
485,337)(一
般財源:)

　Ｒ２年度については、他工事や地元等との調整に
より繰越工事件数が増えたため、事業目標としてい
た面整備率を達成できなかった。
　今後は、なるべく設計業務・工事等の早期発注を
行い、繰越工事件数を減らし、面整備率の早期向上
に努める必要がある。
　進捗状況に関しては、事業目標を達成できなかっ
たものの、概ね大きく目標から外れていないため、
Ｂとした。

市民が単独処理浄化槽から合併処
理浄化槽への転換を行う際に、徳島
市が補助金を交付することにより、
汚水処理の普及を図ります。

R2
実績

合併処理浄化槽への転換費用及び
配管費用、汲み取り槽または単独
処理浄化槽の撤去費の補助

22,638(一般
財源:8,152)

365,315(一
般財源:)上下水道局 下水道整備課

ストックマネジメント計画の改築計
画に基づき、下水道管渠の改築工事
を順次実施します。

56,197(繰越13,688)
(一般財源:19,471(繰越4,509))

③

下水道管渠改築事業

R2
計画

　目標の達成に向けて、引き続き汚水処理施設整
備に取り組んでいくとともに、「広報とくしま」、「市
政だより」等での広報活動に努める。

都市建設部 河川水路課

下水道管渠の改築工事及び
工事施行のための設計業務の実施

R3予算
(一般財源)

26

②

浄化槽設置推進事業

R2
計画

合併処理浄化槽への転換費用及び
配管費用、汲み取り槽または単独
処理浄化槽の撤去費の補助

45,795(繰越
3,206)(一般
財源:16,097)

　国は、汚水処理の令和８年度概成を目標としてお
り、汚水処理の普及を国の重点対策事業として位
置付けしていることから、本市も注力する必要があ
る。事業目標は未達成であったが、工事が繰越と
なっただけで申請数自体は減少しておらず、事業
自体は順調に推移しているため進捗状況をBとし
た。

事業計画区域内の汚水整備を進め
て、未普及地域の早期解消を図りま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

上下水道局 下水道整備課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

下水道管渠の改築工事及び
工事施行のための設計業務の実施

80,071(一般
財源:)

R3予算
(一般財源)

事業計画区域に対する
面整備率 88.0%

事業計画区域に対する
面整備率 87.3%

浄化槽補助基数
84基(繰越 6基)

浄化槽補助基数
44基

　新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け、設計
業務の完了及び工事の工程が大幅に遅延し、令和
２年度に竣工した工事が少なかったため、事業目標
の達成には及ばなかった。しかし補正予算を要求す
る等して、下水管渠改築工事の進捗率の向上に向
けて努力している。

拡
充

　目標達成に向けて事業費を拡充要望し、引き続き
改築更新事業を実施する。しかしながら、予算配分
や人員等の関係から、令和５年度に目標達成するこ
とは困難であることが想定されるため、目標の見
直しが必要である。国はストックマネジメント計画
に基づく点検調査で緊急度Ⅰ判定となった管路の
対策完了を令和７年度末で１００％としており、本市
としても同様の目標に見直しを図る。（緊急度とは
管路に対して従来から用いられている施設の機能
や状態の健全さを示す指標）

下水管渠改築工事の進
捗率
25%

下水管渠改築工事の進
捗率
3%

645,018
(うち当初300,000､繰越
345,018)
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被災時における下水道機能を確保
するため、ポンプ場・処理場施設の
耐震・耐津波化を図ります。 R2

実績
耐震・耐津波化計画策定

⑤

下水道施設の地震・津波対策

R2
計画

耐震・耐津波化計画策定
耐水化計画策定（補正）

④

下水道施設の老朽化対策

R2
計画

処理場・ポンプ場施設の機械・電気
設備の改築更新

756,901(当
初413,098､
繰越
277,302､補
正66,500)

　施工方法の検討に不測の日数を要したことに加
え、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあって、
多くの事業が令和３年度に繰り越しとなった。一方
で、国の補正予算活用による一部事業の前倒しな
ど、事業目標の達成に努めていることから、進捗状
況をＢとした。

継
続

　目標達成に向けて、事業の施行順序を精査した上
で、引き続き老朽化対策を推進する。

上下水道局 下水道整備課

適切な予防保全のもと、計画的な修
繕・改築により、持続的な下水道機
能の確保に取り組みます。 R2

実績
処理場・ポンプ場施設の機械・電気
設備の改築更新

253,314(当
初0､繰越
253,314､補
正0)

R3予算
(一般財源)

1,052,426
(当初572,828､繰越479,598)

対策済み設備数
9設備

対策済み設備数
1設備

22,580(当初
8,080､補正
14,500)

　令和２年度は、効果的・効率的な地震・津波対策を
推進するため、耐震・耐津波化計画を策定した。ま
た、豪雨による下水道施設自体の浸水対策として、
補正予算を活用して耐水化計画を策定していると
ころである。
　対策の推進には多くの費用と時間を要するが、少
しずつではあるが前進していることから、進捗状況
をＢとした。

継
続

　下水道施設の耐震・耐津波化は喫緊の課題である
が、多くの時間と費用を必要とするため、ソフト対
策も取り入れ、効果的・効率的な対策を推進する。
実施に当たっては、国の防災・安全交付金を活用す
る。

5,808(当初
5,808､補正0)

R3予算
(一般財源)

34,772
(当初18,000､繰越16,772)

未設定

耐震･耐津波化工事実
施済み件数 0

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

上下水道局 下水道整備課
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156,180 R2
26万人

R12
205,618 R1

23万人
R5216,598 H30

74.2 R3
92

R12
81.8 R2

85
R582.2 R1

実績値

R2

R1

—

3,723

3,600

—

R12
4,700

4,000
R5

33 R2

H30

　コロナ禍における新しいライフスタイルや臨時休園の影響が出ている。また、「とくしま
動物園管理運営計画」のリニューアル推進事業が滞り、施設の老朽化が進んでいる事が
要因として挙げられる。

　—

目標値

98
R12

50
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　社会が成熟化し、市民の価値観が多様化する中、緑とオープンスペースが持つ多彩な機能性が「都市」「地域」
「市民」のために最大限引き出されるとともに、景観意識の高まりにより、魅力あるまちなみが形成されるな
ど、都市空間の活性化が図られています。

30 R1

24

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

27
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 緑化推進事業への参加者数促進

○ 老朽化施設等の計画的な維持管理

○ 良好な都市景観の形成

○ 身近で親しみを感じる動物園づくり

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
老朽化施設等の計画的な維持
管理（公園）　※累計

1 緑化推進事業参加者数（人）

① 緑化推進事業 A

所　見

　広報活動などの意識啓発により、順調に推移している。

　「徳島市公園施設長寿命化計画」に即し、適宜取り組んでいる。

⑥

② 公園施設長寿命化事業 A

④ とくしま動物園リニューアル事業 B

⑤ 希少動物保護推進事業 —

多機能な都市空間の創出
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

まちなかに緑や水辺が豊富であ
ると感じる市民の割合（％）

3 動物園の年間入園者数（人）

③ 景観形成の推進 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　今後も継続して事業展開を図って行く。

2,007(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

2,534(一般財源:0)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

緑化推進事業

R2
計画

情報発信、公園などへの美化意識・
愛護心の啓発、緑化などの活動推
進

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

情報発信、公園などへの美化意識・
愛護心の啓発、緑化などの活動支
援

2,534(一般財
源:0)

　目標値を上回る実績となったため、進捗状況をＡ
とした。

都市公園において、今後、老朽化す
る施設を適切に点検・維持管理し、
施設の長寿命化に努めます。 R2

実績

公園施設の定期点検・維持管理・改
築工事を行い、施設の長寿命化を
実施。

90,444(一般
財源:29,272)

259(一般財
源:259)都市建設部 都市建設政策課

景観まちづくりセミナーの開催等に
より、吉野川や新町川、眉山や城山
などの自然と調和した良好な景観の
保全、創造を進めます。

157,383
(一般財源:49,833)

③

景観形成の推進

R2
計画

　今後も継続して事業展開を図って行く。

都市建設部 公園緑地課

景観まちづくりセミナーの開催

R3予算
(一般財源)

27

②

公園施設長寿命化事業

R2
計画

公園施設の定期点検・維持管理・改
築工事を行い、施設の長寿命化に
努める。

164,624(一
般財
源:52,624)

　目標値と同数の実績となったため、進捗状況をＡ
とした。

公園などへの美化意識・愛護心の啓
発を図り、市民と協働したまちづく
りを推進します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

都市建設部 公園緑地課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

景観まちづくりセミナーの開催
194(一般財
源:194)

R3予算
(一般財源)

新規参加者数
100人

新規参加者数
123人

実施公園数
3公園

実施公園数
3公園

　小学生を対象としたワークショップ形式の「景観
まちづくりセミナー」として、「小学生景観まち歩き
ワークショップ」と「景観模型づくりワークショップ」
を開催し、将来を担う子どもたちに景観まちづくり
に対して意識の向上を図った。

継
続

　平成１７年に景観法が施行され、本市でも平成２５
年に「徳島市景観計画」及び「徳島市景観まちづく
り条例」を策定しており、良好な景観の保全、創造
を進める上で、引き続き市民の意識の向上を図っ
ていく必要がある。景観まちづくりｾﾐﾅｰの

開催回数
2回

景観まちづくりｾﾐﾅｰの
開催回数
2回

235(一般財源:235)
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徳島、四国に生息する希少野生動物
や世界的に絶滅の危機に瀕する動
物の保護や繁殖に積極的に取り組
み、展示とともに環境教育を行いま
す。

R2
実績

―

⑤

希少動物保護推進事業

R2
計画

―

④

とくしま動物園リニューアル事業

R2
計画

濾過器改修工事
20,397(一般
財源:2,097)

　リニューアル事業はゆっくりとではあるが進んで
いるものの、本来の目的である老朽化した施設を
魅力ある動物園に改修する事業そのものはR１年度
から止まったままである。これに加えてコロナ禍の
ため臨時休園を余儀なくされた。また、ソフト面で
は「夜の動物園」等イベント関係がほぼ中止となっ
た。しかし、臨時休園期間中の入園者数を昨年と同
数とし本年度に加算すると前年度同数となり計画
値より実績値が下回ってはいるものの進捗状況を
Bとした。

継
続

　開園から20年以上経過し老朽化が進んでいるこ
とから、入園者のためのリニューアル事業をより推
進し、より魅力ある動物園へと改修を行う。

経済部 とくしま動物園

「とくしま動物園管理運営計画」に基
づき老朽化した獣舎等の改修と園路
整備を行います。 R2

実績
濾過器改修工事

19,793(一般
財源:1,993)

R3予算
(一般財源)

23,879(一般財源:2,479)

入園者数
260,000人

入園者数
156,180人

―

　コロナ禍においてイベントを開催することが困難
であったため、今後はその対応方法を含め検討が
必要である。

新
規

　稀少動物の保護活動を継続し、環境教育について
のイベントを園内だけではなく、出張授業等を通し
て幅広く行っていく必要がある。

―

R3予算
(一般財源)

―

—

—

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 とくしま動物園
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63.7 R3
70

R12
— —

66
R5— —

実績値

R1

—

—

131

—

—

R12
310

205
R5

56 R2

—

　—

目標値

546
R12

231
R5

施　策
３　強靱で未来へと続く！ 安心あふれるまち「とくしま」の創造

６　豊かな自然環境と快適な生活環境が充実した住みやすいまちづくり

目　　　　　　的

　長年放置された危険な空き家が除却され、快適な住宅環境が整備されています。また、高齢者世帯、障害者世
帯及びひとり親家庭が優先して入居できる市営住宅が安定的に供給され、市民の安全・安心な暮らしを支えて
います。

51 R1

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

28
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 住環境に関する総合的な推進

○ 空き家対策の推進

○ 住宅セーフティネットの機能確保

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
既存市営住宅の空き家募集戸
数（戸）※累計

1
危険な空き家の除却数（戸）※
累計

① 市営住宅外壁改修事業 A

所　見

　人口減少や既存の住宅・建築物の老朽化などにより空き家が増え、適切な管理下にな
い危険な空き家に対する懸念が指摘されているところである。本市としては、年々増加
しないように、国の「空家等対策の推進に関する特別措置補」や本市「空家等対策計画」に
基づく取組を推進し、快適な住環境整備に努めたい。

　募集戸数の目標値達成に向けて、予算の範囲内で順調に進捗している。

⑥ 危険空家除却支援事業 A

② 木造住宅耐震改修支援事業 B

④ 空家等対策事業 B

⑤ 空家等実態調査 B

住環境の整備
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 市営住宅補修 A

市営矢三西住宅建替 A

⑨

市
民
満
足

度
指
標

現在の住環境に満足を感じる市
民の割合（％）

③ 危険ブロック塀等耐震化事業 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　市営住宅は建設から数十年以上経過しているも
のが多く、外壁の劣化も進んでいるため、徳島市公
営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に外壁改
修工事等を実施することにより施設の維持保全を
図る。

91,347(一般
財源:24)

R3予算
(一般財源)

93,260(一般財源:10)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

市営住宅外壁改修事業

R2
計画

市営住宅の外壁改修

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

市営住宅の外壁改修

111,318(一般
財源:25)

　事業目標を達成することができた。今後は予算状
況が厳しい中において施設の長寿命化を図る必要
があるため、計画的に事業を進めることが求めら
れる。

既存木造住宅の耐震改修、耐震シェ
ルター設置や住替え支援に取り組
み、快適な住宅環境の整備を図りま
す。

R2
実績

既存木造住宅の耐震化の促進
耐震診断後のフォローアップ

116,717(一般
財源:31,104)

7,500(一般財
源:1,920)都市建設部 建築指導課

通学路や避難路等に面した危険なブ
ロック塀等の耐震化に取り組み、快
適な住宅環境の整備を図ります。

130,416
(一般財源:36,340)

③

危険ブロック塀等耐震化事業

R2
計画

　快適な住宅環境を整備する上で必要な事業であ
るため、所有者の意識啓発を図りながら、引き続き
進めていく。

都市建設部 建築指導課

危険なブロック塀等の耐震化の促
進

R3予算
(一般財源)

28

②

木造住宅耐震改修支援事業

R2
計画

既存木造住宅の耐震化の促進、
耐震診断後のフォローアップ
出前講座の開催

120,019(一般
財源:32,026)

　申込み件数は事業目標を上回ったものの、申請者
のキャンセルにより実績は事業目標を下回ったが、
概ね達成することができたため、進捗状況をＢとし
た。
　国費が要求どおり配分されないなど予算状況が
厳しいが、快適な住宅環境を整備するため、今後も
継続して事業展開を図って行く。
　なお、出前講座については、コロナ禍の影響のた
め未実施である。

塗装材の耐用年数が経過した市営
住宅外壁について、順次、改修しま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

都市建設部 住宅課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

危険なブロック塀等の耐震化の促
進

2,617(一般財
源:1,565)

R3予算
(一般財源)

外壁改修実施住宅棟数
3棟

外壁改修実施住宅棟数
3棟

本事業による改修等件
数
1,120件

本事業による改修等件
数
1,115件

　事業目標を達成することができたため、進捗状況
をＡとした。
　平成３０年６月の大阪府北部地震から3年が経過
し、市民のブロック塀への関心等の低下が懸念され
る。

継
続

　大阪府北部地震において、小学校のブロック塀が
倒壊し児童が死亡した。事業は令和２年度までの３
年間限定の緊急支援事業であったが、同様の危険
なブロック塀が市内にも散在していること、令和３
年２月１３日の「福島県沖を震源とする地震」におい
てもブロック塀が倒壊したことから所有者の意識
啓発を図りながら、今後も継続して事業展開を進
めていく。

本事業による改善数
80件

本事業による改善数
85件

4,000(一般財源:1,000)
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⑥

令和４年度に「徳島市空家等対策計
画」を策定するため、市内の空家の
実態を把握し、データベースを更新
します。 R2

実績

市民から相談のあった空家等に係
る調査、所有者等への維持管理の
通知の送付、データベースの更新。

⑤

空家等実態調査

R2
計画

市民から相談のあった空家等に係
る調査、所有者等への維持管理の
通知の送付、データベースの更新。

都市建設部 建築指導課

④

空家等対策事業

R2
計画

空家等対策協議会の開催
空家相談会の開催

60(一般財
源:60)

　令和２年７月に空家等対策協議会を開催し、特定
空家等の判断基準についての協議を行った。また、
令和２年１０月に徳島県住宅供給公社の協力によ
り、市役所を会場として空家相談会を開催した。当
日は、事前に申込みのあった5人が空家等に関する
問題について専門家からアドバイスを受けた。相談
会への申込件数は目標を達成していたが、協議会
については新型コロナウイルス感染拡大の影響も
あり、１回しか開催できなかったため、進捗状況をＢ
とした。

継
続

　本市においても、空き家は今後、ますます増加す
ることが見込まれ、市民のニーズに合った専門的な
アドバイスが必要となることから、今後とも空家相
談会の周知を広く行い、事業の充実を図る。

都市建設部 住宅課

「空家等対策の推進に関する特別措
置法」に基づく法定協議会を設置し
空家等対策の方向性を検討し、５年
ごとに対策計画を見直します。 R2

実績
空家等対策協議会の開催
空家相談会の開催

25(一般財
源:25)

R3予算
(一般財源)

60(一般財源:60)

空家相談会の申込件数
5件

空家相談会の申込件数
5件

0(一般財源:0)

　市民から相談のあった空家等について現地調査
を行い、資産税課に通知書の送付先を照会し、維持
管理の通知を送付するとともに、その内容を随時、
データベース上で更新した。更新件数は目標値を上
回ったが、市内全域の実態調査は次年度に実施す
るため、進捗状況をＢとした。

継
続

　平成２８年度に実施した空家等実態調査から５年
が経過しており、令和３年度に市内全域の空家等実
態調査を実施することで、本市の空家等の現状を
把握し、次の空家等対策計画策定のための基礎
データとする。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

6,930(一般財源:3,465)

空家ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更新
100件

空家ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更新
114件

継
続

　市内の空き家は増加傾向にあると考えられるた
め、徳島市空家等対策計画に基づき、空き家の所
有者等に適正な維持管理を促す啓発を進めてい
く。

危険な空き住宅の除却支援に取り
組み、快適な住宅環境の整備を図り
ます。 R2

実績
危険な空き住宅の除去支援

6,232(一般財
源:2,193)

R3予算
(一般財源)

危険空家除却支援事業

R2
計画

危険な空き住宅の除去支援
7,500(一般財
源:2,625)

　事業目標を達成することができたため、進捗状況
をＡとした。
　国費が要求どおり配分されないなど予算状況が
厳しいが、周辺の住環境を維持・改善するため、今
後も継続して事業展開を図って行く。

本事業による除却数
161件

本事業による除却数
173件

6,000(一般財源:1,950)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

都市建設部 住宅課
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旧矢三西住宅の解体工事

40,442(一般
財源:44)

市営住宅の供給戸数
55戸

市営住宅の供給戸数
56戸

旧住宅の取り壊し

旧住宅の取り壊し

809,380(一般財源:59)

　住宅セーフティネットの機能確保のため、引き続
き低所得者や高齢者、障害者等に市営住宅の供給
を行う。

43,121(一般
財源:43,121)

R3予算
(一般財源)

34,612(一般財源:34,612)

43,451(一般
財源:43,451)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

⑧

市営矢三西住宅建替

R2
計画

都市建設部 住宅課

住宅セーフティネットの機能確保の
ため、市営住宅を供給します。

R2
実績

市営住宅の空き部屋等の整備

⑦

市営住宅補修

R2
計画

市営住宅の空き部屋等の整備

R2
計画

　事業目標を達成することができた。今後は、高齢
化のさらなる進展に伴い、市営住宅入居の需要が
高まることも想定されるため、計画的に住宅の供
給を行う。

R2
実績

R3予算
(一般財源)

継
続

42,830(一般
財源:57)

　事業目標の達成に向けて令和２年度予定工事は
完了することができた。今後の建替工事において
も、周辺の住環境に配慮するとともに安全に予定
工期内で工事を完了させる必要がある。

継
続

　矢三西住宅は建物の老朽化や設備の劣化が進
み、また耐震性・防火性も低いため引き続き建て替
え事業を進め、市営住宅の戸数の確保を図る。

都市建設部 住宅課

耐用年数が経過し、耐震性の低い市
営矢三西住宅を建替えます。【工程
(予定)】R2～R3：旧住宅取り壊し、
R4：新住宅完成 R2

実績
旧矢三西住宅の解体工事

R3予算
(一般財源)

88



45 R2
78

R12
43 R1

57
R540 H30

1,920 R2
1,500

R12
1,520 R1

1,500
R51,910 H30

77.7 R3
85

R12

実績値

R2

R1

H30

183

170

172

R12
230

190
R5

80 R2

H30

　鳥獣被害対策としての防護柵の設置については、取組の実施集落を一定数で見込んで
おり、防護意識の高まりにつれて実施を希望する集落は増えるものと見込まれる。

　農業用水路・農道の整備における年間の整備延長については、これまでも目標を達成
できているが、引き続き事業実施に取り組み、目標を達成することで今後も効率的で安
定的な農業生産基盤の確保に努めたい。

　—

　—

目標値

80
R12

79
R5

78
R5

67
R12

63

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

７　市民の豊かな暮らしと社会を支える経済基盤を確立するまちづくり

目　　　　　　的

　本市の農林水産業は京阪神地域のほか、国内外に向けた新たな販売ルートを有するとともに、変化する消費、
需要に対応した食料供給地となっています。
　農林水産業を担う人材は、従来の農業就農者に加え、女性やシニア就農など多様な担い手により構成されて
おり、これら担い手によるＡＩやＩＣＴ等の先進技術を活用した新たな取組が生まれています。
　農業用排水路や農林道などの生産基盤の整備が進むとともに、地域の共同活動（草刈りや浚渫）により、農
業・農山村の有する多面的機能が維持・発揮され、本市の豊かな自然環境と、生産効率の進んだ生産環境、ま
た、良好な農山村の生活環境の維持が図られています。

R5

60.8 R3

— —

— —

75.3 R2

75.1 R1

79 R1

78

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

29
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 多様な担い手の確保・支援

○ スマート農業の推進

○ 農林水産物の生産振興及び販路拡大

○ 地域資源（地域の自然・生活・人とのつながり）の保全と
農村振興

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

森林の整備

○ 農業生産基盤の整備

2
農産物等販売金額（ＪＡ出荷分）
（億円）

1 認定農業者数（経営体）

① 農業次世代人材投資事業 B

所　見

　認定農業者数については、新規の認定者数が増加していることもあり、既存の認定者
の更新が行われることで認定農業者数は増加するものと見込まれる。

　ここ近年、漸増状態であるが、気象条件等により、販売金額が大きく変動することも予
想される。

⑥ 農業生産基盤整備事業 A

② スマート農業推進支援事業 —

④ 鳥獣被害対策等事業 B

⑤ 森林整備推進事業 B

市
民
満
足

度
指
標

森林に親しみをもち、森林整備
の重要性を感じる市民の割合
（％）

市
民
満
足

度
指
標

地元産農林水産物が身近に流
通しており、入手し易いと感じ
る市民の割合（％）

農林水産業の振興
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

4
農業生産基盤（農業用排水路・
農道）の年間整備延長（m）

3
鳥獣被害対策として、柵の設置
に取り組む集落数(集落)

③ 農商工連携等支援事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　国では新規就農者増のため本事業を継続するこ
とから、本市においても引き続き募集・営農指導を
行うことで新規就農者の定着を図る。

45,831(一般
財源:0)

R3予算
(一般財源)

53,250(一般財源:0)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

農業次世代人材投資事業

R2
計画

県等が行う研修の通知、就農状況
の確認、次世代人材投資資金の交
付

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

県等が行う研修の通知、就農状況
の確認、次世代人材投資資金の交
付

64,125(一般
財源:0)

　前年度の事業相談実績から12人程度の予算を組
んでおり、随時事業や就農に関する相談を受け付
ける等、年度当初から受け入れ準備を整えていた。
また、継続者の営農を支援するため、県等が行う研
修の通知を行う等、営農の継続支援にも取り組ん
だ。
　事業目標を達成することは出来たが、単年度当た
りの認定新規就農者数が過年度と比較し横ばいと
なっていることから、進捗状況をＢとした。

農業における担い手不足や高齢化
が進行しているため、熟練者の知識
や労働力の不足を補う、「スマート農
業」の実装に対する機運の醸成を図
ります。

R2
実績

— —

2,680(一般財
源:1,340)経済部 農林水産課

農商工連携・六次産業化に取り組む
農家や事業者を支援します。

300(一般財源:300)

③

農商工連携等支援事業

R2
計画

　スマート農業導入意見交換会を開催し、農業分野
における先端技術の実装に対する機運の醸成を図
る。

経済部 農林水産課

新商品の開発に係る経費を補助
首都圏展示商談会へ出展する事業
者をサポート
高収益作物への転換に対する補助

R3予算
(一般財源)

29

②

スマート農業推進支援事業

R2
計画

— —

—

次世代を担う農業者となることを志
向する就農希望者や新規就農者へ
の資金の交付や指導を行い、将来的
に地域の中心的役割を担う人材を
育てます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

経済部 農林水産課

R2
実績

新
規

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

新商品の開発に係る経費を補助
首都圏展示商談会へ出展する事業
者をサポート
高収益作物への転換に対する補助

1,394(一般財
源:697)

R3予算
(一般財源)

認定新規就農者数(累
計)
65人

認定新規就農者数(累
計)
67人

—

—

　本事業は県が事務局を担う、とくしま６次産業化
推進連携協議会と協働し、国の地方創生推進交付
金を活用して行っている事業である。
　KPIとして設定している新商品の開発補助につい
て、事業を活用したのは１件で、事業開始からの累
計は９件となり、目標を達成した。
　コロナ禍においても農商工による新商品の開発
に着手しやすいよう、要件の緩和等を行っていくこ
とが課題である。 継

続

　地方創生への効果が十分に期待できる取組であ
るため、令和３年度も引き続き事業を実施する。
　とくしま６次産業化推進連携協議会との事業につ
いては要件の緩和等を含めて、要綱等を対応させ
ながら活用拡大に努めていく。

商品開発数※累計
9品

商品開発数※累計
9品

2,244(一般財源:1,122)
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⑥

本市における森林所有者への意向
調査、森林境界の明確化、そして間
伐等の森林整備を実施し、森林の持
つ多面的機能の向上を図ります。 R2

実績

森林所有者への意向調査、調査結
果を踏まえた経営管理権集積計画
の策定、森林境界明確化、間伐の
実施

⑤

森林整備推進事業

R2
計画

森林所有者への意向調査、調査結
果を踏まえた経営管理権集積計画
の策定、森林境界明確化、間伐の
実施

経済部 耕地課

④

鳥獣被害対策等事業

R2
計画

有害鳥獣の捕獲や誘因物除去など
の環境整備に加え、効果的な被害
防除（侵入防止柵の設置）の実施に
より、鳥獣被害の防止に取り組む。

4,928(一般財
源:3,431)

　事業目標とした説明会開催地区数は達成できな
かったものの、実施できた集落では侵入防止柵の
設置につながっており、被害防止に効果が期待で
きる。また、個人単位から実施できる小規模侵入防
止柵設置補助やわな猟免許取得補助により、実施
者以外の地域住民へ被害対策の有効性を示すこと
につながり意識づくりに一定の効果が期待できる。

継
続

　引き続き地域での侵入防止柵の設置を含めた鳥
獣による被害対策を進めるため、地域住民への説
明機会を設け、集落としての鳥獣対策の必要性を
周知させる。

経済部 農林水産課

有害鳥獣の捕獲や誘因物除去など
の環境整備に加え、効果的な被害防
除（侵入防止柵の設置）の実施によ
り、鳥獣被害の防止に取り組みま
す。

R2
実績

説明会を開催した４地区において
鳥獣被害対策協議会を主体として
鳥獣被害防止総合対策交付金を活
用した侵入防止柵を設置したほ
か、市単独事業で小規模侵入防止
柵の補助、わな猟免許取得補助、
猟友会による有害鳥獣捕獲活動を
実施した。

4,604(一般財
源:3,128)

R3予算
(一般財源)

5,015(一般財源:3,551)

説明会の開催地区数
6地区

説明会の開催地区数
4地区

15,000(一般
財源:0)

　事業始動の年で事業開始時期に遅れがあったも
のの森林所有者の声に丁寧に対応していくことで、
1件の相談を、経営管理権集積計画の策定、森林境
界明確化、間伐にまで進めることができた。今後
も、森林所有者からの相談を大切にするとともに、
相談からの課題解決型の窓口づくりにより一層取
り組んでいきたい。
　実績がつくれたことより、令和３年度からの本格
始動への足がかりとなったことより進捗状況をＢと
した。

拡
充

　森林所有者からの相談を大切にするとともに、地
域の山に詳しい方等の情報収集を行い、間伐実施
に必要不可欠である森林境界明確化を迅速に進め
ていけるよう努めていく。また、新型コロナ拡大防
止のため説明会の実施ができなかったこともあり
森林所有者への制度周知が不完全であるため、制
度周知も併せて務めていく必要がある。

7,436(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

17,000(一般財源:0)

本事業による間伐等の
森林整備実施面積
1ha

本事業による間伐等の
森林整備実施面積
1.48ha

継
続

　今後も引き続き、農地施設（農業用排水路、農道）
の年間整備延長を維持することで、営農の合理化、
農業収益の向上、農業環境の保全、農村の定住化
を図り、農業の振興に努める。

農業の振興を図るため、農業生産基
盤（農業用排水路・農道）の整備を行
います。 R2

実績
農業用排水路・農道の整備

300,179(一
般財
源:25,954)

R3予算
(一般財源)

農業生産基盤整備事業

R2
計画

農業用排水路・農道の整備
371,460(一
般財
源:26,125)

　事業計画の見直しや詳細設計の再検討等により、
コスト縮減に努めより一層の効率的・効果的な農業
施設の整備に務めた結果、目標を達成することが
出来た。

農業生産基盤の年間整
備延長
1,500m

農業生産基盤の年間整
備延長
1,866m

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 農林水産課
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46 R1
65

R12
60 H30

65
R570 H29

26 R2
58

R12
25 R1

37
R524 H30

30.6 R3
39

R12

実績値

H28

H24

 

563,908

501,605

 

R12
600,000

583,000
R5

4,050 R1

H29

　中小企業白書では、2017年度から2019年度における開業率が、徳島県で0.7％、全
国でも1.4％減少していることから、全国的な要因が考えられる。なかでも消費税の増税
による影響が大きかったものと思われる。

　企業誘致は、雇用創出や税収面で地域経済への波及効果に即効性があり、将来を見据
えた持続性のある地域経済を確立していくためにも、非常に重要な施策であることか
ら、今後も積極的に取り組んでいく。国や県の動きを注視しつつ、連動して制度の改正の
検討を行い、効果的な企業誘致を進める。

　—

目標値

4,458
R12

4,436
R5

32
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

７　市民の豊かな暮らしと社会を支える経済基盤を確立するまちづくり

目　　　　　　的

　経済に大きな変革をもたらすＡＩや５Ｇなどの技術革新により、活力ある産業が育成されるとともに、新たな
ビジネスモデルによるイノベーションの創出が図られ、本市経済を牽引しています。
　また、経済発展と事業課題の解決に取り組む社会（Society5.0）の実現に向けてＩＣＴの活用による働き方
改革の推進や生産性向上に向けた取組が強化され、経営基盤の安定化が図られています。

29.4 R2

27.0 R1

4,275 H30

4,414

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

30
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 新たな価値の創造

○ 域外所得の獲得強化

○ 企業誘致の推進

○ 産業人材の育成

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名 ○

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

創業の促進

2
市内製造品出荷額（従業員4人
以上）（億円）

1 付加価値額（百万円）

① 産業支援交流センターの運営 B

所　見

　平成２４年から平成２８年の増加分は、消費税に係る集計上の取扱い変更、消費税率の
変更、補足（補足訂正）処理の改善といった影響が含まれている。

　製造業は内外の情勢に対して敏感な企業が多く、貿易摩擦や原材料価格の上昇など影
響により業況が悪化するとともに、事業者数の減少も続いており、減少傾向にある。

⑥ 中小企業人材確保・育成事業 B

② ＩＴ導入支援事業 B

④ EC参入支援事業 —

⑤ 企業誘致・雇用拡大等推進事業 B
市
民
満
足

度
指
標

市内事業者の事業活動が活発
になったと感じる市民の割合
（％）

地域産業の振興
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 創業促進事業 B

⑨

4 企業等の誘致件数（件）※累計

3
創業支援を受けた者のうちの創
業者数（人）

③ 中小企業販路拡大支援事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　コロナ禍での社会情勢を踏まえたセミナー等を開
催するとともに、引き続き地域産業の情報発信を
推進していく。

16,951(一般
財源:16,951)

R3予算
(一般財源)

19,554(一般財源:19,554)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

産業支援交流センターの運営

R2
計画

・地域産業を担う事業者による
ワークショップの開催
・本市の産業振興を図るため、関係
機関等との共同によるセミナーの
開催
・コワーキングスペースなどの施設
の提供等

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

＜センター１階＞　藍染・木工製品
を中心に商品を展示・販売、地域産
業を担う事業者によるワークショッ
プを開催
＜センター９階＞　貸スペース等の
施設提供、セミナーの開催

16,951(一般
財源:16,951)

　新型コロナウイルス感染症の影響により、利用は
抑制された形となったが、地域産業の情報発信に
努めるとともに事業者の無料相談等を実施した。

ＩＴ専門家による中小企業者へのＩＴ
導入支援を行いイノベーションの創
出を図ることで事業の効率化や新た
な販売方式の導入等、経営力の強化
を図ります。

R2
実績

ＩＴ導入に関するセミナーの実施
ＩＴ導入個社支援業務
フォローアップ業務

1,969(一般財
源:0)

15,701(一般
財源:0)経済部 経済政策課

中小企業の首都圏・海外への販路拡
大に向けた取り組みを支援するた
め、補助制度を設けるとともに、専
門家派遣を実施します。

1,300(一般財源:0)

③

中小企業販路拡大支援事業

R2
計画

　ＩＴを活用することで生産性を向上させ、経営課題
を解決することが期待されているが、中小企業で
は、資金不足によりＩＴの未活用、未更新、ＩＴ人材不
足による活用の最適化が図られていないケースが
見られる。そのため、今後もＩＴ導入を目指す事業者
に対する支援を行って行く必要がある。

経済部 経済政策課

中小企業販路拡大事業に対する補
助金の交付、ＩＴ導入に対する支援
業務、専門家による相談窓口の設
置・訪問業務、海外販路開拓セミ
ナーの実施

R3予算
(一般財源)

30

②

ＩＴ導入支援事業

R2
計画

ＩＴ導入に関するセミナーの実施
ＩＴ導入個社支援業務
フォローアップ業務

3,000(一般財
源:0)

　セミナーをオンラインで２回開催、個社支援を４社
（計１０回）、フォローアップを１社（１回）行ったが、Ｉ
Ｔ導入までの支援を行えたのは１社（２件）であっ
た。
　今後は支援事業の周知活動に力を入れ、個社支
援件数を増やしていく必要がある。

地域産業を担う事業者や起業家等
の支援を通じて、本市の産業振興を
図るため、関係機関等との共同によ
るセミナーの開催やコワーキングス
ペースなどの施設の提供等につい
て、指定管理者と連携して実施しま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

経済部 経済政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

中小企業販路拡大事業に対する補
助金の交付、ＩＴ導入に対する支援
業務、専門家による相談窓口の設
置・訪問業務、海外販路開拓セミ
ナーの実施

8,464(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

施設(9階)の利用者数
1600人(R2見込
み)(延べ人数)

施設(9階)の利用者数
R2 2,268人(延べ人
数)

本事業による課題への
改善項目数
2件

本事業による課題への
改善項目数
2件

　補助金を活用した事業者へのアンケートでは、ほ
とんどの事業者から販路拡大に向けて成果があっ
たと回答があった。
　一方で、制度を利用する事業者の固定化が進んで
いることから、経営相談等を充実させ、経営課題解
決のための支援を必要としている事業者を掘り起
こし、支援施策とのマッチングに取り組む必要があ
る。

継
続

　本市の中小企業の多くは、人材や資金面などの経
営資源に乏しく、マーケティング力が弱いため、販
路の拡大が難しい状況にある。このような事業者に
対し、専門家の助言を基に、経営課題を踏まえ今後
の経営戦略をたてていくための相談業務や販路拡
大に向けた補助金制度活用の推進など、的確で効
果的な支援を行っていく必要がある。

｢販路拡大に効果が
あった｣と回答した事業
者の割合
90%

｢販路拡大に効果が
あった｣と回答した事業
者の割合
92%

7,973(一般財源:1,072)
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⑥

本市経済の活性化や雇用創出に効
果の高い業種の立地を促進するた
め、雇用奨励金等の奨励措置を設け
ることにより、企業誘致の推進を図
ります。

R2
実績

雇用の場を確保するため、企業誘
致の推進

⑤

企業誘致・雇用拡大等推進事業

R2
計画

雇用の場を確保するため、企業誘
致の推進

経済部 経済政策課

④

EC参入支援事業

R2
計画

— —

—

新
規

　ＥＣビジネスに参入し、販路拡大を行おうとする中
小企業者に対し、必要な経費を補助することによ
り、新規需要の掘り起こしと収益の改善を図る。

経済部 経済政策課

ＥＣビジネスに参入し、販路拡大を行
おうとする中小企業者に対し、必要
な経費を補助することにより、新規
需要の掘り起こしと収益の改善を図
ります。

R2
実績

— —

R3予算
(一般財源)

9,000(一般財源:9,000)

—

—

27,554(うち
当初23,230､
3月補正
4,324)(一般
財源:27,554)

　３社からの奨励制度についての問合せがあり、１
社への奨励指定を行っている。
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、県の制
度緩和に合わせ、奨励指定の要件達成期間の緩和
を行った。

継
続

　企業誘致は、雇用創出や税収面での地域経済へ
の波及効果に即効性があることから、引き続き県
との協調を図りながら、雇用創出効果の高い工場
や情報通信関連企業等の誘致を進める。

26,803(一般
財源:26,803)

R3予算
(一般財源)

14,840(一般財源:14,840)

企業等の誘致件数
3社

企業等の誘致件数
1社

見
直
し

　目標達成に向けて、商工会議所との連携による人
材育成研修の実施や、補助制度の活用により、新規
事業者の人材力向上への取り組みが推進されるよ
う、引き続き支援を行う。
　また、事業承継の支援については、今後、人材確
保・育成事業ではなく、創業促進事業とともに支援
を行うよう事業内容を見直す。

中小企業の人材育成やＵＩＪターンを
含む人材確保の取組に対する補助、
セミナーの開催等により、中小企業
の人材不足の解消と人材力の向上
を図ります。

R2
実績

中小企業人材確保・育成支援に対
する補助金の交付、中小企業人材
育成に関するセミナー開催への補
助金の交付、ＢＣＰ作成支援セミ
ナーの実施

2,305(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

中小企業人材確保・育成事業

R2
計画

中小企業人材確保・育成支援に対
する補助金の交付、中小企業人材
育成に関するセミナー開催への補
助金の交付、事業承継マッチングセ
ミナー開催に対する補助金の交
付、ＢＣＰ作成支援セミナーの実施

3,894(一般財
源:0)

　今年度支援を受けた事業者数は、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により、事業承継セミナーの未
開催や人材育成セミナーの開催回数の減少及び参
加人数の減少に伴い、支援実績は減少しているが、
人材確保育成補助金では新たな事業者の活用があ
り、補助金を活用した採用活動で２２名の採用につ
ながっている。
　今後も、補助制度やセミナーの周知を強化し、中
小企業の人材力向上への取り組みが推進されるよ
う、支援に努める。

本事業により支援を受
けた事業者数
160事業者

本事業により支援を受
けた事業者数
109事業者

2,261(一般財源:0)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 経済政策課
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創業支援を受けた者の
うちの創業者数
65人

創業支援を受けた者の
うちの創業者数
42人

　産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画
の実施にあたり、市町村が実施する創業支援等事
業として計画している事業であることから継続す
る。

7,770(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

9,540(一般財源:1,500)

8,940(一般財
源:0)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
計画

経済部 経済政策課

新たな需要や雇用の創出を促進す
るため、創業支援事業者と連携し
て、相談会やセミナー等を実施する
とともに、創業に要する経費の補助
を行います。

R2
実績

連携窓口の継続的な設置、創業支
援相談会・各種創業に関するセミ
ナーに実施、創業促進補助金の交
付、運転資金の支援

⑦

創業促進事業

R2
計画

連携窓口の継続的な設置、創業支
援相談会・各種創業に関するセミ
ナーの実施、創業促進補助金の交
付、運転資金の支援

R2
計画

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、各種
セミナーの募集人数の縮小や実施回数を減少させ
るなど、開催自体の中止も含めて年間創業支援者
数が減少したことから、目標を達成することができ
なかった。

R2
実績

R3予算
(一般財源)

継
続

R2
実績

R3予算
(一般財源)
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90,077 R2
100,000

R12
96,405 R1

97,000
R597,179 H30

57.9 R3
75

R12
64.6 R2

68
R567.3 R1

実績値

H28

H24

 

1,986

1,936

 

R12
2,100

2,000
R5

2,717 H28

 

　近年、水産物においては、近海を中心に漁獲量の減少が続いているとともに、令和２年
度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、青果物・水産物共に、飲食業界
からの業務用需要が低迷し、取扱数量は減少している。今後も食のライフスタイルの変化
やコロナの収束が見込めないことから、目標値達成へ乖離していくことが考えられる。

　—

目標値

2,800
R12

2,750
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

７　市民の豊かな暮らしと社会を支える経済基盤を確立するまちづくり

目　　　　　　的

　商店街をはじめとする商業地において、生活や娯楽などの需要を満たした魅力的な店舗の集積により、多く
の人々が集まり、まちのにぎわいづくりに寄与しています。
　また、中央卸売市場においては、多様化する流通や消費者ニーズの変化に対応できる市場機能を備えた生鮮
食料品の流通拠点であるとともに、市民・県民に親しまれる身近な施設として地域や社会に貢献しています。
　食肉センターは、充実した設備と健全な経営環境のもと、安全・安心な食肉の安定供給の役割を担います。

2,240 H24

 

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

31
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 魅力的な商業地の形成

○ 中央卸売市場機能の充実

○ 食肉センターの整備

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 小売業年間商品販売額（億円）

1 小売業事業所数（事業所）

① 商店街等活性化支援事業 C

所　見

　小売業事業所数は横這いとなっており、地域商業団体等への支援や産業振興に資する
取組など継続して支援していく。

　平成２４年から平成２８年の増加分は、消費税に係る集計上の取扱い変更、消費税率の
変更、補足（補足訂正）処理の改善といった影響が含まれている。

⑥

② 中心市街地出店支援事業 C

④ 市場施設整備事業 B

⑤ 食肉センターの整備 B

商業・サービス業の振興
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

日常生活における買い物に困る
と感じない市民の割合（％）

3
中央卸売市場における取扱数量
（ｔ）

③ 市場活性化事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
96



　地域商業団体が自ら改装するケースが減ってい
ることから、前年度予算より縮小する。なお、借主
側自身による改装へシフトしていることから、借主
側への改装支援については、「中心市街地出店支援
事業」により実施する。

300(一般財
源:300)

R3予算
(一般財源)

3,200(一般財源:3,200)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

商店街等活性化支援事業

R2
計画

・商店街において地域商業団体に
よる空き店舗を改装するための支
援
・イベント事業を開催するための支
援を実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

縮
小

・地域商業団体による空き店舗の
改装に対する支援　０件
・イベントに対する一部助成　１件

3,900(一般財
源:3,900)

　地域商業団体への空き店舗の改装に対する支援
については、令和元年度、令和２年度と活用がな
く、家主の高齢化や耐震工事が未着手であること、
また、新型コロナウイルス感染症の影響による不況
の中で、地域商業団体が自ら改装するケースも減
少していたものと思われる。これとは別に、中心市
街地における空き店舗を改装して出店をしようと
する者への支援を実施した。
　また、イベント開催については、感染症の影響によ
りイベント開催が中止となったことから、商店街活
等性化支援補助については１件の申請にとどまっ
た

空き店舗に新たに出店する場合の
必要な改装を支援し地域のニーズに
応じた魅力ある商店の集積を促進
することで、徳島駅前周辺をはじめ
とする中心市街地における商業機能
の活性化を図ります。

R2
実績

中心商業地（内町・新町地区）での
空き店舗に新たに出店する場合の
改装費用助成

2,472(一般財
源:0)

1,000(一般財
源:1,000)経済部 中央卸売市場

市場の役割や県産品の魅力に触れ
る機会を提供することにより、市場
に流通している生鮮食料品の認知度
向上及び消費拡大に努めます。

4,500(一般財源:0)

③

市場活性化事業

R2
計画

　そごう徳島店撤退後の徳島駅前周辺地域におけ
る活性化を目的として始めた取り組みであるが、新
型コロナウイルス感染症の影響により、賑わいが低
下する中心市街地へ新たな店舗を呼び込むことが
でき、さらには出店したいと思っている事業者の後
押しにつながったことから、引き続き取り組みを実
施する。経済部 経済政策課

市場で取り扱う生鮮食料品の魅力
を伝える
・親子市場見学会の開催（３回実
施）
・小中学校での出前授業の開催

R3予算
(一般財源)

31

②

中心市街地出店支援事業

R2
計画

中心商業地（内町・新町地区）での
空き店舗に新たに出店する場合の
改装支援

9,000(一般財
源:0)

　そごう徳島店が撤退後、中心市街地の賑わいを衰
退させないために、新たに空き店舗へ出店する事
業者に対し、改装に係る費用の一部の支援を行っ
た。新たに出店しようとする事業者から１１件の申
請があり、１０件が新店舗の出店を果たした。新型
コロナウイルス感染症の影響もある中で、助成を
行ったことにより出店を促すことができ賑わいの
確保に繋がったことから、一定の成果があった。

商店街の活性化を図るため地域商
業団体が空き店舗改装、イベント事
業等を実施するに当たり、当該経費
の一部を助成します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

経済部 経済政策課

R2
実績

縮
小

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

四国大学との連携事業
・「市場ＰＲ動画」制作事業の実施
・「魚料理レシピ」の制作・発信事業
の実施

742(一般財
源:742)

R3予算
(一般財源)

空き店舗改装支援件数
2件

空き店舗改装･ｲﾍﾞﾝﾄ開
催の支援件数
1件(ｲﾍﾞﾝﾄ開催支援の
み1件)

本事業利用による新規
出店件数
8件(R2見込)

本事業利用による新規
出店件数
10件

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、計画し
ていた事業が（親子市場見学会、出前事業）が実施
できなかったが、新たな取り組みとして、令和２年
度は、本市と地域貢献に関する包括連携協定を締
結している四国大学と連携し、市場の存在意義とそ
こで働く人たちを広く市民・県民に知ってもらう
「市場ＰＲ動画」制作事業と、家庭における魚食の普
及を図る「魚料理レシピ」の制作・発信事業の２事業
を行った。
　事業目標は未達であったが、外的要因（コロナ禍
での事業の未実施）によるものであり、コロナ禍で
も可能な取組を工夫して実施するなど、事業自体
は新たな切り口により進展しているため、進捗状況
をＢとした。

継
続

　市場活性化を図るためには、時代に応じた消費者
ニーズや消費動向を踏まえたうえで取り組むとと
もに、生鮮食料品の流通拠点である卸売市場が、消
費者の日常生活にとって欠かすことができない施
設であることへの理解を深めてもらうことが重要
であるため、コロナ禍における社会情勢や食のライ
フスタイルの変化等に対応した事業手法を検討し、
市場関係者と連携しながら引き続き市場活性化事
業に取り組む。

本事業の実施回数
4回

本事業の実施回数
2回

1,000(一般財源:1,000)
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ＨＡＣＣＰ(ハサップ)をはじめとした
衛生管理基準に対応した、施設整備
に取り組みます。 R2

実績

・食肉センターの大規模改修（繰越
額:28,635）
・あり方検討会の開催（5回）
・補助金の増額と新施設整備の支
援についての県要望

⑤

食肉センターの整備

R2
計画

・食肉センターの大規模改修
・定期的なあり方検討会の開催
・補助金の増額と新施設整備の支
援についての県要望

④

市場施設整備事業

R2
計画

・市場関係業者等の意見集約
・基本計画等、各種計画策定に向け
た事前調査

0(一般財源:)

　市場関係業者を対象に個別ヒアリング及びアン
ケート調査を実施し、市場整備に関する意向を確認
するとともに、他市場やコンサル業者等と意見交換
を行い、取扱数量推計による施設規模や概算事業
費の算出など、基本計画策定に向けた事前調査を
実施した。
　コロナ禍において現地調査や担当者間の往来自
粛に伴い、リモートによる意見交換が中心となり、
検証が進まなかった部分があるものの、事業目標
としている各種計画策定に向けて、実現性の高い
計画にするための事前調査や検証等に概ね計画通
り取り組めたため進捗状況をＢとした。

継
続

　効果的・効率的な市場整備を実施するため、事業
の実現性の検証や持続可能な市場運営の検討な
ど、引き続き事業実施に向けて様々な角度から比
較・検討を行い、事業を十分に精査したうえで候補
地を想定した基本計画等、各種計画の策定に移行
する。

経済部 中央卸売市場

施設の耐震化・老朽化対策に加え、
流通の効率化や品質管理水準の高
度化等、市場機能の充実により食の
安定供給を図るため、市場整備に取
り組みます。

R2
実績

市場関係業者への個別ヒアリング
等の実施
・候補地選定条件の優先順位
・新市場に求める施設の種類や規
模など
基本計画策定に向けた事前調査
・取扱数量推計による施設規模の
算定
・概算事業費の算出など
・他市場の整備状況調査

0(一般財源:)

R3予算
(一般財源)

0(一般財源:)

各種計画策定等の検討

各種計画策定等の検討

36,126(一般
財源:19,526)

　食肉センターに求められる衛生基準を満たすため
に必要な改修を計画的に実施できたが、年度途中
での設備の故障等への対応に苦慮したため、今後
はより詳細なリスク評価を行い、施設整備費につい
て適切な予算編成を行う。
　県に対して新施設整備の要望を行ったところ、国
の交付金を受けることができる整備計画を策定
し、国に対して申請を行うのであれば後押しすると
の回答が得られた。
　食肉センターは開設から３３年が経過し、老朽化
が進行しているため、更新の必要性が増している。
また、県内の他のと畜場の処理頭数が微増してい
る中でも、本センターの処理頭数は減少を続けてい
る。本事業の方針について、早期に結論付ける必要
がある。

拡
充

　食肉センターの老朽化により更新が必要な個所
は年々増加しており、安心安全な食肉の供給を確
実に行うための機能維持のため、より多くの施設
整備費を必要とするため。

7,491(一般財
源:1,191)

R3予算
(一般財源)

52,335(一般財源:5,935)

施設整備の検討

施設整備の検討

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 農林水産課
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26 R2
126

R12
18 R1

56
R511 H30

29.3 R3
35

R12
24.6 R2

28
R524.4 R1

実績値

R2

R1

H30

26

25

24

R12
58

37
R5

398 R2

H30

　令和元年度から、働き方改革関連法が順次施行され、多様な働き方が選択できる職場
の環境づくりへの関心が高まっており、近年は年度当初に目標値を達成している。今後
も見直しを図りながら、事業の継続に努める。

　—

目標値

681
R12

471
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

７　市民の豊かな暮らしと社会を支える経済基盤を確立するまちづくり

目　　　　　　的

　テレワークなど多様な働き方の採用により、誰もがいきいきと働ける魅力的な職場環境への改善や雇用の場
を創出するために、働き方改革を推進することで、仕事と生活の調和が実現され、若者等が地元で就職するこ
とを希望しています。

351 R1

321

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

32
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 雇用の場の創出

○ 良好な労働環境の確保

○ 女性や若者、高齢者の活躍促進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
雇用拡大人数（雇用奨励金適用
人数）（人）※累計

1 企業等の誘致件数（件）※累計

① 女性・若者活躍推進支援事業 A

所　見

　企業誘致は、雇用創出や税収面で地域経済への波及効果に即効性があり、将来を見据
えた持続性のある地域経済を確立していくためにも、非常に重要な施策であることか
ら、今後も積極的に取り組んでいく。国や県の動きを注視しつつ、連動して制度の改正の
検討を行い、効果的な企業誘致を進める。

　企業誘致は、雇用創出や税収面で地域経済への波及効果に即効性があり、将来を見据
えた持続性のある地域経済を確立していくためにも、非常に重要な施策であることか
ら、今後も積極的に取り組んでいく。国や県の動きを注視しつつ、連動して制度の改正の
検討を行い、効果的な企業誘致を進める。

⑥

② 創業促進事業【再掲】 B

④ ワーク・ライフ・バランス推進事業 B

⑤ ファミリー・サポート・センター事業 B

働く環境づくりの推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

働く場が充実していると感じる
市民の割合（％）

3
徳島市働き方改革制度整備企
業数（社）※累計

③ 企業誘致・雇用拡大等推進事業【再掲】 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　女性・若者の就職につながる取組として、従来の
セミナーに加えて、一週間程度の職場体験の取り入
れを検討中。実際に体験することで、よりよいマッ
チングにつなげる。

900(一般財
源:450)

R3予算
(一般財源)

900(一般財源:450)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

女性・若者活躍推進支援事業

R2
計画

女性・若者の就職・再就職・レベル
アップに向けたセミナーの開催

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

見
直
し

女性・若者の就職・再就職に向けた
セミナーの開催

900(一般財
源:450)

　新型コロナの影響により、受講人数や講座内容の
見直しを行った。就職面接会に特化した講座とした
ことで、求職者の参加を増やすことができ、事業目
標を達成することができた。

女性や若者などの新たな雇用の創
出につながるよう、創業支援事業者
と連携して、相談会やセミナー等を
実施するとともに、創業に要する経
費の補助を行います。

R2
実績

連携窓口の継続的な設置、創業支
援相談会・各種創業に関するセミ
ナーに実施、創業促進補助金の交
付、運転資金の支援

7,770(一般財
源:0)

27,554(うち
当初23,230､
3月補正
4,324)(一般
財源:27,554)

経済部 経済政策課

本市経済の活性化や雇用創出に効
果の高い業種の立地を促進するた
め、雇用奨励金等の奨励措置を設け
ることにより、企業誘致の推進を図
ります。

9,540(一般財源:1,500)

③

企業誘致・雇用拡大等推進事業【再
掲】

R2
計画

　産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画
の実施にあたり、市町村が実施する創業支援等事
業として計画している事業であることから継続す
る。

経済部 経済政策課

雇用の場を確保するため、企業誘
致の推進

R3予算
(一般財源)

32

②

創業促進事業【再掲】

R2
計画

連携窓口の継続的な設置、創業支
援相談会・各種創業に関するセミ
ナーの実施、創業促進補助金の交
付、運転資金の支援

8,940(一般財
源:0)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、各種
セミナーの募集人数の縮小や実施回数を減少させ
るなど、開催自体の中止も含めて年間創業支援者
数が減少したことから、目標を達成することができ
なかった。

出産・育児等のために離職した女性
や40歳未満の男性の就労支援とし
て、セミナーや他団体との連携によ
る就職面接会の開催を行っていま
す。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

経済部 経済政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

雇用の場を確保するため、企業誘
致の推進

26,803(一般
財源:26,803)

R3予算
(一般財源)

ｾﾐﾅｰ参加者の就職者数
5人

ｾﾐﾅｰ参加者の就職者数
6人

創業支援を受けた者の
うちの創業者数
65人

創業支援を受けた者の
うちの創業者数
42人

　3社からの奨励制度についての問合せがあり、1
社への奨励指定を行っている。
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、県の制
度緩和に合わせ、奨励指定の要件達成期間の緩和
を行った。

継
続

　企業誘致は、雇用創出や税収面での地域経済へ
の波及効果に即効性があることから、引き続き県
との協調を図りながら、雇用創出効果の高い工場
や情報通信関連企業等の誘致を進める。

企業等の誘致件数
3社

企業等の誘致件数
1社

14,840(一般財源:14,840)
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仕事と育児の両立のための環境整
備として、育児の援助を受けたい者
と育児の援助を行いたい者からなる
会員組織を設立し、相互援助活動を
支援します。

R2
実績

会員の登録、募集
相互援助活動の支援

⑤

ファミリー・サポート・センター事業

R2
計画

会員の登録、募集
相互援助活動の支援

④

ワーク・ライフ・バランス推進事業

R2
計画

働き方改革制度整備の宣言
働き方改革制度整備への奨励金交
付
働き方改革制度実施者の表彰

1,750(一般財
源:)

　働き方改革関連法の施行に伴い、ワーク・ライフ・
バランスへの関心は高まっており、制度整備につい
ては年度途中で予算額に到達している。
　制度整備後の表彰に繋がっていないことから、整
備した制度の活用について、啓発する必要がある。

見
直
し

　奨励金交付額の見直しにより、取組企業数の増加
を図る。

経済部 経済政策課

労働力不足が顕在化している中で、
労働者の生産性向上が求められて
おり、ワーク・ライフ・バランスの向上
を支援することで、生産性の向上に
つなげます。

R2
実績

働き方改革制度整備の宣言
働き方改革制度整備への奨励金交
付

1,600(一般財
源:)

R3予算
(一般財源)

1,570(一般財源:)

取組企業数
8社

取組企業数
8社

21,223(うち
当初20,700､
9月補正
523)(一般財
源:5,451)

　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、会員数・
利用者数共に減少している。
　また、病児・病後児預かりサポートについても、令
和２年３月から休止を継続している、

継
続

　新型コロナの状況に留意しながら、援助を行いた
い提供会員の増加を図るとともに、研修回数の見
直し等により実働できる提供会員の確保に努め
る。

21,222(一般
財源:5,451)

R3予算
(一般財源)

20,000(一般財源:5,382)

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ会員数
3,600人

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ会員数
3,218人

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 経済政策課
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1.8 R1
5.5

R12
1.2 H30

4.5
R51.1 H29

86.4 R3
90

R12
79.9 R2

83
R579.4 R1

実績値

R2

R1

H30

-127

-300

-70

R12
150

-150
R5

420 R2

—

　本市ふるさと納税寄附金額は順調に増加している。要因としては、パートナー企業の新
規募集及び返礼品の追加、WEB広告による効果的なPRが挙げられる。また平成３０年１
１月からは「楽天ふるさと納税」による寄附金の受付を開始することで、受付が可能とな
るポータルサイトが３サイトとなり、寄附者の利便性も上がり結果的に寄附金額の増加に
つながったと考えられる。

　—

目標値

2,000
R12

800
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

８　まちのにぎわいと人の流れを創出するまちづくり

目　　　　　　的

　本市に関わりを持つ、訪れる、居住（移住）するなど、あらゆる段階で本市を選ぶ人が増えるとともに、特色あ
るまちづくりが進むことで、人材が集まり交流が活発化し活力あるまちになるなどの好循環が生まれ、本市の
求心力が向上しています。

175 R1

—

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

33
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 移住・定住の促進

○ 本市へのつながりの構築・強化

○ 活力を生み出す特色ある取組の推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 移住者数（人）※累計

1
20歳から49歳までの転入超過
数（人）

① 移住の促進 B

所　見

　本市の令和２年の転入超過数（20歳～49歳）は、令和元年に比べて改善しており、令
和５年時点の目標値に達している。増減要因は、その時の社会情勢、景気の動向や他都
市の状況など様々な外的要因も影響するが、施策としては住みたいまちとして選ばれる
よう魅力的なまちづくりを進めることが必要と言える。令和２年については、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響もあると予想され、この状況を契機に、移住促進などの関連施
策に一層取り組んでいき、今後も目標値を達成できるよう努めたい。

　国は地方創生施策において「地方への人の流れづくり」に重点的に取り組んでおり、地
方移住に対する関心が高まる中、本市においても、令和元年度から本格的に移住促進施
策を開始し、移住交流支援センターの設置をはじめとした事業に取り組んできた。こうし
たことを背景にして、本市への移住者数は年々、増加しており、成果指標は目標値の達成
に向けて順調に進捗している。

⑥ プロスポーツ応援事業 B

② 徳島東部地域定住自立圏の推進 B

④ ふるさと納税の推進 A

⑤ 公民連携の推進 B

人等が集う求心力の高いまちづくりの推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

徳島市に住み続けたいと思う市
民の割合（％）

3 ふるさと納税の寄附金額（億円）

③ 関係人口の創出・深化 —

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　国では引き続き地方移住を推進しており国の施
策展開を踏まえつつ、コロナ禍等の社会情勢を捉
えて移住検討者のニーズに即した取組の充実が必
要である。このため、移住交流支援センターの移転
拡充やワーキングホリデー等の新たな取組を今年
度から開始するとともに、地方への人の流れづくり
に向けた関係人口関連事業と連携するなど、移住
促進事業の全体像の見直し・強化を図る。

963(一般財
源:423)

R3予算
(一般財源)

24,039(一般財源:16,119)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

移住の促進

R2
計画

情報発信、移住交流支援センター
の設置・運営、
移住支援金の支給、移住体験ツ
アー

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

拡
充

情報発信、移住交流支援センター
の設置・運営・移転、移住支援金の
支給

10,791(一般
財源:3,551)

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、計画
していた事業の一部（移住体験ツアー）が実施でき
なかったが、コロナ禍に対応した事業展開が必要に
なってきており、令和2年度はオンライン相談を開
始した。
　また、移住促進に向けて、移住交流支援センター
の果たす役割は大きいと考えられるが、利用が伸
び悩んでいたため、令和２年度途中にセンターの移
転を企画・検討し、移転作業を行った（令和３年度か
ら駅前に移転開館）。
　事業目標は未達であったが、外的要因(コロナ禍
での一部事業の未実施)によるものである。実績値
は前年度より増加し、コロナ禍でも可能な取組を工
夫して実施するなど事業自体は進展しているため、
進捗状況をＢとした。

東部地域12市町村が連携して事業
を実施し、住民の利便性向上や圏域
内市町村の行政運営機能の強化を
図り、圏域内の人口規模を確保して
いきます。

R2
実績

・第２次定住自立圏共生ビジョンに
基づき連携事業を実施した。
・令和３年３月に第３次ビジョンを
策定した。

0(一般財源:0)

—
企画政策部 企画政策課

移住関心層の裾野拡大や地域の新
たな担い手づくりに向けて、休暇を
利用した滞在など本市に関わりを持
つ人の増加につながるよう魅力発信
やきっかけづくりに取り組みます。

201(一般財源:201)

③

関係人口の創出・深化

R2
計画

　第３次ビジョンでの新たな連携事業については、
原則として本市（中心市）及び連携市町村双方にメ
リットのある連携事業についての検討を行うことと
する。(事業の効果検証結果を踏まえて記入）

企画政策部 企画政策課

—

R3予算
(一般財源)

33

②

徳島東部地域定住自立圏の推進

R2
計画

・第２次定住自立圏共生ビジョンに
基づく連携事業の実施
・第３次ビジョンの策定

356(一般
財:356)

　定住自立圏共生ビジョンに基づく連携事業の推
進により圏域住民の利便性向上や圏域市町村の行
政運営機能の強化を図り、圏域における人口につ
いて目標数値を達成することができた。

移住先としての魅力発信、移住支援
金の支給等の移住支援策を推進す
るとともに、移住交流支援センター
を徳島駅前へ移転・機能拡充し移住
を促進します。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

企画政策部 企画政策課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

— —

R3予算
(一般財源)

本事業に関する移住者
数
5人

本事業に関する移住者
数
1人

圏域の将来人口
42.2万人

圏域の将来人口 42.5
万人
(R2.9推計人口,以降
の推計はR3.6以降に
公表)

—

新
規

　国が第２期総合戦略において、「地方への人の流
れづくり」の一環として、「関係人口の創出」を重点
施策として掲げる中、全国的に取り組む自治体が
増えてきている。
　本市では、これまでも「ふるさとサポーター連」な
どの関係人口創出につながる取組を進めてきた
が、前述のことを背景に、本市においても「関係人
口」の重要性を認識し、「関係人口の創出」自体を主
目的とした事業に取り組む必要性があると考えた
ため、令和３年度から新規事業として「関係人口の
創出・深化」に取り組むこととした。

—

—

1,200(一般財源:650)
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⑥

本市と民間企業や大学等との間で
締結した包括連携協定に基づく連携
事業など公民連携を推進することに
より、地域課題の解決や市民サービ
スの向上を図ります。

R2
実績

・６社と包括連携協定を締結した。
・「徳島市公民連携プラットフォー
ム」を創設した。

⑤

公民連携の推進

R2
計画

・連携の提案募集、各部局と企業と
のマッチング
・連携に当たっての庁内の仕組み
づくり

市民文化部 文化スポーツ振興課

④

ふるさと納税の推進

R2
計画

随時：ふるさと納税について、使い
道に関する情報の公表や、本市の
魅力発信にもつながる返礼品の充
実等により寄附の増加を図る。

141,722(一般
財
源:141,722)

　新型コロナウイルス感染症拡大により打撃を受け
ている事業者支援の一環としてパートナー企業の
緊急追加募集を行ったことにより、事業目標を達
成した。
　また、パートナー企業の増加に伴い、返礼品数も
増加し、寄附者にとっては選択の余地が広がること
で、寄附金額の増加に寄与している。

拡
充

　ふるさと納税については指定制度を遵守すると
ともに、これまで以上に返礼品の拡充を図るなど、
本市の魅力発信につなげ、寄附額を増加（企業版ふ
るさと納税を含む）させる。

企画政策部 企画政策課

ふるさと納税制度を活用し、本市の
まちづくりへの支援を募るととも
に、特産品等によるお礼の品の拡充
に取り込み、本市のＰＲを積極的に
推進します。

R2
実績

４月～１２月：返礼品を提供する
パートナー企業の緊急追加募集
６月、１２月：寄附金の使い道メ
ニューに「WITH・コロナ時代の応
援団」、「プロスポーツチーム連携
応援団」を追加
６月：経済部の「すだちパッケージ
配布事業」と連携し、県外在住者へ
ＰＲ
１２月：ＷＥＢ広告によるＰＲ

95,848(一般
財源:95,848)

R3予算
(一般財源)

184,006
(一般財源:184,006)

ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業数
55社

ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業数
76社

なし(一般財
源:0)

　連携企業数は増加しているが、あわせて連携事業
の深化（取組内容の拡充、新規性のある取組）を進
めていく必要がある。

拡
充

　「徳島市公民連携プラットフォーム」を創設し、市
と民間企業との連携に関するガイドラインを明確
化。民間企業からの連携提案を広く募集するととも
に、市からの連携の呼びかけも実施する。

なし(一般財
源:0)

R3予算
(一般財源)

なし(一般財源:0)

包括連携協定による連
携事業数
63事業

63事業(見込み:集計
作業中)

拡
充

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響のため、ス
タジアム観戦に制限がかかることが予想されるが、
徳島市民デーの開催や新たなイベントの実施を検
討している。

スポーツ文化の振興や、地域経済の
活性化などにつなげるため、官民が
連携して、プロスポーツチームを支
援し、地域が一体となった応援機運
の醸成を推進します。

R2
実績

【徳島ヴォルティス】
ホームタウン連携企画の実施、ホー
ムタウン協議会への参加、徳島ヴォ
ルティス応援キャンペーン（駐車料
金割引）の実施
【プロスポーツ共通】
プロスポーツ応援コーナーの拡充、
プロスポーツ応援公式Twitterア
カウント開設

103(一般財
源:103)

R3予算
(一般財源)

プロスポーツ応援事業

R2
計画

【徳島ヴォルティス】
徳島市民デーの開催、ホームタウン
協議会への参加
【プロスポーツ共通】
プロスポーツ応援コーナーにおけ
る試合結果等の発信

100(一般財
源:100)

【徳島ヴォルティス】
　新型コロナウイルス感染症の影響により徳島市民
デーの開催ができなくなったが、県内８市町のホー
ムタウンが連携して共同企画を実施した。
【プロスポーツ共通】
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、ス
タジアムでの観戦が制限されるなどの影響を受け
たが、本庁舎１階にあったプロスポーツ応援コー
ナーを拡充し、試合日程の表示や横断幕の掲出、動
画の再生なども行った。
　また、プロスポーツ応援公式Twitterアカウント
を開設し、試合前後での情報発信も行った。応援機
運の醸成に努めたので、進捗状況をＢとした。

—

—

2,126(一般財源:2,126)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

企画政策部 企画政策課
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40 R2
55以上

R12
32 R1

55
R532 H30

6.2 R3
6.8

R12
— —

6.4
R5— —

実績値

R1

H30

H29

-1.13

-0.58

-0.81

R12
-0.40

-0.54
R5

9,898 R1

H29

　令和３年３月に徳島沖洲IC～徳島津田IC間2.4km完成

　—

目標値

11,000
R12

10,000
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

８　まちのにぎわいと人の流れを創出するまちづくり

目　　　　　　的

　中心市街地では、集約された都市機能と、眉山や河川網による自然環境とが調和し、にぎわいにあふれた「歩
いて暮らせる、歩いて楽しめる」都市空間がつくられ、交流人口と定住人口が共に増加し、人々の活気であふれ
ています。また、各地域においては、適正な土地利用が図られ、特色ある地域づくりが進められるとともに、利
便性の高い交通ネットワークが機能的に形成され、地域間交流が活発に行われています。

10,320 H30

9,949

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

34
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 中心市街地の活性化

○ 集約型都市構造の構築

○ 地域公共交通の整備

○ 広域道路網の整備促進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2 市バスの１日平均乗車人員（人）

1
新町、内町地区の住民基本台帳
人口の年間増減率(直近3カ年
平均)（％）

① 中心市街地活性化基本計画の策定 A

所　見

　人口減少により、年間の増減率はマイナスが続くと見込まれる。
　目標値は、市内の市街化区域の平均増減率（R5）及び市全域の平均増減率（R１２）を設
定しており、その数値に達するためには、中心市街地に居住を促す施策が望まれる。

　 市バスの１日平均乗車人員については、昭和４０年代以降、長年にわたり減少傾向が継
続していたものの、利便性・サービス向上のための各種施策の効果もあり、Ｈ２８年度（９,
７９７人）を底に、近年は若干ではあるが増加傾向に転じていた。
　しかしながら、令和２年１月以降においては、新型コロナウイルス感染症の拡大による公
共交通全般の旅客需要の急減から、市バスの利用者も大きく減少しているものの、高齢
化の進行もあり、コロナ禍の終息後は乗車人員数も回復していくものと考えられる。

⑥ 立地適正化計画の推進 B

② 新町西地区の新たなまちづくり B

④
ひょうたん島川の駅ネットワーク構想の
推進 B

⑤ 都市計画マスタープランの策定 B

コンパクトで機能的なまちづくりの推進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦ 地域公共交通の活性化 A

高規格道路等の整備促進 B

⑨

市
民
満
足

度
指
標

中心市街地に活気が戻ってきた
と感じる市民の割合（％）

3
四国横断自動車道鳴門JCT～
(仮称)阿南IC間の整備率（％）

③
鉄道高架事業関連まちづくり計画の詳細
検討 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　引き続き、令和3年度末の計画策定（認定）に向
け、業務を行う。

273(6,000を
R3へ繰越)
(一般財
源:273(4,00
0をR3へ繰
越)) R3予算

(一般財源)

8,330(うち当初2,330､繰越
6,000)
(一般財源:6,330)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

中心市街地活性化基本計画の策定

R2
計画

庁内組織の設置、市民アンケートの
実施、統計分析の実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

庁内組織の設置、市民アンケートの
実施、統計分析の実施、中心市街
地活性化協議会の設立

6,273(一般財
源:4,273)

　令和2年12月1日に、中心市街地活性化準備室
（現：中心市街地活性化推進室）が設置され、令和3
年度末の計画策定（認定）に向け業務を開始した。
令和2年度中に実施予定であった業務に加え、徳島
商工会議所及び徳島都市開発株式会社と協力し、
外部組織である中心市街地活性化協議会を設立し
た。

本市のシンボルゾーンに位置する新
町西地区の再生やにぎわいづくり
は、市の将来を見据えて喫緊の課題
であることを踏まえ、新たなまちづ
くり案の検討を進めます。

R2
実績

他都市の事例調査・事業手法の検
討

190(一般財
源:190)

1,221(一般財
源:1,221)都市建設部 都市建設政策課

鉄道高架と一体的なまちづくりを行
うために策定した徳島駅周辺まちづ
くり計画について、内容の詳細検討
を行います。

324(一般財源:324)

③

鉄道高架事業関連まちづくり計画の
詳細検討

R2
計画

　新町西地区市街地再開発組合との和解成立に伴
い、今後のまちづくりに互いに協力し、その実現に
努める。

企画政策部 都市計画課

関係機関等との協議
徳島駅周辺まちづくり計画の深度
化

R3予算
(一般財源)

34

②

新町西地区の新たなまちづくり

R2
計画

他都市の事例調査・事業手法の検
討

416(一般財
源:416)

　他都市の事例を参考にしながら、試案の実現性や
民間の参加手法について検討した。
　一方で、新町西地区市街地再開発組合との訴訟
が継続していることから、直ちに同地区の権利者と
新たなまちづくりについて協議することは難しい状
況となっていた。

中心市街地の活性化に関する施策
を総合的かつ一体的に推進するた
めの基本的な計画となる本市の「中
心市街地活性化基本計画」の策定を
行います。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

中心市街地活性化推進室

R2
実績

見
直
し

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

関係機関等との協議
844(一般財
源:844)

R3予算
(一般財源)

—

—

新たなまちづくり案の
検討

新たなまちづくり案の
検討

　令和元年６月に策定した「徳島駅周辺まちづくり
計画」について計画の深度化に取り組む予定として
いたが、「そごう徳島店」のアミコビルからの撤退、
県市協調による新ホール整備、県青少年センターの
アミコビルへの機能移転の検討など、徳島駅周辺
の大きな転機を踏まえ、本市では「中心市街地活性
化基本計画」の策定に取り組むこととしており、令
和２年度においては、「徳島駅周辺まちづくり計画」
は、今後の動向を見据えた上で深度化等に取り組
んでいく必要があるとの共通認識のもと、関係機
関等との協議を実施した。

継
続

　「徳島駅周辺まちづくり計画」については、本市の
グランドビジョンとなる「中心市街地活性化基本計
画」の策定と併せて、計画に関する課題を整理・検
討し、内容を見直した上で県やＪＲ四国と協議を
行っていく。

計画内容の詳細検討

計画内容の詳細検討

620(一般財源:620)

106



⑥

人口減少や少子高齢化などの環境
変化に対応した、本市の都市計画の
基本方針となる新たな「都市計画マ
スタープラン」の策定に取り組みま
す。

R2
実績

委託事業者の選定

⑤

都市計画マスタープランの策定

R2
計画

市民会議の設置
アンケート実施
ワークショップ（地元意見聴取）実
施

企画政策部 都市計画課

④

ひょうたん島川の駅ネットワーク構
想の推進

R2
計画

川の駅・川の停留所の新規整備検
討
川の駅連絡会の開催
南末広桟橋の維持管理

345(一般財
源:345)

　新たな川の駅・停留所の整備候補として計画して
いる徳島城博物館助任桟橋が、国史跡に指定され
た徳島中央公園内に位置しており、桟橋整備に必
要な形状変更申請を行うにあたり、「徳島城跡保存
活用計画」に桟橋整備計画を盛り込む必要がある
ため、令和２年度においては、関係部署との協議を
行うとともに、川の駅連絡会を開催し検討を実施し
た。

拡
充

　新たな川の駅・停留所の整備に向け、関係部署や
川の駅連絡会における協議を継続していくととも
に、ニーズの多い徳島ベイエリア（万代・南末広・マ
リンピア沖洲）と本市中心部（両国）を結ぶ新ルート
について検討するため、令和３年度はコンサルに社
会実験の実施を委託することにより、本格運用につ
なげるための正確な調査分析を行う。都市建設部 都市建設政策課

ひょうたん島周辺の川の各所に川の
駅等を整備し、中心部への誘導、移
動手段としての取組を進めること
で、人の流れを生み出し、にぎわい
創出を図ります。

R2
実績

川の駅・川の停留所の新規整備検
討
川の駅連絡会の開催
南末広桟橋の維持管理

304(一般財
源:304)

R3予算
(一般財源)

1,583(一般財源:857)

ひょうたん島川の駅ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ構想に掲げる川の
駅･川の停留所の新規
整備数
0箇所

ひょうたん島川の駅ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ構想に掲げる川の
駅･川の停留所の新規
整備数
0箇所

7,046(一般財
源:7,046)

　令和２年度から２年間をかけて検討を重ね、令和
３年度末に策定の予定であったが、上位計画であ
る総合計画が令和２年度中に見直される予定と
なったこと、また、徳島県の徳島東部都市計画区域
マスタープランの策定と歩調を合わせる必要があ
ること等から、当初スケジュールを見直し、令和４
年度末の策定に向けて取り組むものとした。

継
続

　現況の分析や整理を進め、課題を抽出し、見直し
の方向性を検討する。
　あわせて令和３年度には、幅広い意見を取り入れ
るため、市民会議の設置・アンケート・ワークショッ
プ等を実施する。

0(一般財源:0)

R3予算
(一般財源)

7,046(一般財源:7,046)
令和2年度予算から繰越

計画の策定
検討

計画の策定
検討

継
続

　概ね５年ごとに、位置づけられた施策や事業の実
施状況の調査、分析及び評価を行い、計画の進捗
状況や妥当性等を精査・検討し、計画の見直し等を
行うべきものとされている。現時点では、令和５年
度に本計画の見直しを行う予定としている。

集約型都市構造の構築に向け、平成
30年度に策定した徳島市立地適正
化計画の推進を図ります。 R2

実績

届出制度による誘導施設や住宅開
発等の把握
実施計画に基づく関係課の取組内
容等の計画及び実績の把握

―

R3予算
(一般財源)

立地適正化計画の推進

R2
計画

届出制度による誘導施設や住宅開
発等の把握
実施計画に基づく関係課の具体的
な取組の推進

―

　届出制度については、施設の建築や住宅開発の
動向把握をすることに留まっている。今後、その動
向と併せて、各課の取組状況の分析及び評価を行
う必要がある。

計画の推進

計画の推進

―

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

企画政策部 都市計画課
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徳島南部自動車道の側道整備

110,552(一般
財源:3,286)

交通局から市長部局へ
の移行･再編路線数(累
計)
検討(14路線以上)

交通局から市長部局へ
の移行･再編路線数(累
計)
検討(14路線)

徳島南部自動車道の側
道整備率
44%

徳島南部自動車道の側
道整備率
41%

138,444(繰越138,444)
(一般財源:3,622)

　令和３年度においても、市バス路線の民間委託の
拡大や地域自主運行バスの導入・運行に係る支援
のほか、バスの利用を快適にするための駅前バス
のりばやバス車内などの利用環境の改善や、キャッ
シュレス決済・インターネット上での運行情報の提
供サービスの拡充、誰もが使いやすいバスに向けた
バリアフリー化への取り組み、沿線施設と連携した
サービスの実施など、さらなる公共交通の活性化・
維持に向けた施策を推進する。

839,111(一般
財
源:622,924)

R3予算
(一般財源)

1,018,595
(一般財源:738,099)

913,421(一般
財
源:570,663)

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

⑧

高規格道路等の整備促進

R2
計画

経済部 地域交通課

市バス路線の民間委託や地域の実
情に応じた移動手段の導入・運行に
係る支援を進めるとともに、公共交
通をより便利に利用していただくた
めのＩＣＴ技術の活用の推進等、利用
者サービスの向上に取り組むことに
より、公共交通の活性化を図りま
す。

R2
実績

市バス路線の民間委託拡大（令和
３年４月）
地域の実情に応じた移動手段の導
入
利用者サービスの向上

⑦

地域公共交通の活性化

R2
計画

市バス路線の民間委託、地域の実
情に応じた移動手段の導入、利用
者サービスの向上

R2
計画

　交通局から市長部局への路線移行・再編にかかる
作業を進め、事業目標を達成するとともに、ＩＣＴ技
術の活用の推進や多様な利用者サービスの向上、
地域の実情に応じた移動手段の導入・運行に係る
支援などに取り組み、事業目標も達成していること
から、進捗状況はＡとした。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、公
共交通の利用者数が大きく減少している状況であ
るものの、市バス路線の民間委託拡大（令和３年４
月）に向けた作業を進めるとともに、上八万地域で
の地域自主運行バス導入・運行にかかる支援、公共
交通をより便利に利用していただくためのスマホ
定期券の発売などのキャッシュレス決済の拡充や
路線バス情報のオープンデータ化など、ＩＣＴ（情報
通信）技術の活用を推進した。
　また、１日オールフリー乗車券の発売や公共交通
のバリアフリー化に向けた取り組みから、子供から
大人まであらゆる世代の方々に公共交通をより身
近に感じていただくためのラッピングバスやギャラ
リーバス事業、ハートのつり革企画など、その他に
も利用者サービスの向上につながる様々な方策を
講じるなど、ポスト・コロナ時代を見据えた公共交
通の活性化に取り組んだ。

R2
実績

R3予算
(一般財源)

継
続

126,478(一
般財
源:3,824)

　側道工事委託先であるNEXCOが、高速道路本
線部分の工事を優先的に施工しているため、側道
工事が当初予定どおり進んでいない状況である
が、全体的な進捗では順調といえる。

継
続

　目標の達成に向けて、引き続き川内地区の側道
整備に取り組みます。

都市建設部 広域道整備課

高規格道路等の整備を促進するた
め、国、県との調整や、要望活動を実
施することにより利便性の高い高速
交通ネットワーク網の形成に努めま
す。

R2
実績

徳島南部自動車道の側道整備

R3予算
(一般財源)
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37.3 R2
85

R12
67.6 R1

76
R569.9 H30

41 R3
56

R12
45.5 R2

49
R550.3 R1

実績値

R2

R1

H30

37

152

194

R12
240

200
R5

10 R2

H30

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大等を受け、市内の観光施設等について
は、全国的な緊急事態宣言等の発令や都道府県をまたぐ往来の自粛等による全国的な
観光需要の減少を受け、大幅な宿泊者数の減少となった。

　—

目標値

45
R12

40
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

８　まちのにぎわいと人の流れを創出するまちづくり

目　　　　　　的

　阿波おどりのほか、眉山や新町川等の豊かな自然に加え、温かいもてなしの心など、徳島市の魅力が多くの
人に知られ、国内外の多くの観光客が何度でも訪れています。

34 R1

33

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

35
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 阿波おどりの振興

○ 魅力ある観光地域づくりの推進

○ コンベンションの誘致推進

○ 効果的な魅力発信

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
阿波おどり会館・ロープウェイの
利用者数（万人）

1 観光客入り込み数（万人）

① 阿波おどり会館の魅力向上 B

所　見

　本市の観光客入り込み数の大半を占める阿波おどりについて、例年100万人を超える
観光客が訪れているが、令和元年度については、台風の影響により4日間のうち2日間
が中止となり、70万人にとどまった。また、翌令和2年度についても、新型コロナウイル
ス感染症の拡大等を受けて戦後初となる4日間中止となるとともに、市内の観光施設等
についても、全国的な緊急事態宣言等の発令や都道府県をまたぐ往来の自粛等による
全国的な観光需要の減少を受け、大幅な観光客の減少となった。

　指定管理者と連携し、観光誘客のための新たなイベントに取り組み、阿波おどりや眉山
等の魅力発信に努めたが、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大等を受け、市
内の観光施設等については、全国的な緊急事態宣言等の発令や都道府県をまたぐ往来
の自粛等による全国的な観光需要の減少を受け、大幅な施設利用者の減少となった。

⑥

② 徳島東部地域ＤＭＯの運営 A

④ コンベンション誘致支援事業 B

⑤ 水都とくしま魅力向上事業 B

観光・交流の促進
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

観光客に対しておもてなしをし
たいと思う市民の割合（％）

3 延べ宿泊者数（万人）

③ 観光客誘致対策事業 B

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　新型コロナウイルス感染症の影響により減少した
阿波おどり会館の利用者の回復に向け、情報発信
の拡充や、アンケート調査に基づく観光客の満足度
向上のための取組みを引き続き実施する。
　また、新型コロナウイルス感染症収束後は、インバ
ウンド誘客に向けた取組みを再開する。

80,689(一般
財源:80,689)

R3予算
(一般財源)

80,689(一般財源:80,689)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

阿波おどり会館の魅力向上

R2
計画

情報発信、アンケート調査の実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

継
続

情報発信、アンケート調査の実施

80,689(一般
財源:80,689)

　コロナ禍において施設の運営状況が変化する中、
施設利用者の利便性を図るため、阿波おどり会館
のホームページ等を通じ、施設情報や各種イベント
情報等の最新情報を国内外に向けて随時発信し
た。
　また、アンケート調査に基づき、眉山ロープウエイ
の客車ガラスを研磨し、施設利用者の快適性が向
上したことが総合的な満足度向上に直結したと考
えられる。
　事業目標は概ね達成していることから、今後も引
き続き指定管理者と連携し、阿波おどり会館等の
魅力向上のための取組みを実施していく必要があ
る。

新しい旅行スタイルへの対応など事
業内容の拡充により、地域の「外貨
を稼ぐ力」を引き出し、地域への誇り
と愛着を醸成する「観光地域づくり」
の推進を行います。

R2
実績

コンテンツ造成、SNS及びWeb対
策、旅行商品造成促進、人材育成
事業、マイクロツーリズム推進事業

20,555(一般
財源:13,255)

2,463(一般財
源:2,463)経済部 にぎわい交流課

全国の主要都市のイベント・物産展
等に合わせて、観光ブース等を設置
し効果的な観光PRを実施します。

29,158(一般財源:20,838)

③

観光客誘致対策事業

R2
計画

　これまでのニーズ調査・分析の結果、ニューツーリ
ズム推進をコアに据え、「新しい旅行スタイル」に対
応した観光コンテンツの磨き上げや造成を行うと
同時にコンテンツを担う事業者を新規事業促進及
び創業支援により拡大させる。令和３年度より、観
光誘客業務に加え、幅広い観光情報を活用した観
光案内業務の実施により、事業の拡充を行う。
　また、コロナ収束後を見据え、ＤＭＯを中心として
観光関連の情報共有を図りながら、観光需要の回
復策について検討を行う。

経済部 にぎわい交流課

全国の主要都市のイベント・物産展
等に合わせて、観光ブース等を設
置し観光PRを実施する。

R3予算
(一般財源)

35

②

徳島東部地域ＤＭＯの運営

R2
計画

コンテンツ造成、SNS及びWeb対
策、旅行商品造成促進、人材育成
事業、マイクロツーリズム推進事業

20,555(一般
財源:13,255)

　観光コンテンツ造成数は大幅に目標を上回ってお
り、コロナ禍においてもＤＭＯを中心に官民が一体
となって広域的な観光地域づくり・プロモーション
に取り組み、観光戦略に基づくより効果的・効率的
な事業の実施、及び様々な徳島県東部地域の魅力
を集約し、情報発信することで認知度向上や国内
の誘客促進につながった。
　今後は、コロナ禍において旅行者が求める、旅行
の近場化や自然志向等の「新しい旅行スタイル」に
対応した事業の実施など、ニーズに合った魅力的
な観光地域づくりへの取組みに加え、新型コロナウ
イルス感染症の影響により激減した国内外観光客
の観光需要を回復する必要がある。

阿波おどりにより観光客の誘致を図
り、阿波おどりの保存・伝承・発展に
寄与するために設置された阿波お
どり会館の管理・運営を指定管理者
が行います。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

経済部 にぎわい交流課

R2
実績

拡
充

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

阿波おどりの動画制作及び放映・
動画の提供

746(一般財
源:746)

R3予算
(一般財源)

阿波おどり会館･眉山
ﾛｰﾌﾟｳｴｲ利用者満足度
60%

阿波おどり会館･眉山
ﾛｰﾌﾟｳｴｲ利用者満足度
59%

観光ｺﾝﾃﾝﾂ造成数
3件

観光ｺﾝﾃﾝﾂ造成数
12件

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態
宣言等の発令や都道府県をまたぐ往来の自粛等を
受け、全国に向けた積極的な観光キャンペーンが実
施できなかったため、目標を達成することができな
かったが、代替事業として阿波おどりの魅力を県内
外に発信するための阿波おどりＰＲ動画を制作・放
映した他、動画の無料配信を行い、本市の観光ＰＲ
に努めた。
　全国の主要都市での観光キャンペーンは、本市の
知名度向上および観光誘客に効果的な取組みであ
るが、ウィズコロナ・アフターコロナ時代を見据えた
新たな取組みも検討する必要がある。

継
続

　観光誘客に向けた県や他都市の取組状況を参考
にしながら、ウィズコロナ・アフターコロナ時代にお
ける新たな観光客誘致対策の取組みを進める。

観光ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの参加者
数
1,200人

観光ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの参加者
数
0千人

2,335(一般財源:2,335)
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WEBサイトを通じて「水都とくしま」
の魅力を国内外に発信します。ま
た、「トクシィ」を活用した取組を継続
し、地域包括連携協定を活用した取
組を新たに行います。

R2
実績

本市公式観光サイト（WEBサイト）
のリニューアル、観光庁多言語整備
事業を活用した特設ページ(英語)
の作成

⑤

水都とくしま魅力向上事業

R2
計画

本市公式観光サイト（WEBサイト）
のリニューアル、観光庁多言語整備
事業を活用した特設ページ(英語)
の作成

④

コンベンション誘致支援事業

R2
計画

コンベンション開催経費の一部補
助

17,699(一般
財源:17,699)

　新型コロナウイルス感染症の影響による大会中止
や開催形式の変更（Ｗｅｂ開催などに変更）、また、
首都圏や関西圏の緊急事態宣言等に伴い、コンベ
ンション開催に伴う延べ宿泊者数が大幅に減少し
たため、事業目標は達成できなかった。
　引き続き、新型コロナウイルス感染症の状況を注
視しつつ、徳島県観光協会のコンベンション誘致支
援事業に対して、積極的に支援を行うことにより、
市内宿泊者数の増加を目指していく。 継

続

　新型コロナウイルス感染症の終息の目途が立たな
いため、当面はコンベンション開催数の減少が見込
まれるが、コンベンション誘致の増加は、市内宿泊
者数の増加に直結するため、引き続き、積極的な支
援を行う。

経済部 にぎわい交流課

全国規模のコンベンション等を誘致
することで、徳島の知名度を高める
とともに、地域経済の活性化を図り
ます。 R2

実績
コンベンション開催経費の一部補
助

2,914(一般財
源:2,914)

R3予算
(一般財源)

16,473(一般財源:16,473)

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ誘致支援によ
る市内宿泊者数
4.1万人

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ誘致支援によ
る市内宿泊者数
0.1万人

4,135(一般財
源:2,635)

　コロナ禍において、本市イメージアップキャラク
ター「トクシィ」の活動による魅力発信の機会が減っ
たものの、ＳＮＳ等を通じて積極的に魅力発信を
行った。
　また、国内外に向けた戦略的な情報発信を行うた
め、本市公式観光サイト「Fun!Fun!とくしま」の特
集記事やモデルコースなどのコンテンツを充実さ
せる他、観光庁の多言語整備事業を活用し、特設
ページ（英語）を拡充するなど魅力度向上のための
取組みを行った。
　新型コロナウイルス感染拡大の影響による本市の
観光客入込数等の減少に伴い、現地での魅力体験
の機会が減少したため、地域ブランド調査の順位も
下がったと考えられるが、今後は、令和２年度の取
組みの効果があらわれてくると予想される。引き続
き、本市の認知度向上および観光客誘致を図るた
め、継続的に魅力発信に向けた取組みが必要であ
る。

継
続

　本事業は、本市のイメージアップとブランドイメー
ジの創出を図る上で、効果が十分に期待できる事
業であるため、引き続き、本市の魅力的な観光資源
を国内外に向けて効果的に情報発信することによ
り、認知度向上および観光客誘致を図る。

3,873(一般財
源:2,383)

R3予算
(一般財源)

3,025(一般財源:2,025)

｢地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ調査｣の魅
力度における順位
123位

｢地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ調査｣の魅
力度における順位
217位

R2
実績

R3予算
(一般財源)

R2
計画

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

経済部 にぎわい交流課

111



47.6 R3
64

R12
54.4 R2

57
R550.9 R1

実績値

R1

H30

H29

0

0

0

R12
6

1
R5

157 R1

H29

　—

目標値

167
R12

160
R5

施　策
４　地域経済を牽引する！ 活力あふれるまち「とくしま」の創造

８　まちのにぎわいと人の流れを創出するまちづくり

目　　　　　　的

　郷土の長い歴史の中で培われてきた様々な文化財の価値を、多くの市民と共有し次世代へ継承するために、
適切に保護するとともに、市民が様々な機会において文化財に接することができる環境を創出し、積極的に活
用することで文化財を活かしたまちづくりを推進しています。

157 H30

156

Ⅲ　取組方針（目標の実現に向けた取組の方向性）

手　　　　　段

36
政　　策

Ⅰ
　
目
標

目指すべき姿

○ 史跡の保存と活用

○ 「文化財保存活用地域計画」の策定

○ 文化財を活かしたまちづくりの推進

Ⅱ
　
　
成
　
果
　
指
　
標
　

（
目
標
に
向
け
た
進
捗
状
況

）

成　果　指　標　名

Ⅳ　重点事業
（取組方針に沿った事業）

進捗

2
文化財の指定・登録等の件数
（件）※累計

1
文化財を活かしたまちづくりの
取組件数（件）

①
県指定史跡「一宮城跡」の国史跡指定推
進事業 A

所　見

　文化財の保護啓発に携わる地域住民を対象としたボランティアガイドの養成に取り組
んでいるところである。将来これを基盤として文化財を活かしたまちづくりを推進してい
く。

　R1年度は、新たに１件の文化財指定があったが、１件の指定解除があったため、総件数
に変化はなかった。

⑥

②
国指定史跡「徳島城跡」の保存活用計画
の策定 A

④

⑤

文化財の保存と活用
当該施策の上位となる基本目標

⑧

⑦

⑨

市
民
満
足

度
指
標

地域の歴史や伝統が継承されて
いると感じる市民の割合（％）

③ 徳島市文化財保存活用地域計画の策定 A

※新型コロナウイルス感染症に関する記載があった事業は進捗を網掛け
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　事業は継続する予定であるが、令和３年度には、
国史跡指定範囲の再検討等について文化庁と詳細
な協議を進めて行く必要があるので、事業目標の
達成年度が一カ年度先送りとなる予定である。

2,858(一般財
源:743)

R3予算
(一般財源)

600(一般財源:250)

今後の方向性
（令和２年度からの見直し等）

①

県指定史跡「一宮城跡」の国史跡指
定推進事業

R2
計画

・調査指導委員会の開催（２回）
・発掘調査の実施

総合計画2021（令和３年度版）
掲　載　情　報

令和２年度の取組に係る自己点検結果　　　（令和２年度の内容であるため、左記の事業概要と一致しない事業もあります）

見
直
し

・調査指導委員会の開催（２回）
・発掘調査の実施

3,183(一般財
源:1,246)

　地元の文化財保護団体である一宮城跡保勝会で
は、同城跡の清掃活動が毎年継続的に行われてい
るが、国指定史跡推進事業の進捗に合わせ、地域住
民のより積極的な参加が見られ、保存活用体制の
整備が徐々に進んできている。

国指定史跡「徳島城跡」の将来にわ
たる保存と活用の方針について、有
識者で構成する検討委員会で検討
し、計画を策定します。

R2
実績

現況についての把握に努め、保存
活用計画(案)に反映できるよう、
整理を進めた。

0(一般財源:0)

1,180(一般財
源:0)教育委員会 社会教育課

文化財・まちづくり・観光・教育分野
の有識者及び本市関連部局で構成
する策定委員会において、文化財保
存活用地域計画の検討、策定を行い
ます。

0(一般財源:300)

③

徳島市文化財保存活用地域計画の
策定

R2
計画

　令和２年度の事業内容を継続、整理しながら、令
和３年度は保存活用計画検討委員会を開催し、保
存活用計画を策定する（事業目標100％）。

教育委員会 社会教育課

・徳島市文化財保存活用地域計画
策定委員会を開催し、計画内容の
検討を行う。

R3予算
(一般財源)

36

②

国指定史跡「徳島城跡」の保存活用
計画の策定

R2
計画

徳島城跡の歴史的環境や自然環境
を含めた現況について文献等で把
握するなど、保存活用計画策定に
向けた取り組みを行う。

0(一般財源:0)

　令和２年度は予算措置が行われなかったため、保
存活用計画策定委員会を開催できなかったが、計
画策定に向け現況把握に努めるとともに、計画
（案）に反映できるよう整理を進めた。
　予算措置がされなかった中で、計画策定に向けて
の一定の取り組みはできたと考えている。

発掘調査の成果と有識者で構成す
る検討委員会での指導に基づき、
「一宮城跡」の国史跡指定を目指し
ます。

重点事業名・担当課・概要 事業の実施内容 事業目標
事業費

（一般財源）
単位：千円

事業の効果検証（成果・課題等）
※進捗状況は１頁を参照

教育委員会 社会教育課

R2
実績

継
続

Ⅴ
　
　
重
　
点
　
事
　
業
　

（
　
詳
　
細
　

）

R2
実績

・徳島市文化財保存活用地域計画
策定委員会を開催し、計画内容の
検討を行った。

930(一般財
源:3)

R3予算
(一般財源)

保存活用体制確立のた
めの組織活動への地域
住民の参加者数
32人

保存活用体制確立のた
めの組織活動への地域
住民の参加者数
59人

策定事業の進捗状況
事業全体の50%に達
すること

事業目標の70%達成

　委員会では、徳島市の歴史文化の特徴や関連文
化財群、文化財の保存活用に関する措置及び推進
体制について重点的に検討した。
　委員会に先立つ文化庁との協議では、章立てや内
容に関する指導を受け、計画案に修正を加えたう
えで委員会で検討を行い、おおよその計画素案が
まとまった。

継
続

　令和３年度に徳島市文化財保存活用地域計画を
策定する(事業目標100%達成)。

地域計画の策定
策定検討

地域計画の策定
策定検討

1,300(一般財源:0)
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